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第１章 序論 
 1
1．序論 
1.1  本研究の背景 
 土砂災害は台風や長雨、融雪を誘因とするものが主体であるが、近年、2004 年新潟県中
越地震、2008 年岩手県内陸地震などの地震によって多くの土砂災害が発生している。これ
らは中山間地域を中心とした地震被害であるが、都市域で大地震が発生すれば、さらに多
くの土砂災害による被害が生じるおそれがある。関東地方南部は人口や資産が高度に集積
した地域であるが、相模野台地、多摩丘陵、武蔵野台地、下総台地の間を中川や荒川など
の低地が入り込んだ形状を呈しており、都市域に多くの斜面が存在している。 
 関東大震災を引き起こした関東地震(1923)では、家屋の倒壊や火災などの被害が極めて
甚大であったが、土砂災害による被害も非常に多く、南関東の山地・丘陵地と伊豆半島を
中心に本震、その後の豪雨、余震による土砂災害が発生した 1.1)。現在では、都市域の人口
が増大し、斜面上端、下端の近くまで宅地や道路として利用されていることから、大規模
な地震が大都市圏で発生すると、関東地震以上の被害が発生する可能性がある。関東地震
で被害が大きかった土石流災害は全国的に砂防工事が進んだため危険性はやや低下してい
るものの、斜面崩壊は対象箇所が多く、崩壊予測が困難であるために対策は進んでいない。
例えば千葉県の土砂災害危険箇所 1.2)のうち、急傾斜地崩壊危険箇所*は 9,000箇所を超え、
県全体に分布しているのに対し、土石流危険渓流**は約 600 箇所、地すべり危険箇所***は
約 50 箇所で地域の偏りがある 1.3)。このように、極めて数が多い斜面をすべて対策するこ
とはほぼ不可能であり、斜面近傍の危険性の把握により、警戒避難体制の構築などソフト
的な対策の必要性が高まっている。 
 ソフト対策として、ハザードマップの作成が進められてきている。地震時のハザードマ
ップでは、「揺れやすさマップ 1.4)」があるが、これは建物の耐震化を目指した地震動の強
さで示したマップであり、斜面の危険性については考慮されていない。法律に基づいた斜
写真 1 新潟県中越沖地震(2007)で 
発生した法面の災害 
* 傾斜度 30 度以上、高さ 5m 以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を及ぼす恐れのある急傾斜地および近接地 
** 渓流の勾配が 3 度以上あり、土石流が発生した場合に被害が予想される危険区域に、人家や公共施設がある渓流
***空中写真の判読や災害記録の調査、現地調査によって、地すべりの発生する恐れがあると判断された区域のうち、
河川・道路・公共施設・人家等に被害を与える恐れのある範囲 
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面災害に対する立地規制には、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律(2001)」や建築基準法に基づくがけ条例(例えば千葉県 1.5))がある。図  1.1.1 に建
物の立地が規制されている範囲を示すが、斜面下方に対する規制が中心で、斜面上部につ
いてはほとんど規制がない。豪雨などによる斜面崩壊は遷急線（斜面上端）の下から崩壊
することが多く、地震による崩壊は遷急線を含む崩壊が多いと言われており、これらの法
規制が豪雨時の斜面崩壊の対策を主眼としたものであると言える。地震時の斜面の危険性
をハザードマップや立地規制に反映するためには危険度を定量化する必要があるが、それ
に至っていない状況であることが原因と言える。 
 斜面による地震時の危険性を把握するためには、まず斜面の地形効果を検討する必要が
ある。兵庫県南部地震の「震災の帯」で知られるように、地震動の増幅には地形形状が関
わっている。「震災の帯」は地下構造の不整形によって発生したものであるが、斜面につい
ても斜面上端や山地の尾根部では地震動が増幅すると言われている例えば 1.6)。2008 年 7 月
に岩手県沿岸北部で発生した地震は、当初震度 6 強と発表されていたが後に 6 弱に訂正さ
れた例がある 1.7)。この原因は地震計の設置位置が斜面近くで地盤が緩く地盤が不均質であ
ったことにより、過大なゆれを記録していたことにある 1.8)。このように、震度が変更にな
るほどの地震動の増幅に違いがあり、斜面と地震動の増幅の関係について検討する必要性
が高い。 
  
  (a)土砂災害防止法による規制範囲 1.9)      (b)がけ条例（千葉県）による規制範囲 1.10) 
   （急傾斜地の崩壊、特別警戒区域：図中赤色）        
図  1.1.1 建築物立地の規制 
  
  
     写真 2 岩手県内陸地震(2008)で          写真 3 岩手県内陸地震（2008）で 
          発生した法面の崩壊                 発生した崩壊による道路閉塞 
注)斜面勾配が 34°以下の場合には
斜面上端は規制範囲に含まれない 
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1.2  既往の研究 
1.2.1  地震と斜面に対する既往の研究の概要 
 日本は山地の占める割合が高く平地が少ないという地形的特徴を有していると言われて
いる。また近年ではさまざまな開発等により新たな斜面が人工的に作られている。そのた
め斜面と共存して生活する必要があり、斜面の利用や斜面災害への対応への必要性から斜
面に対する研究が進められている。また、日本は地震国であり、過去の地震により多くの
斜面災害が発生している。 
 そのため、地震と斜面について、様々な分野で様々な見地から研究が行われている。そ
れらのうち地震防災に関連するものを以下の 3 種類に分類した。 
① 既往の地震による斜面災害の調査研究 
② 地震による斜面崩壊など、斜面の挙動について検討するもの 
③ 斜面及びその近傍地盤の地震動の増幅を検討するもの 
 ①は地震による斜面災害について調査・分析を行い、危険な斜面形状や地形・地質を抽
出するものである。空中写真や現地踏査によって得られた崩壊斜面形状などを統計的に分
類したものや、GIS や多変量解析を用いた検討が多くなされている。これらは砂防学、地
質学、地形学などの分野で主として研究がなされており、理学と工学の境界的領域である。 
 ②は、有限要素法や個別要素法、極限平衡法などを用いて、斜面の地震時安定性や地震
応答などの斜面の挙動を検討するものである。地震時斜面の安定解析手法や構成則、対策
工法の検討手法について研究されたものも多い。この研究は土木学、建築学、砂防学の分
野で進められており、工学的な研究内容と言える。 
 ③は②と分けがたい部分もあるが、ここでは斜面および斜面周辺地盤の増幅特性を観
測・解析等により検討するものである。ここでは、個別の斜面の破壊現象が主であるもの
を②、振動特性や増幅特性の検討を行うものを③と分類した。したがって、地震計や常時
微動計測に関わるものは③と分類している。③は、土木・建築分野、特に建築分野で多く
研究されている。 
 この①～③の分類に則り、以下に既往の研究とその問題点についてまとめた。 
 
1.2.2  既往の地震による斜面災害の調査研究 
 斜面災害が多発した日本国内の地震としては、善光寺地震（1847 年、M7.4）、関東地震
（1923 年、M7.9）、今市地震（1949 年、M6.4）、千葉県東方沖地震（1987 年、M6.7）、
兵庫県南部地震（1995 年、M7.2）、新潟県中越地震(2004 年、M6.8)、福岡県西方沖地震
(2005 年、M7)、岩手・宮城内陸地震(2008 年、M7.2)などがあげられる。また、海外では
台湾集集地震(1999 年、M7.5～7.71.11))、中国四川大地震（2008 年、Mw7.9、中国名：汶
川地震）1.12)などがある。 
 それらの地震の被害から、斜面崩壊と地形の関係について検討した研究が多くある。古
くから地震による崩壊は斜面の上端付近、遷急線を含む位置で数多く発生していると言わ
れており、これを検証している例が多い。1987 年の千葉県東方沖地震のときには、多くの
崩壊が台地の端部で発生したと報告されており 1.13)、また Wang らによる 1999 年の台湾
の集集地震で発生した崩壊の分析 1.14)ではおよそ 70％の崩壊が斜面の上部で発生したとあ
る。ハスバートスら 1.15)は新潟県中越地震で発生した地すべりを対象として斜面縦断形状
で分類を行っており、凸型斜面の発生率が高いことを示している。一方、関口・佐藤 1.16)
は、同じ中越地震で発生した崩壊を分析し、尾根や尾根直下で発生した崩壊も多いものの、
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もっとも多い崩壊発生箇所は斜面中、下部であり、人工斜面では斜面中、下部の崩壊の発
生が多いことを示した。 
 また、水田ら 1.17)は、兵庫県南部地震の崩壊データから数量化理論Ⅱ類を用いて分析を
行い、豪雨時、地震時ともに、勾配、斜面形状、表層地質、斜面方位の順で崩壊の発生に
対する影響が大きいことを示した。先の Wang らによる集集地震の研究 1.14)や八木らによ
る新潟県中越地震の研究 1.18)においても、発生した斜面勾配は 45～50°程度に集中してい
る。 
 これらの既往の地震による被害の分析的研究の蓄積により、危険な斜面形態の分析が進
んでいるが、被災地の地形・地質の特性や、発生した地震の固有の特性を分離することは
非常に困難である。また、崩壊地の調査方法、抽出方法や斜面形状の計測方法など研究ご
とに違い、研究間の比較も困難である。 
 
1.2.3  地震による斜面の挙動に関する研究 
 斜面の静的な安定解析には、従来から極限平衡法（LEM）が用いられてきた。これに地
震動の加重を表す水平震度を考慮して計算する地震時安定解析手法が実務では多く用いら
れている。またニューマーク法 1.19)も変形量を取り扱う場合に実務でよく使われる手法で
ある。これらの手法は静的解析との整合をとりやすいというメリットがあるが、地震時に
発生するすべり面を特定できないなど問題点が多い。有限要素法を用いた地震時斜面の安
定性評価の研究事例も多い例えば 1.20)が、採用する構成則の問題などが指摘されている 1.21)。 
 土構造物として設計時に安全性の確認が必要である盛土については、極限平衡法による
解析とあわせて、有限要素法やニューマーク法による解析方法の検討が多くなされている。
地盤工学会では、「土構造物の地震時における許容変形と性能設計に関する研究委員会」が
2004 年に設置され、解析方法や沈下量予測について多くの研究がなされている 1.22)。盛土
斜面は材質が判明しておりほぼ均質であるため、解析条件が明瞭であり扱いやすい斜面で
あると言える。また、秦ら 1.23)はニューマーク法と有限要素法の適用性を検討した模型実
験について検討を行っている。 
 兵庫県南部地震や新潟県中越地震において谷埋め盛土の地すべりが発生したことから、
谷埋め盛土の安定性の評価方法について検討が行われている。釜井ら 1.24)は兵庫県南部地
震で発生した谷埋め盛土の被災事例をもとにニューラルネットワークにより評価を試みた。
また、太田ら 1.25)による側方の抵抗を考慮した安定解析法の提案など、非常に検討事例が
多くなっている。 
 実務における自然斜面の安定性の検討は、盛土地盤と同様の方法がとられてきたが、盛
土と異なり地盤構造が複雑であり、危険度予測は非常に難しい問題である。地震による崩
壊斜面と非崩壊斜面の比較事例として、鳥居・沖村 1.26)は兵庫県南部地震による崩壊を元
に、地形形状とともに地震応答に対する表土層厚の影響に着目した研究を行っている。ま
た、有限要素法により中越地震により発生した自然斜面の崩壊の再現を試みた若井ら 1.27)
による研究があるが、まだ研究事例は少ない。 
 また個別の斜面ではなく、広域を対象とする危険度評価方法の研究が進んでいる。松岡・
翠川 1.28)は、1970～80 年代に発生した 5 つの地震による崩壊を対象に、国土数値情報を利
用して、斜面崩壊危険度を予測する手法を提案している。しかし、この手法では 1km メ
ッシュによる検討であり、斜面崩壊の規模に対してかなり荒い。浅野ら 1.29)、若井ら 1.30)
は、中越地震の被災地域を対象に 3 次元有限要素解析の結果と、実際に発生した崩壊地と
の比較を行い、斜面リスクの検討を行っている。浅野ら 1.29)は主に地形効果の解明を、若
井ら 1.30)は主に弾塑性構成モデルの適用の観点から検討を行っているが、このような広域
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で斜面崩壊予測が可能な 3 次元有限要素モデルを作成するためには、多くの地盤条件のデ
ータが必要であるが、その入手は非常に困難である。 
 
1.2.4  地震動の増幅に対する斜面の影響に関する研究 
 建築物の耐震設計などでは、構造物が建つ地盤を水平成層地盤と仮定して行うことが多
い。しかし、兵庫県南部地震で見られた「震災の帯」のように地盤の不整形の影響によっ
て地震動は局所的に増幅する。この問題を解明するために多くの不整形地盤を対象とした
研究が行われており、斜面も不整形地盤の一種として地盤震動特性を検討した研究が行わ
れている。しかし、不整形地盤の検討に対しては、地盤構造の不整形性を扱った研究が主
流である。また既往の地震災害において斜面上端部付近や尾根部での斜面崩壊が多いこと
から、そのような箇所の局所的な地震の増幅について確認する目的の研究も行われている。 
 耐震設計などを目的とした地盤の不整形性の影響に対する研究として斜面を取り扱った
ものでは、設計用入力地震動研究委員会( (財)日本建築センター、昭和 63～平成 3 年度) 1.31)
と建設省総合技術開発プロジェクト「大都市地域における地震防災技術の開発(平成 4～8
年度)」1.32,33)が挙げられる。設計用入力地震動研究委員会では、水平成層地盤と比較して、
斜面直上では 1.1～1.25 倍で、斜面から遠ざかるにつれて小さくなる加速度応答スペクト
ルに対する地形効果補正係数の算出式が提案されている 1.34)。建設省総合技術開発プロジ
ェクトでは、斜面勾配や地層のインピーダンス比をパラメータとした詳細な検討が行われ
ており、斜面上部の伝達関数を水平成層地盤の伝達関数を基準として評価する手法が提案
されている 1.35,36,37,38)。また、構造耐震判定の指標値の補正係数として、崖地の地形効果
を考慮する場合があるが、1.1～1.25 倍程度の値が用いられている 1.39)。しかし、これらの
台地の増幅を検討したものの多くは、一様や 2～3 層の水平な層境界を有するモデルで検
討が行われており、実際の地盤において地震観測や地盤調査を行っている例は少ない。 
 耐震設計などの目的ではなく、斜面による地震動増幅の検討を行った研究としては、栗
田ら 1.40)や浅野ら 1.29)の山地を対象とした研究がある。栗田らは強震動のアレー観測記録
の分析及び有限要素法による解析を行った結果、山頂の増幅率が非常に大きくなり、また
肩のような形状があると増幅が大きくなることが示されている。浅野らも有限要素法解析
により、山体の比高や幅、対称性の違いにより、応答加速度の増幅の傾向が異なることを
示している。また浅野らは大型振動台実験によって斜面の上部の加速度応答が増大するこ
とを確認している 1.41)。また安田ら 1.42)は平面的な斜面形状の違いと増幅特性の関係につ
いて考察を行っている。 
 常時微動を用いた研究としては、関東地方の様々なタイプ（対策工の有無、高さなど）
の斜面において常時微動を計測しその傾向を分析した研究例えば 1.43)や、下部（ふもと）に
対する斜面の常時微動のスペクトル比を分析し、ふもと近くで斜面の傾斜が急となる地点
のフーリエ振幅が大きいことを確認した研究 1.44)などがあるが、地盤調査や解析と組み合
わせて斜面の震動特性を考察した事例は少ない。 
 
1.3  本研究の目的及び構成 
都市における斜面近傍の地震災害について検討するためには、山地（丘陵）型の斜面の
みではなく台地端部の斜面についても考慮する必要があり、また複雑な地盤構造を有する
自然斜面の地盤震動特性を把握する必要があるが、これらについて研究している事例は少
ない。 
本研究は、地盤震動特性に与える斜面の影響（地形効果）を明らかにし、それが地盤災
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害に及ぼす影響を検討することを目的に、人口、資産の集積が進んでいる関東地方南部の
地形・地質を想定した研究を行ったものである。研究対象は関東地方南部の典型的な地形
の一例として台地端部の斜面とその近傍地盤とした。 
本研究では、地震動観測、常時微動計測、2 次元有限要素解析を実施し、以下に示す論
点において検討を行った。 
Ⅰ.斜面近傍地盤、特に斜面上端部付近の増幅特性の把握 
・自然斜面の斜面沿いに分布する軟弱な層（表土、崩積土、風化土など、以降ゆるみ
層と呼ぶ）が自然斜面上部の地盤震動特性に与える影響を把握 
Ⅱ.斜面形状による震動特性の違いの把握 
・模式的（単純）な斜面モデルの解析により、斜面高さなどの斜面を構成するパラメ
ータの違いによる地盤震動特性の変化の把握 
・地震時に斜面内部に発生するせん断ひずみのゆるみ層の有無による違いの把握 
 
本研究では、千葉県北西部 3 地区の 6 箇所の斜面近傍地盤を研究対象としており、その
うち 1 箇所では詳細な地盤調査（ボーリング調査、表面波探査など）、地震動観測、常時
微動計測を実施した。他の箇所については既往の地盤調査資料の収集整理により地盤構造
を把握した。また、このうち 3 箇所と、単純な形状の斜面モデルによる 2 次元有限要素解
析を行った。 
本研究は以下の 8 章により構成されている。 
第 1 章は序論として、研究の背景、関連する既往の研究の概要および研究の目的・構成
をまとめたものである。地震による斜面災害や斜面など不整形地盤の震動特性に与える影
響に関する研究は数多く行われているが、斜面災害の研究は山地を主としたものや、既往
の地震災害による斜面災害を扱ったものがほとんどであり、都市近郊を対象とした研究は
少ない。また、不整形地盤の研究では斜面の影響は形状のみの影響を対象としており、斜
面沿いの地盤性状や、崩壊には触れられていない。しかし、都市域で大地震が発生した場
合、斜面災害や斜面の影響による地盤増幅により大きな被害が発生する恐れがあり、都市
域を対象とした震動特性の研究の必要性が高い。 
第 2 章では、研究対象地の地形・地質などの概要を示した。研究対象地は千葉県北部に
分布する下総台地の端部にあたる斜面とその周辺の 3 地区（千葉市小仲台地区、千葉市亥
鼻地区、松戸地区）である。常時微動計測は 3 地区の計 6 箇所で実施している。このうち
1 地区（千葉市小仲台地区）では、ボーリングや表面波探査などの地盤調査を行っており、
その結果についても取りまとめた。また、ゆるみ層の成りたちについて考察を行った。 
第 3 章では、研究対象地の千葉県北西部で行われた PS 検層データを分析し、せん断波
速度を N 値と深度から求める推定式の提案を行った。第 5 章で行った有限要素法による解
析では、PS 検層結果が得られていない地区については、この式を用いてせん断波速度の
推定を行った。 
第 4 章では、対象地で行った地震観測、常時微動計測結果を取りまとめた。地震観測は
斜面直下、斜面直上、台地の 3 箇所で観測しており、斜面直上の地震計の観測結果は、斜
面直下、台地と比較すると約 2 倍の加速度を記録した。常時微動は斜面直上の台地 5 箇所、
斜面直下の低地 1 箇所において、数 m 間隔で高密度に計測を行った。常時微動 H/V スペ
クトルの卓越振動数と斜面からの距離の関係は、隣接斜面が自然斜面か切土斜面であるか
により傾向が異なっていることが判明した。 
第 5 章では研究対象地をモデル化し、2 次元有限要素解析により地盤震動特性について
検討を行った。解析は、詳細な地盤調査結果を反映させたゆるみ層のある自然斜面とゆる
み層のないモデル、新しい切土斜面、古い切土斜面の 4 種類のモデルについて行った。常
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時微動 H/V スペクトルであらわれた自然斜面と切土斜面の卓越振動数と斜面からの距離
の傾向の違いは、有限要素解析の伝達関数でも同様の傾向となった。古い切土斜面上部で
は斜面近くの H/V スペクトルの強度が高かったが、この範囲の地盤剛性を低下させて解析
を行うと、卓越振動数付近の伝達関数が大きくなった。また、斜面上端部付近における地
震動の増幅の原因は主にゆるみ層にあり、斜面形状の影響は小さいことが解析より推定さ
れた。 
第 6 章では、単純化した地盤モデルにより、斜面が近傍地盤に及ぼす影響について検討
を行った。解析により地震波が斜面で反射して実体波と表面波が生成され、実体波は増幅
が大きいが影響範囲が狭く、表面波は増幅が小さいが遠方まで届くということが判明した。
斜面の形状では、斜面高さの影響が大きく、斜面勾配の影響は斜面のごく近傍にとどまる
ことがわかった。ゆるみ層がない場合は、斜面による増幅は水平成層地盤と比較して 1.2
倍程度であるが、ゆるみ層による増幅は数倍に及ぶ場合がある。しかし、それはゆるみ層
が分布する範囲に限定されており、また増幅は高振動数成分が多く地震時に被害が多い木
造住宅の固有振動数と異なっており、ゆるみ層による地盤増幅が直接的に家屋の被害につ
ながる恐れが小さいことが推定される。しかし、大きな地盤増幅による地中のひずみの増
大が斜面不安定化につながる恐れがあり、ゆるみ層の防災的な問題点は斜面崩壊の危険性
と考えられる。 
第 7 章では、ゆるみ層のある斜面とゆるみ層のない斜面のモデルを作成し、非線形解析
により斜面近傍地盤のせん断ひずみの大きさや発生位置の確認を行った。ゆるみ層がある
とゆるみ層内で連続した大きなひずみが発生し、崩壊の危険性が高いことが判明した。ゆ
るみ層がない場合でも、斜面形状や入力する地震動により、連続するひずみが発生するが、
ゆるみ層があるケースと比較するとひずみ量が小さく、円弧の大きなひずみですべり面が
長くなるため、崩壊に至る可能性はゆるみ層がある場合と比較するとかなり低いものと考
えられる。 
第 8 章は結論として各章で検討した事項をとりまとめ、斜面の地震防災上の問題点およ
び今後の課題についてまとめた。 
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2． 研究対象地の概要 
 下総台地や武蔵野台地など関東地方南部に広がる台地は、それを開析する谷底平野（谷
津田）が内陸深くに入り込む複雑な地形を有している。この台地と谷の境界には高さ数十
ｍの斜面が形成されているが、現在では斜面のごく近傍まで宅地化が進んでいる。 
 本研究では、関東地方南部の１つの典型的な地形形態として、開析する低地との境界（斜
面）上部の台地を主な研究対象地としている。対象とした台地は千葉県北西部に分布する
下総台地である。研究対象地は図 2.0.1 に示す 3 地区であり、地区内の数箇所で検討を行
っている。特に千葉市稲毛区小仲台地区では 3 箇所で調査を行っており、そのうちの 1 箇
所の小仲台 A 地区は本研究の中心の調査地であり、地震計の設置やボーリング、表面波探
査を実施し、詳細な地盤データから地盤震動特性の検討を行っている。他の箇所について
は、主に常時微動計測により検討を行っている。 
 なお、本研究においては、約 1.8～2 万年前の最終氷期最盛期以降の堆積物を沖積層と呼
ぶ 2.1)。 
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白浜町
鎌ケ谷市
習志野市
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図 2.0.1 研究対象地 
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2.1  千葉県北部の地形・地質概要 
 図  2.1.1 に関東地方の地形区分 2.2)を示す。関東地方の地形は火山、山地、丘陵、洪積（更
新世）台地・段丘、沖積低地に区分され、そのうち人口、資産の高度な集積が見られる地
域の多くは、台地・段丘及び沖積低地である。地形分類図には示されていないが、東京湾
岸の多くは埋立地となっている。この台地・段丘は開析が進んでおり、谷津、もしくは谷
戸と呼ばれる谷底平野などの沖積低地が高密度に形成されている。台地、段丘と低地の境
界は斜面であり、関東平野は平野であるが、多くの斜面を有する。 
 横浜市の谷戸（谷津）の分布やその生態系については文献 2.3)に詳しいが、これによると
横浜市域の谷戸は丘陵台地の雨水・湧水等の浸食による開析谷であり、最終的に谷戸地形
の基底が形成されたのは、現在より海水準が 100m 以上低下していた海退期で、その後に
浸食土や崩落土等による埋没が起きて平坦面が形成されたものが谷戸の原型だとある。千
葉における谷津田も同様の成因と考えられる。 
 千葉県北部、特に千葉県北西部は首都圏の一角を形成し、人口集中が進んでいる地域で
ある。図  2.1.2 は千葉県の地形分類図であり、千葉県は、利根川、江戸川、東京湾、太平
洋と水に囲まれた地形となっている。千葉県北部では、利根川、江戸川、太平洋沿いに沖
積低地が形成されており、東京湾沿いは主に埋立地となっている。千葉県北部のほとんど
は下総台地に区分される。下総台地は関東ローム層に覆われた更新世に形成された台地で、
下総台地における関東ロームの層厚は 4～5m 程度であり 2.4)、関東西部や北部と比較する
と薄い。 
 
  
図  2.1.1 関東地方の地形 2.2) 
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 千葉県の地質層序を表  2.1.1 に示す。文献 2.5)によると、千葉県の地質は銚子地塊（銚子
半島）、黒滝不整合以北（房総半島中北部）、黒滝不整合以南（房総半島南部）の 3 区分に
分けられる。下総台地を含む黒滝不整合以北では、海成の新第三紀鮮新世から第四紀更新
世の地層（上総層群、下総層群、関東ローム）が深さ 2,000m の基盤岩上に堆積している。
下総台地は主に下総層群から構成され、下総層群は砂を主体とする古東京湾の堆積物で貝
化石を多く含む。その上部は関東ロームである。 
 
夷隅川低地
鴨川地溝帯
白浜丘陵
館山低地
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小櫃川低地
袖ヶ浦台地
養老川低地 市原台地
村田川低地
都川低地
印旛沼低地
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太 平 洋
東 京 湾
上
総
台
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十
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里
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積
低
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東
京
湾
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低
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下 総 台 地
江戸川低地
印旛台地
手賀沼低地
東
葛
・
葛
南
台
地
栗山川低地
椿海干拓
銚子台地
利根川 下流低地
丘陵地
台　地
低　地
凡　例
松戸地区
小仲台地区
亥鼻地区
 
図  2.1.2 千葉県の地形分類図 2.5)に加筆と研究対象地 
 
表  2.1.1 千葉県の地質層序 2.5) 
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2.2  研究対象地の位置及び概要 
 研究対象地の 1 つである松戸地区周辺の広域の地形分類図を図  2.2.1 に、小仲台地区と
亥鼻地区を含む千葉市の地形分類図を図  2.2.2 に示す。松戸周辺、千葉市周辺とも下総台
地の端部に位置し、開析の進んだ複雑な地形を呈している。 
 松戸地区は、JR 松戸駅から約 1km 南方に位置する千葉大学松戸キャンパス内の実験圃
場とそれに隣接する斜面である。対象地はローム台地であり、西方約 1km に江戸川が流
れ、対象地と江戸川の間は低地となっている。 
 小仲台地区は、千葉市稲毛区に位置し、現在の海岸線から内陸に約 5km、約 200m 幅の
谷底平野（谷津田）及びそれに面した台地である。谷底平野は宅地として造成される際に、
埋土されている。東京湾岸は埋立地になっているが、埋立以前の海岸線からは約 1.5km で
ある。 
 亥鼻地区は、千葉市中央区の千葉大学亥鼻キャンパス内で、都川に沿った沖積低地に隣
接する台地であり、千葉市の中心部に近接している。 
 常時微動計測は、斜面に隣接する台地で 5 箇所、低地で 1 箇所行った。台地 5 箇所は、
松戸地区 1 箇所、小仲台地区 2 箇所、亥鼻地区 2 箇所である。これらの計測位置の斜面諸
元を表  2.2.1 に示す。計測した台地 5 箇所は、高さ 10～15m、勾配は 25～40°程度の斜
面に隣接する、いずれも関東ロームに地表面が覆われた台地である。隣接する斜面には、
切土斜面が 2 箇所含まれているが、両地区とも自然斜面を整形したものである。低地は小
仲台地区の谷底平野で計測を行っており、表層は軟質な沖積層で覆われている。松戸地区
で常時微動を計測した斜面は直接江戸川河岸の低地に面しておらず、台地を下刻した小規
模な谷底平野に面している。また、亥鼻地区では、都川に面した斜面上部と都川の小さな
支谷に面した斜面上部の 2 箇所で計測を行った。 
 
松戸地区
N
0 2,500 5,000 7,500 10,000  (m)1,250
ローム台地（上位）
ローム台地（中位）
ローム台地（下位）
岩石台地（海岸段丘を含む）
三角州性低地
自然堤防・砂州  
図  2.2.1 松戸市付近の地形分類図 2.6)に加筆と研究対象地（松戸地区） 
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小仲台地区
千葉市
台地
低地
(平野・谷底平野など）
埋立地
がけ・斜面0 2,500 5,000 7,500 10,000  (m)1,250
N
東京湾
亥鼻地区
 
 
図  2.2.2 千葉市の地形分類図 2.7)に加筆と研究対象地（小仲台地区と亥鼻地区） 
 
表  2.2.1 斜面の諸元 
高さ 勾配
(m) (°)
松戸地区 切土 15 30
小仲台(A)地区 自然 10 25(30)
小仲台(B)地区 自然 10 40
亥鼻(A)地区 切土 15 25(38)
亥鼻(B)地区 自然 15 38
地点名 状況
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2.3  松戸地区の概要 
2.3.1  概要 
 松戸地区の調査位置を図  2.3.1 に示す。松戸地区は、千葉大学松戸キャンパスの北側斜
面とそれに隣接する台地である。千葉大学松戸キャンパスには園芸学部があり、調査位置
は斜面（写真  2.3.1、写真  2.3.2）と実験圃場（果樹）の間と圃場内（写真  2.3.3）である。 
 調査位置の斜面は、平成 16 年に小規模な崩壊が発生しており、この崩壊に対する対策
工施工のために地盤調査（簡易貫入試験）2.8)が行われ、切土工が施工されている。切土前
後の斜面を写真  2.3.1 と写真  2.3.2 に示す。この写真から、現況は切土前より勾配が緩く
なり、法肩が台地側に入っていることがわかる。 
 
 
0 250 500 750 1,000125
松戸地区
低地
台地
江
戸
川
m  
台地
低地
調査位置
（自然斜面）
調査位置
（切土斜面）
調査位置
（低地）
凡例
N
 
図  2.3.1 調査位置図(松戸地区) 2.7)に加筆 
 
 
 
第２章 研究対象地の概要 
 17
 
写真  2.3.1 切土前の斜面状況（2004 年） 
 
 
写真  2.3.2 切土後の斜面状況（2008 年） 
 
 
写真  2.3.3 常時微動計測位置（切土後） 
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2.3.2  地盤調査結果 
 松戸地区は、千葉大学園芸学部の敷地であることから、校舎建設の際などにボーリング
調査が行われている。ボーリング調査位置を図  2.3.2 に示す。常時微動計測位置近くは構
造物のない農場内であるためボーリングの数は少ないが、約 50m 西方の斜面際に既往のボ
ーリング調査がなされている。 
 既往のボーリング調査結果のうち、台地のデータを図  2.3.3 に示す。ロームはほぼ等厚
であり、その下部は粘性土である。その下には N 値が 30 を超える比較的締まった砂質土
が分布し、TP+10m 付近から N 値 50 を超える砂質土が出現し始める。台地のボーリング
の深度は、この付近までである。 
 台地近傍～斜面と低地のボーリング調査結果を図  2.3.4 に示す。斜面である（F）位置
では、現況の標高が低いとローム層底面の標高も低くなっている。また、斜面際や斜面で
は、砂質土の N 値が台地内部よりやや低い傾向にあるが、これは応力の開放や風化の影響
が考えられる。低地側には軟質な沖積層が堆積しており、TP+2～3m に N 値が 7、8 程度
の粘性土層が分布している。調査地に近い A-1、A-2 にもほぼ同じ深度に粘性土層が見ら
れることから、連続した層であることが考えられる。したがって、この粘性土層は、ロー
ムなどより下部であることから更新統であり、この層の下部には比較的締まった砂質土層
が続いていると考えられる。 
 常時微動計測位置に隣接する斜面は、2004 年に小崩壊が発生しており、その復旧のため
に斜面内で簡易貫入試験（簡易動的コーン貫入試験 JGS 1433-1995）が 11 箇所、延べ
36.25m で実施されている 2.8)。2004 年の崩壊前もこの斜面は整形（切土）斜面であった
にもかかわらず、表土・崩積土と風化・ゆるみ領域を合わせた深さは最大で 3.5m に達し
ている。風化・ゆるみ領域の層厚は、斜面下方では特に厚いが、斜面中～上部についても
0.9～2.7m の層厚を有している。この斜面の調査結果を図  2.3.5 に示す。崩壊後の切土の
施工により、斜面中～上部の表土や風化・ゆるみ領域は除かれている。 
 
 
図  2.3.2 既往調査のボーリング位置図（松戸地区） 
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土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値
TP+27 TP+27 TP+27
TP+25.9 TP+25.9 TP+26 TP+26 TP+26 L 4.6 TP+26 L 4 L 2.7 TP+26 TP+26
25 TP+24.5 L 3.8 L 4 F 0.8 F 1.9 L 1.8 L 5 L 5.5 L 5 L 3 L 5.5 L 3 TP+25 TP+25
L 4 L 4 L 5 L 3 L 2.9 L 2.7 L 3.8 L 4.8 L 4.3 L 3 L 4 L 0.9 F 8 L 2.8
L 1.7 L 3 L 6 L 3 L 4 L 2.9 L 3.6 L 3.6 L 4 L 4 L 3 L 3.5 L 3.6 L 4
L 2.9 L 4 L 4 L 4 L 3.7 L 2 C 5.6 L 2.9 C 4 C 4 C 4.6 C 2.5 L 2.6 L 3.4
L C 23 C 8 L 3.8 C 6 C 5 C 5 C 6.6 C 5 C 4 C 5 C 5 C 3.6 C 6
20 L 3 S 25 S 26 L 0.9 C 7 C 8 C 25 C 15 C 5 C 5 S 36 C 9 C 2.3 C 6.6
S 16 S 46 S 41 C 16 C 9 C 11 S 42 S 24 S 35 S 32 S 35 S 41 S 29 S 33
S 23 S 44 S 40 S 30 S 28 S 28 S 36 S 26 S 31 S 39 S 38 S 46 S 34 S 48
S 26 TP+16.8 S 49 S 42 S 34 S 38 S 62 S 55.6 S 19 S 52 S 50 S 50 S 47 S 56 S 34
S 30 L 4 S 47 S 47 S 32 S 33 S 43 S 45 S 23 S 36 S 41 S 35 S 31 S 30 S 41
15 S L 2.7 S 49 S 48 S 33 S 36 S 39 S 47 S 30 S 33 S 30 S 28 S 34 S 23 S 25
S 31 L 1.9 S 48 S 44 S 40 S 37 S 48 S 60 S 25 S 40 S 44 S 32 S 35 S 34 S 33
S 33 L 2 S 50 S 46 S 35 S 48 S 50 S 44 S 33 S 43 S 53 S 32 S 30 S 48 S 78.9
S 51.7 M 3 S 49 S 47 S 35 S 33 S 51 S 26 S 44 S 38 S 83.3 S 28 S 39 S 39 S 88.2
S 45 S 10 S 54 S 62 S 38 S 43 S 83 S 53.6 S 29 S 49 S 53.6 S 55.6 S 78.9
10 S 24 S 11 S 53.6 S 65.2 S 35 S 57.7 S 68.2
S 39 S 14 S 55.6 S 36 S 50 S 68.2 S 49
S 51.7 S 15 S 44 S 71.4 S 32 S 57.7
S 41 S 12 S 47 S 53.6 S 16 S 37
S 19 S 11 S 55.6 S 34 S 53
5 S 35 S 12 F 　　埋土 S 50 S 65.2
S 18 S 18 L 　　ローム
S 18 M 26 C 　　粘土
M 14 M 21 M 　シルト
M 41 C 6 S 　　砂質土
0 C 8
C 15
S 36
S 41
Ａ-1 Ａ-2 Ｅ-1 Ｅ-2Ａ-4 Ｂ-1 Ｂ-2 Ｂ-3
標高
（Ｅ）厚生施設
Ｃ-1 Ｄ-1 Ｄ-2
（Ａ）北側斜面近く （Ｂ）校舎（斜面近く） （Ｃ）校舎（斜面近く） （Ｄ）校舎
Ａ-3
凡　例
Ｃ-2 Ｄ-3 Ｄ-4
 
図  2.3.3 既往調査（台地）の結果の整理（松戸地区） 
標高 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値 土質 N値
TP+25.9 TP+25.9
25 TP+24.5 L 3.8 L 4 TP+25 TP+25
L 4 L 4 L 5 F 8 L 2.8 TP+24
L 1.7 L 3 L 6 L 3.6 L 4 F 2.8
L 2.9 L 4 L 4 L 2.6 L 3.4 L 4.7 TP+22
L C 23 C 8 C 3.6 C 6 L 4.8 M 2.7
20 L 3 S 25 S 26 C 2.3 C 6.6 S 7 L 1.8 TP+20
S 16 S 46 S 41 S 29 S 33 S 7 M 2.8 M 2.8
S 23 S 44 S 40 S 34 S 48 S 14 M 2.8 L 1.8
S 26 TP+16.8 S 49 S 42 S 56 S 34 S 18 M 7 L 1.8 TP+17
S 30 L 4 S 47 S 47 S 30 S 41 S 21 S 15 L 2.9 O 2.8
15 S L 2.7 S 49 S 48 S 23 S 25 S 29 S 18 S 9 M 1.8 TP+15
S 31 L 1.9 S 48 S 44 S 34 S 33 S 36 S 19 S 10 M 2.6 O 5
S 33 L 2 S 50 S 46 S 48 S 78.9 S 31 S 14 S 8 O 4
S 51.7 M 3 S 49 S 47 S 39 S 88.2 S 40 S 16 S 11 O 6 TP+12
S 45 S 10 S 54 S 62 S 55.6 S 78.9 S 18 S 10 O 3 S 2
10 S 24 S 11 S 57.7 S 68.2 S 20 S 12 TP+10 O 3 C 0
S 39 S 14 S 68.2 S 49 S 12 H 0 L 2 C 0
S 51.7 S 15 S 32 S 57.7 S 13 H 0 C 2 S 0 TP+8
S 41 S 12 S 16 S 37 S 20 H 0 H 3 C 4 O 0
S 19 S 11 S 34 S 53 S 22 S 0 S 9 H 5 O 0 TP+6
5 S 35 S 12 S 50 S 65.2 S 24 S 6 S 10 S 3 O 1 O
S 18 S 18 S 29 S 6 H 12 S 3 S 1 M
S 18 M 26 S 40 S 25 S 19 S 32 S 1 S 4
M 14 M 21 S 47 M 6 M 7 S 33 C 13 S 2
M 41 C 6 M 7 M 3 C 22 C 9 S 12
0 C 8 S 8 S 5 C 20 S 51 S 22
C 15 S 88 S 3 S 55 S 36 S 38
S 36 S 37 S 3 S 60 S 30 S 30
S 41 S 25 S 8 S 62 S 40 S 31
S 36 M 23 S 51 S 32 S 17
-5 S 50 S 65 S 44 S 21 S 28
S 42 M 9 S 43 S 21 S 20
F 　　埋土 S 68 M 0 S 51 S 20 S 34
O 　　表土 S 71 S 15 S 50 S 28 S 48
H 　　腐植土 S 68 S 17 S 62 S 60 S 57
-10 L 　　ローム S 75 S 51 S 65 S 26
C 　　粘土 S 93 S 51 S 60
M 　シルト S 62 S 65 S 75
S 　　砂質土 S 68 S 57 S 60
S 83 S 60 S 65
-15 S 107 S 50
（Ｅ）厚生施設（Ａ）北側斜面近く
Ａ-3Ａ-1 Ａ-2 Ｅ-1 Ｅ-2Ａ-4 Ｆ-1
（Ｇ）低地
Ｆ-2 Ｆ-3 Ｆ-4 Ｇ-1 Ｇ-2 Ｇ-3
（Ｆ）寮
Ｇ-4 Ｇ-5
凡　例
 
 
図  2.3.4 既往調査（斜面～低地）の結果の整理（松戸地区） 
第２章 研究対象地の概要 
 20
 
 
図  2.3.5 地盤調査結果断面図（松戸地区）2.8)に加筆 
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2.4  小仲台地区の概要 
2.4.1  概要 
 小仲台は千葉市稲毛区の草野水路を挟んだ台地から谷底平野の地名である。ここでは、
図  2.4.1 に示す 3 箇所で常時微動等の計測を行っており、いずれも草野水路の左岸側に位
置する。この 3 箇所のうち小仲台(A)地区では、常時微動計測のみではなく、地震観測や詳
細な検討を行うための地盤調査（調査ボーリング、表面波探査等）を実施している。 
 小仲台(A)地区は千葉大学西宿舎の敷地内であり、常時微動や地震動計測位置（台地）と
それに隣接する斜面の写真を写真  2.4.1、写真  2.4.2、写真  2.4.3 に示す。計測位置は未
舗装（砂利）で、駐車場として利用されている。隣接する斜面には、道路が敷設され擁壁
が設置されているが、概ね自然斜面である。 
 小仲台(B)地区は、千葉大学東宿舎の敷地内であり、計測位置（台地）とそれに隣接する
斜面の写真を写真  2.4.4、写真  2.4.5 に示す。計測位置は舗装道路上である。隣接する斜
面の下は道路であり、道路脇（斜面末端）はブロック擁壁となっている。 
 小仲台(C)地区は、小仲台(A)、(B)の間に位置する斜面直下の沖積低地である。計測位置
とそれに隣接する斜面の写真を、写真  2.4.6、写真  2.4.7 に示す。計測位置は舗装道路上
であり、隣接する斜面は、コンクリート擁壁に覆われている。 
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図  2.4.1 研究対象地(小仲台地区) 2.7)に加筆 
 
 
写真  2.4.1 小仲台(A)地区全景 
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写真  2.4.2 小仲台(A)地区に隣接する斜面（測線方向） 
 
 
写真  2.4.3 小仲台(A)地区に隣接する斜面（全景） 
 
 
写真  2.4.4 小仲台(B)地区 
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写真  2.4.5 小仲台(B)地区に隣接する斜面 
 
 
写真  2.4.6 小仲台(C)地区 
 
 
写真  2.4.7 小仲台(C)地区に隣接する斜面 
 
計測位置 
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2.4.2  地盤調査の概要 
 小仲台（A）地区の斜面近傍の地盤状況を把握するために、ボーリング調査、PS 検層、
表面波探査を実施 2.9)すると共に、既存の地盤調査結果を収集した。調査平面図を図  2.4.2
に示す。今回新規に調査ボーリングを行った位置は、既往の地盤調査資料のない斜面上端
部と低地中央部の 2 箇所であり、それぞれ標準貫入試験及び PS 検層を実施した。さらに
表層地盤の S波速度構造把握のために表面波探査を行った。表面波探査は、受振点間隔 1m、
起振点間隔 1m で、地表面から GL-10m 程度までを対象とした。 
 小仲台(B)地区は、近傍にボーリングデータがなく、表層地盤の状況は不明であるが、小
仲台(A)地区と近接していることから、同様の地盤構造を有していると考えられる。小仲台
(C)地区は、調査位置近くのボーリング資料が得られている。また、低地の表層地盤の地盤
構造を把握するために、調査ボーリングと PS 検層（図  2.4.2 の B2）、微動アレイ観測及
び表面波探査を行っている。 
 
 
図  2.4.2 調査平面図 
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2.4.3  小仲台(A)地区の地盤調査結果 
 小仲台(A)地区の地盤調査結果断面図を図  2.4.3 に示す。地震観測は、斜面上端部（S2）
と S2 から約 140m 離れた台地上（S3）の 2 箇所で行っている。また、斜面下端部には他
機関の地震計（S1）が設置されている。また、台地の表面波探査計測結果図を図  2.4.4 に、
ボーリング結果ならびに PS 検層、表面波探査の結果から推定したせん断波速度分布図を
図  2.4.5 に示す。 
 近傍のボーリング調査結果から、台地はほぼ成層の地盤構造を有していると考えられ、
ローム層は層厚 5m 程度、その下部には GL-30m(TP-10m)付近まで更新統の下総層群の砂
質土が分布する。この砂質土は PS検層結果から、せん断波速度 Vs＝200～350m/s である。
台地面より GL-30m(TP-10m)付近に厚さ数ｍの N 値の小さい粘性土(Vs=200m/s 程度)を
挟み、その下部に N 値 50 を安定的に超え、せん断波速度が 300m/s を超える工学的基盤
と考えられる層が出現する。斜面下部の沖積谷には極めて軟質な腐植土・粘性土が堆積し
ている。この沖積谷はもともと砂堆により閉塞された溺れ谷（後背湿地）であり、現在で
は盛土され宅地として利用されている。 
 既往の地盤調査では、台地の表層は層厚 5m 程度のローム層であるのに対し、今回実施
した斜面上端部のボーリング（B1）では、ローム主体で途中に腐植物を挟む崩積土が
GL-7.5m まで堆積していることが確認された。この崩積土層は PS 検層により、せん断波
速度が 140m/s 以下であり、台地で実施した表面波探査（E2）でも、斜面近くではせん断
波速度が 200m/s 以下の低速度層が厚く現れている。また斜面上端付近で実施したスウェ
ーデン式サウンディングでも GL-5～8m で自沈するほどの軟弱な層が確認されている。さ
らに、斜面中央部の道路上で実施した表面波探査（E3）や斜面下端の表面波探査（E4）
から、斜面際には斜面勾配とほぼ同程度の勾配を有するせん断波速度 200m/s 以下の低速
度層が分布していることを確認できた。この低速度層は 8m 程度の層厚であり、成因につ
いては 2.6 節で考察を行うが、崩積土および二次堆積物により構成されていると考えられ
る。 
 
  
図  2.4.3 地盤調査結果断面図（小仲台(A)地区） 
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図  2.4.4 表面波探査計測結果図（E2）2.9）に加筆 
 
    
図  2.4.5 せん断波速度分布図（小仲台(A)地区） 
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2.4.4  低地の表層地盤構造 
 低地の地盤構造把握のために、調査ボーリング、表面波探査、微動アレイ観測および既
存のボーリング資料の整理を行った。各調査位置は図  2.4.2 に示した。図  2.4.6 は低地の
調査ボーリングの柱状図（新規および既存の資料より）であり、これによると低地は表層
が埋土でその下部に腐植土、シルトが分布している。この低地は更新世の氷期に侵食され
てできた谷に、その後の海面上昇によって腐植土やシルトが堆積したものと考えられる。
これらの堆積物は早いものでは更新世に堆積したものと考えられるが、ここでは最終氷期
以降の堆積物であることから沖積層と呼ぶ。昭和 40 年代に沼地であったところに宅地造
成のために埋土がなされており、沖積層の腐植土やシルトは自然状態より圧密を受けてい
ると考えられるが、これらは非常に N 値が低い。図  2.4.6 の左 3 本のボーリング位置では、
沖積層は深さ約 20m の層厚となっている。右のボーリングは斜面近くであることから、沖
積層がやや浅く 10 数 m で砂質土が現れ、以深は軟らかいシルト層を挟むが更新統と考え
られる。沖積世の堆積物以深の N 値は漸移的に大きくなり、その下では N 値 50 以上が安
定的に現れる。 
 図  2.4.6 の PS 検層結果および図  2.4.7 の低地における表面波探査結果、図  2.4.8 の微
動アレイ観測結果より、低地の表層を占める沖積層は非常に低いせん断波速度の層である
ことが判明した。腐植土は PS 検層結果によるとせん断波速度が 40m/s と極めて低い値を
示している。沖積層全体でも、せん断波速度は概ね 100m/s 以下の値を示し、非常に軟質
な地盤が約 20m の厚さで堆積している地区である。その下部の更新統はせん断波速度が
300～400m/s を超える地盤である。 
 
 
図  2.4.6 低地のボーリング調査結果 
 
 
図  2.4.7 表面波探査結果の例（E6）2.9） 
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                (a)A1 位置                      (b)A2 位置 
図  2.4.8 微動アレイ観測の結果 2.9） 
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2.5  亥鼻地区の概要 
2.5.1  概要 
 亥鼻地区の微動計測位置を図  2.5.1 に示す。亥鼻地区の計測箇所は千葉市中央区の千葉
大学亥鼻キャンパス内の 2 箇所である。 
 亥鼻(A)地区は、幅 100m 程度の狭い低地に面している。計測位置（台地）とそれに隣接
する斜面の写真を写真  2.5.1、写真  2.5.2 に示す。計測位置に隣接する斜面は、中段にや
や幅の広い小段（ステップ）が切られている切土斜面である。小段の樹木がかなり大木で
あることから、切土されてからかなり時間が経過していると考えられる。低地はグラウン
ドとして利用されている。 
 亥鼻(B)地区は、千葉市の中心をなす都川の沖積低地に面している。計測位置（台地）と
それに隣接する斜面の写真を写真  2.5.3、写真  2.5.4 に示す。斜面末端には擁壁が設置さ
れているが自然斜面である。 
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図  2.5.1 研究対象地(亥鼻地区) 
 
 
写真  2.5.1 亥鼻(A)地区 
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写真  2.5.2 亥鼻(A)地区に隣接する斜面（全景） 
 
 
写真  2.5.3 亥鼻(B)地区 
 
 
写真  2.5.4 亥鼻(B)地区に隣接する斜面 
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2.5.2  亥鼻地区の地盤状況 
 亥鼻地区で行われた調査ボーリング位置図を図  2.5.2 に示す。当地区は千葉大学医学部
及び付属病院の敷地であることから、施設建設に伴う地質調査が数多くなされている。し
かし、大規模な施設の建設位置にボーリングは集中しており、調査位置付近の地盤状況の
詳細は不明である。微動計測位置に近い調査ボーリング結果と亥鼻(A)地区の狭い谷の対岸
にあたる附属病院側の調査ボーリングの結果を図  2.5.3 に示す。微動計測位置の対岸にあ
たる No.1 を除き、表層は埋土・関東ローム、ローム層底面に分布する粘性土からなり、
その下部には砂質土（下総層群）が分布する。N 値はロームなどの表層では低く、砂質土
に入ると漸増し、多くは GL-10m 付近で一度 50 以上を示すが以深では低下する。それ以
深の深度の N値は地点による差が大きく、安定した基盤深度は TP-20m程度と考えられる。 
 亥鼻(A)地区の断面図を図  2.5.4 に示す。亥鼻(A)地区の近くには、No.2～No.5 のボーリ
ング結果があるが、ほぼ同様の傾向を示していることから、一番延長の長い No.2 のボー
リングを用いて、土質と N 値から層区分を行った。低地側の資料がないが、沖積層が堆積
していると考えられる。 
 
    
図  2.5.2 ボーリング位置 
 
図  2.5.3 調査ボーリング結果の例 
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図  2.5.4 亥鼻（A）地区の断面図 
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2.6  斜面沿いの地盤性状について 
 今回の地盤調査において、斜面沿いに軟弱な地盤の分布を確認した。斜面上端部のボー
リングにおいて台地の関東ロームより下のレベルまでロームが確認されたことから、この
軟弱な層は崩落したロームが堆積していると考えられる。このような斜面沿いの軟弱な層
の分布は図  2.6.1 に示すように、ローム層の下部に分布する下総層の砂質土が侵食を受け
やすい土質であるのに対して、ロームは火山灰質粘性土で比較的侵食を受けにくいため、
砂質土の脚部侵食に伴って沈下・崩落したこと及び関東地方の台地で一般的に見られる霜
柱クリープなどによる土砂の移動が成因 2.10)と考えられる。霜柱クリープ（フロストクリ
ープ）を含むソイルクリープ（土壌匍行）とは、斜面表層部を構成している土が重力に従
って集団として、斜面下方に緩慢に移動する現象を言う 2.11)。このような成因の崩積土・
二次堆積物は、海退期には露頭であった現在の沖積層底面のレベルにまで及んでいる可能
性がある。このような成因による斜面沿いの軟弱層の分布は、関東地方の台地に多く見ら
れると考えられる。また、地域を問わず自然斜面では長年の風雨による風化や植物根の進
入による地盤の緩みや腐植物の堆積、切土斜面では応力開放による緩みなど、斜面の多く
は斜面に沿って軟弱化している、もしくは軟弱な層が分布しているものと考えられる。 
 本研究では、この斜面沿いの軟弱な層を「ゆるみ層」と呼ぶ。同様の用語として、「（強）
風化層」、「ゆるみ領域」、「表土（層）」、「崩積土(層)」が用いられている。風化層は斜面対
策でよく使われる言葉であるが、主として岩盤に対して使われている。「ゆるみ領域」は、
岩盤、地盤ともに使われており、トンネルなどの開削のときに用いられることが多いよう
である。また、表土（層）は、土壌の層を指して使われる場合が多い。「崩積土層」は崩落
した土砂が斜面に残留している層を指し、今回の地盤調査で確認した斜面沿いの軟弱な層
は崩積土であると考えられる。崩積土、応力開放によるゆるみ、風化、表土などを含んだ
ものとして、本研究では「ゆるみ層」という言葉を用いている。 
 
①砂質土の上部に
　関東ロームが堆積
関東ローム
更新世砂質土
②海面の低下により、 浸食を
　受けやすい砂質土が下刻
透水性が高く、 粘性のあるロームは
浸食を受けにくい
[ 対象斜面のゆるみ層の成因 ]
[ 海面低下 ]
[ 海面低下 ]
③浸食された砂質土のかわりに
　ロームが落ち込む。 谷及び
　斜面が形成される。
[ 海面低下期 ]
④砂質土や河床の侵食などに
　よってクリープが進行
砂質土の侵食
によって斜面の
ロームが下に
落ち込む
（腐植土の混入）
クリープ
更新世砂質土
関東ローム
[ 海面上昇 ： 現況 ]
⑤海面の上昇により、 谷には
　沖積層が堆積する。
沖積層
 
図  2.6.1 対象斜面のゆるみ層の成因 
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3． 千葉県北西部のせん断波速度の推定 
 地盤の増幅特性や地震応答を検討する上で，表層地盤の S 波速度（VS）は必須の物性値
であるが，PS 検層などにより，実際に計測をされることは少なく，実務上は他の地盤調
査データを用いて S 波速度を推定することが多い。そのため，各種指針例えば 3.1)や既往の研
究例えば 3.2,3,4)において，土質別に標準貫入試験の N 値（式によっては深度も考慮）から S
波速度を推定する式が提案されており，一般に広く用いられている。しかし，地域により
地盤の堆積年代，堆積環境や表層の土質が大きく異なっており，土質ごとの S 波速度の傾
向を全国一律に論じることができない可能性がある。 
 本章では，千葉市を中心に千葉県北西部（下総台地）で実施された PS 検層データを収
集し，地表から 100m 程度までの深度を対象にこの地域における土質別の N 値と深度を説
明変数とする S 波速度の推定式および標準値を提案する。 
 千葉県北部の地形・地質概要は 2.1 節で説明しているが、当地区は主に台地と低地およ
び埋立地によって形成されている。台地は更新世に形成され、表層は関東ロームによって
覆われている。台地を下刻した谷や川沿いの低地には更新世後期から完新世にかけて堆積
した非常に軟質な沖積層が埋めている。以前には 2 万年前以降を沖積世、それ以前を洪積
世、その年代の堆積物を沖積層、洪積層を呼んでいたが、現在では 1 万年以降を完新世、
それ以前を更新世、その年代の堆積物は完新統、更新統とされている。実務では最近まで
沖積・洪積の用語が用いられており、今回収集したボーリングデータについても、そのほ
とんどが沖積・洪積で分類されている。また、既往の S 波速度推定式についても沖積・洪
積で区分されている。そのため、本章内においては、約 2 万年前から現在までを沖積(世)、
それ以前を洪積(世)と呼び、沖積世の堆積物を沖積層、洪積世の堆積物を洪積層とする以
前の分類に従っている。 
 なお、本章の内容は、日本建築学会技術報告集第 14 巻第 28 号 3.5)にて発表したものを
中心としている。 
 
3.1  検討対象とした PS 検層データ 
3.1.1  入手したデータ 
（１） 入手したデータ 
 千葉県北西部のせん断波速度の傾向及び分布を把握するために、千葉県内の各自治体、
各機関において実施された PS 検層データの収集を行った。収集したデータのうち、せん
断波速度推定式算出のために用いたデータを表 3.1.1 に、検証に用いたデータを表 3.1.2
に、ローム、腐植土のデータのみを用いたデータを表 3.1.3 に示す。また、「併用」として
いるものは、地下水の有無により、ダウンホール法とサスペンション法を併用しているも
のである。 
 
（２） 検層実施位置の分布 
 入手した 42 本の PS 検層実施位置を市区町村ごとにまとめ、その分布を図 3.1.1 (a)に示
す。入手したデータのほとんどが千葉市内のデータであり、さらに中央区、美浜区のデー
タが全体の 2/3 近くを占めている。また、データ位置は図 3.1.1(b)の地形分類図と照会す
ると、下総台地および東京湾岸低地に区分されていることがわかる。 
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表  3.1.1 入手したデータ（回帰式を求めるために用いたデータ） 
番号 位置 地形 
延長
（ｍ） 
試験方法 
1-1 中央区蘇我町 埋立 45 サスペンション法 
1-2 中央区千葉港 埋立 80 サスペンション法 
1-3 中央区弁天町 台地 50 ダウンホール法 
1-4 中央区本千葉町 低地 40 ダウンホール法 
1-5 中央区富士見 低地 41 サスペンション法 
1-6 中央区千葉港 埋立 50 ダウンホール法 
1-7 中央区椿森 台地 40 サスペンション法 
1-8 稲毛区弥生町 台地 36 サスペンション法 
1-9 稲毛区小仲台 台地 80 ダウンホール法 
1-10 緑区大野台 台地 40 ダウンホール法 
1-11 緑区おゆみ野 台地 40 ダウンホール法 
1-12 緑区おゆみ野 台地 60 ダウンホール法 
1-13 美浜区磯辺 埋立 60 ダウンホール法 
1-14 美浜区打瀬 埋立 70 ダウンホール法 
1-15 美浜区打瀬 埋立 80 サスペンション法 
1-16 美浜区高洲 埋立 47 サスペンション法 
1-17 美浜区ひび野 埋立 45 ダウンホール法 
1-18 美浜区中瀬 1 丁目 埋立 70 ダウンホール法 
1-19 美浜区中瀬 1 丁目 埋立 60 ダウンホール法 
1-20 美浜区中瀬２丁目 埋立 45 ダウンホール法 
1-21 美浜区中瀬２丁目 埋立 45 ダウンホール法 
1-22 美浜区中瀬２丁目 埋立 55 サスペンション法 
1-23 四街道市鹿放ヶ丘 台地 42 ダウンホール法 
 
表  3.1.2 入手したデータ（検証に用いたデータ） 
番号 位置 地形 
延長
（ｍ） 
試験方法 
2-1 中央区長洲 低地 90 ダウンホール法 
2-2 中央区市場町 低地 50 サスペンション法 
2-3 稲毛区小仲台 5 台地 50 併用 
2-4 市川市大野町 台地 50 併用 
2-5 市川市北国分 台地 75 併用 
2-6 市川市北国分 台地 75 併用 
2-7 松戸市矢切 低地 80 併用 
2-8 習志野市芝園 埋立 80 サスペンション法 
2-9 浦安市千鳥 埋立 70 サスペンション法 
2-10 市原市八幡海岸 埋立 30 サスペンション法 
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表  3.1.3 入手したデータ（ロームと腐植土のみ） 
番号 位置 地形 
延長
（ｍ） 
試験方法 
3-1 稲毛区小仲台 9 低地 45 併用 
3-2 市川市大野町 台地 50 併用 
3-3 市川市北国分 台地 74 併用 
3-4 市川市北国分 台地 80 併用 
3-5 印西市戸神 台地 59 サスペンション法 
3-6 野田市中根 台地 45 サスペンション法 
3-7 野田市谷津 低地 37 サスペンション法 
3-8 野田市清水 低地 40 サスペンション法 
3-9 野田市清水 低地 40 ダウンホール法 
 
3.1.2  データの分類方法 
（１） データの取り扱い 
 ここで扱うデータは、表 3.1.1 に示した 23 孔のボーリング及び PS 検層データである。
回帰式算出の元にしたデータは、ボーリング柱状図の土質区分を基に、層厚が 5m 以下と
なるように層区分を行い、その層ごとに平均 N 値（以降、層平均 N 値、記号は N、標準
貫入試験の N 値については Nspt と表記する）と S 波速度 VS （サスペンション法のとき
は平均値）を求めた。そのデータにより以降の検討を行った。層平均 N 値が 0 のデータに
ついては検討から除外し、N＞50 及び N＜1 の場合は、貫入量 30cm に相当する値に換算
した値を用いた。 
   
     (a)データを入手した市町村               (b)千葉県の地形分類図 3.6）に加筆 
図  3.1.1 PS 検層データを入手した市区町村と千葉県の地形分類図 
 
（２） 土質の分類方法 
 本研究では、埋土は沖積層とは別に扱い、埋立地のものだけでなく、低地や台地の盛土
も埋土とし、年代と同様の扱いとした。堆積年代を示す層区分である埋土、沖積層、洪積
層をそれぞれ F、A、D、土質は粘性土、砂質土を c、s とし、例えば沖積粘性土について
は、その組み合わせである Ac と表記する。データの多い砂質土と粘性土については年代
別に最小自乗法による回帰式を求め、データの少ないロームと腐植土については別途検討
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を行った。回帰式算出に用いたデータ数は 588 であるが、土質別の回帰式を求めないロー
ムや土質不明のデータが 11 データあるため、土質別、年代と土質別の回帰式では 577 デ
ータを用いた。 
 回帰式を求めるために用いたデータの地形、年代、土質などの諸元を表  3.1.4 に示す。
また、土質別に色分けをした全データの Vs～N 関係、Vs～H 関係を図  3.1.2、図  3.1.3
に示す。 
 
表  3.1.4 回帰式を求めるために用いたデータ 
計
588
23
ダウンホール 14
サスペンション 9
1269.1
計
588
1269.1
計
577
1269.1
Fc Fs Ac As Dc Ds 計
16 29 39 80 61 352 577
25.5 50.8 67.2 154.2 93.8 855.7 1269.1
地形 埋立地 低地 台地
データ数 368 56 164
ボーリング本数 13 2 8
8 1 5
5 1 3
累計深度(m) 779.1 131.7 358.3
年代 埋土(F) 沖積(A) 洪積(D)
データ数 47 120 421
累計深度(m) 80.1 221.7 967.3
土質 粘性土（ｃ） 砂質土(s)
186.5 1060.6
データ数 116 461
年代・土質
データ数
累計深度(m)
累計深度(m)
 
 
10
100
1000
0.1 1 10 100 1000
Ｆc
Ｆs
Ａc
Ａs
Ｄc
Ｄs
Ｌm
その他・不明
Ｓ
波
速
度
Vs
（
m/
s)
層平均 N　値  
図  3.1.2 S 波速度と N の関係 
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図  3.1.3 S 波速度と深度 H の関係 
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3.2  回帰式の算出 
3.2.1  算出方法 
 検討対象としたデータの組み合わせは、全データ一括（年代や土質の区分なし）、年代別
（F、A、D）、土質別（c、s）および年代ごとの土質別の 6 通り（Fc、Fs、Ac、As、Dc、
Ds）の計 12 通りとした。年代と土質の組み合わせを用いた区分は今井・殿内 3.3)の研究と
同様であるが、本報告のデータは第三紀層や礫質土がほとんどないため、今井・殿内 3.3)
の 11 分類に対し 6 分類（Fc、Fs、Ac、As、Dc、Ds）について回帰式を求めた。 
 説明変数は、N のみ、H のみ、N と H の２変数の 3 通りとした。図  3.1.2、図  3.1.3 よ
り、S 波速度は N、H に対し、両対数軸に直線的な傾向を示すことから、 
 
                                                                    (3.1) 
 
の形式の回帰式を算出した。ここに、α、β、γは回帰分析により求められる係数であり、
VS が PS 検層による S 波速度実測値、VS’が S 波速度の推定値であり、ｎはデータ数で
あるときに、 
       'loglog VsVsd −=                            (3.2) 
 
                                                            (3.3) 
 
で表される残差 d および誤差σが最小となる係数である。また、N と H の両方を説明変数
としたケースについては、α、β、γの値を正の値とした。 
 太田・後藤 3.2)などは、土質や年代の条件を係数として表し、N、H の係数を一律とした
1 つの回帰式としている。しかし本研究は、土質や年代の違いにより、N や H の係数が大
きく異なる可能性があるため、この 12 通りの条件について説明変数の係数を個別に算出
した。 
 
3.2.2   回帰式の算出 
（１） 全データ 
 図  3.2.1 に全データの Vs～N の散布図と N 値による回帰式を、図  3.2.2 に Vs～H の散
布図と H による回帰式を示した。両対数軸であるが、どちらにも正の相関が認められる。
図  3.2.3 は、図  3.2.1 の Vs～N の散布図を深度別に色分けをしたものと、N と H の両方
を説明変数とした回帰式を示したものである。同じ N 値であっても、深い深度のデータの
ほうが、Vs が大きい傾向が現れており、N 単独、H 単独の場合より、N、H の両方を考慮
した場合の誤差が小さくなっている。 
 
1
2
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∑
n
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χβα HNVs =
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図  3.2.1 Vs-N 関係と N による回帰式（全データ） 
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図  3.2.2 Vs-H 関係と H による回帰式（全データ） 
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図  3.2.3 Vs-N 関係と N と H による回帰式（全データ） 
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（２） 年代別データ 
（i） 埋土 
 図  3.2.4に埋土の Vsの散布図と N、Hを単独の説明変数とした場合の回帰式を、図  3.2.5
に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の２変数を説明変数とした回帰式を示す。
埋土が分布する深度は GL-10m 程度までに限定されており、Vs と深度との相関が低い。
回帰式の変数が N 単独と N、H の２変数の場合で誤差の違いはほとんど見られない。 
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      (a) Vs-N 関係と N による回帰式        (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.4 Vs の分布と回帰式（埋土） 
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図  3.2.5 Vs-N 関係と N と H による回帰式（埋土） 
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（ii） 沖積層 
 図  3.2.6 に沖積層の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、図 
 3.2.7 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の２変数を説明変数とした回帰式を
示す。 
 図  3.2.6(b)では、Vs と H の相関は低いが、図  3.2.7 の Vs の散布図によると、浅い深度
のデータは同じ N 値でも Vs が低い傾向が見られる。沖積層の場合には、回帰式の変数が、
N、H の２変数の場合では、１変数の場合より誤差が小さくなっている。 
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        (a) Vs-N 関係と N による回帰式          (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.6 Vs の分布と回帰式（沖積層） 
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図  3.2.7 Vs-N 関係と N と H による回帰式（沖積層） 
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（iii） 洪積層 
 図  3.2.8 に洪積層の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、図 
 3.2.9 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の２変数を説明変数とした回帰式を
示す。 
 図  3.2.9 の色分けした Vs の散布図によると、洪積層のデータは浅い所では N 値が小さ
く、深い位置では N 値が大きい。これは N と H の相関が高いことを示している。 
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洪積層D(Vs～H 関係）
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データ数：421
回帰式：Vs=146.2H 0.263
誤差σ：0.099
 
        (a) Vs-N 関係と N による回帰式        (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.8 Vs の分布と回帰式（洪積層） 
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図  3.2.9 Vs-N 関係と N と H による回帰式（洪積層） 
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（３） 土質別データ 
（i） 粘性土 
 図  3.2.10 に粘性土の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、図 
 3.2.11 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の２変数を説明変数とした回帰式
を示す。 
 図  3.2.10 (b)では、Vs と H の誤差が大きく表れているが、回帰式の変数が、N、H の２
変数の場合には、１変数の場合より誤差が小さくなっている。 
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      (a) Vs-N 関係と N による回帰式    (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.10 Vs の分布と回帰式（粘性土） 
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図  3.2.11 Vs-N 関係と N と H による回帰式（粘性土） 
 
（ii） 砂質土 
 図  3.2.12 に洪積層の Vs の散布図と N を単独の説明変数とした場合の回帰式を、図 
 3.2.13 に洪積層の Vs の散布図と H を単独の説明変数とした場合の回帰式を示す。また、
図  3.2.14 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の２変数を説明変数とした回帰
式を示す。 
 図  3.2.14 の色分けした Vs の散布図によると、洪積層の場合と同様に、データは浅い所
では N 値が低く、深い位置では N 値が高くなっている。この傾向は粘性土にも見られる
が、埋土や沖積層では、この傾向はあまり見られない。 
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図  3.2.12 Vs-N 関係と N による回帰式（砂質土） 
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図  3.2.13 Vs-N 関係と H による回帰式（砂質土） 
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図  3.2.14 Vs-N 関係と N と H による回帰式（砂質土） 
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（４） 年代ごとの土質別データ 
（i） 埋土（粘性土） 
 図  3.2.15 に埋土（粘性土）の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰
式を、図  3.2.16 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とし
た回帰式を示す。 
 埋土（粘性土）については、N より H の回帰式の誤差が小さい。また、N、H の 2 変数
の回帰式では 1 変数の回帰式より、誤差がかなり小さくなっている。 
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埋土(粘性土)Fc(Vs～H 関係）
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層中間深度(GL-m)
データ数：16
回帰式：Vs=103.3N 0.189
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        (a) Vs-N 関係と N による回帰式         (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.15 Vs の分布と回帰式（埋土の粘性土） 
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図  3.2.16 Vs-N 関係と N と H による回帰式（埋土の粘性土） 
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（ii） 埋土（砂質土） 
 図  3.2.17 に埋土（砂質土）の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰
式を、図  3.2.18 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とし
た回帰式を示す。 
 埋土の粘性土では、H の回帰式の精度が高かったが、埋土の砂質土では負の相関を示し
ている。埋土の砂質土については、H に対する相関なしと判断し、2 変数による回帰式の
検討を行っていない。 
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埋土(砂質土)Fs(Vs～H 関係）
0.1 1 10 100
層中間深度(GL-m)
データ数：29
回帰式：Vs=123.2H -0.048
誤差σ：0.126
 
       (a) Vs-N 関係と N による回帰式       (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.17 Vs の分布と回帰式（埋土の砂質土） 
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図  3.2.18 Vs-N と深度との関係と N による回帰式（埋土の砂質土） 
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（iii） 沖積粘性土 
 図  3.2.19 に沖積粘性土の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、
図  3.2.20 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とした回帰
式を示す。 
 沖積粘性土では、深度の影響が小さく、N を変数とした回帰式と N、H の 2 変数による
回帰式の誤差についてはほとんど違いが見られなかった。 
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沖積粘性土Ac(Vs～H 関係）
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層中間深度(GL-m)
データ数：39
回帰式：Vs=112.7N 0.107
誤差σ：0.110
 
          (a) Vs-N 関係と N による回帰式       (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.19 Vs の分布と回帰式（沖積粘性土） 
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図  3.2.20 Vs-N 関係と N と H による回帰式（沖積粘性土） 
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（iv） 沖積砂質土 
 図  3.2.21 に沖積砂質土の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、
図  3.2.22 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とした回帰
式を示す。 
 沖積砂質土では、N より H の回帰式の誤差が小さい。 
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沖積砂質土As(Vs～H 関係）
0.1 1 10 100
層中間深度(GL-m)
データ数：80
回帰式：Vs=117.3N 0.184
誤差σ：0.075
 
       (a) Vs-N 関係と N による回帰式        (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.21 Vs の分布と回帰式（沖積砂質土） 
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図  3.2.22 Vs-N 関係と N と H による回帰式（沖積砂質土） 
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（v） 洪積粘性土 
 図  3.2.23 に洪積粘性土の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、
図  3.2.24 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とした回帰
式を示す。 
 洪積粘性土についても、データは浅い所では N 値が小さく、深い位置では N 値が大き
くなっている。 
 
10
100
1000
洪積粘性土Dc(Vs～N 関係）
0.1 1 10 100
せ
ん
断
波
速
度
（
ｍ
/ｓ
）
層平均N 値
データ数：61
回帰式：Vs=164.8N 0.211
誤差σ：0.092
洪積粘性土Dc(Vs～H 関係）
1 10 100 1000
層中間深度(GL-m)
データ数：61
回帰式：Vs=99.3H 0.327
誤差σ：0.099
  
         (a) Vs-N 関係と N による回帰式       (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.23 Vs の分布と回帰式（洪積粘性土） 
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回帰式：Vs=125.5N 0.145H 0.137
誤差σ：0.089
 
図  3.2.24 Vs-N 関係と N と H による回帰式（洪積粘性土） 
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（vi） 洪積砂質土 
 図  3.2.25 に洪積粘性土の Vs の散布図と N、H を単独の説明変数とした場合の回帰式を、
図  3.2.26 に深度で色分けをした Vs～N の散布図と N、H の 2 変数を説明変数とした回帰
式を示す。 
 洪積砂質土は、データは浅い所では N 値が小さく、深い位置では N 値が大きくなる傾
向が特に顕著である。洪積砂質土の 2 変数による回帰式は、H にかかる係数が小さく深度
の影響が小さいと考えられる。 
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100
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洪積砂質土Ds(Vs～N 関係）
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度
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層平均N 値
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回帰式：Vs=170.0N 0.198
誤差σ：0.065
 
洪積砂質土Ds(Vs～H 関係）
1 10 100 1000
層中間深度(GL-m)
データ数：352
回帰式：Vs=184.7H 0.205
誤差σ：0.080
 
         (a) Vs-N 関係と N による回帰式       (b) Vs-H 関係と H による回帰式 
図  3.2.25 Vs の分布と回帰式（洪積砂質土） 
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図  3.2.26 Vs-N 関係と N と H による回帰式（洪積砂質土） 
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3.2.3  計算結果のまとめ 
 回帰分析から得られた推定式の係数と誤差σを表  3.2.1 に示す。分析対象データ（土質
条件等）によっては、Fc、As のように N、H の２変数を用いると誤差が小さくなるケー
スがあることから、N、H の２変数をパラメータとした回帰式が適切であると考えられる。 
 説明変数を N、H とした場合の粘性土(c)と砂質土(s)では推定式の係数が近い値となって
おり、土質より年代の違いが S 波速度の違いに大きく寄与していると考えられる。この結
果は既往の研究 3.2)と整合的である。対象データは年代ごとの土質別で再分類したものの誤
差が小さい。したがって、分類が可能であれば年代ごとの土質別で説明変数は N、H の２
変数の回帰式（表  3.2.1 網掛）が適切であると考えられる。Fs については H に対する相
関がなく、説明変数が N のみの回帰式となった。 
 
表  3.2.1 条件別の推定式の比較 
誤差
α β γ σ
N 116.5 0.283 --- 0.102
H 95.3 --- 0.362 0.130
N,H 92.5 0.209 0.155 0.090
N 101.4 0.150 --- 0.114
H 115.7 --- 0.068 0.124
N,H 97.1 0.146 0.059 0.112
N 139.4 0.123 --- 0.086
H 133.8 --- 0.096 0.100
N,H 98.7 0.134 0.133 0.079
N 158.0 0.216 --- 0.077
H 146.2 --- 0.263 0.099
N,H 140.6 0.180 0.075 0.075
N 131.0 0.270 --- 0.112
H 84.4 --- 0.324 0.144
N,H 92.5 0.207 0.164 0.095
N 102.6 0.314 --- 0.094
H 101.4 --- 0.361 0.113
N,H 91.8 0.230 0.132 0.088
N 106.4 0.172 --- 0.120
H 103.3 --- 0.189 0.112
N,H 81.2 0.211 0.221 0.075
N 93.8 0.178 --- 0.112
H 123.2 --- -0.048 0.126
N,H 93.8 0.178 0.000 0.112
N 136.6 0.195 --- 0.089
H 112.7 --- 0.107 0.110
N,H 116.6 0.208 0.060 0.088
N 145.1 0.100 --- 0.083
H 117.3 --- 0.184 0.075
N,H 99.5 0.085 0.175 0.071
N 164.8 0.211 --- 0.092
H 99.3 --- 0.327 0.099
N,H 125.5 0.145 0.137 0.089
N 170.0 0.198 --- 0.065
H 184.7 --- 0.205 0.080
N,H 163.4 0.183 0.029 0.065
年
代
ご
と
の
土
質
別 洪積粘性土
(Dc)
洪積砂質土
(Ds)
16
29
39
80
61
352
埋土(Fc)
埋土(Fs)
沖積粘性土
(Ac)
沖積砂質土
(As)
対象データ
年代
埋土(F)
データ
数 説明変数
推定式(Vs=αN βH γ）
全データ 588
47
沖積層(A) 120
洪積層(D) 421
土質
粘性土(c) 116
砂質土(s) 461
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3.3  ロームおよび腐植土の S 波速度 
3.3.1  ロームの S 波速度 
（１） データ 
 ロームについては、千葉市内で 6 本、それ以外の千葉県北西部では 6 箇所のデータを入
手した。データの深度、層厚、層平均 N 値と区間平均の S 波速度を表  3.3.1 に示す。 
 ロームおよびその下部の凝灰質粘性土の S 波速度は、300m/s のデータが 1 つあるが、
それ以外は 110～165m/s となっている。また、層厚による重み付き平均値は 142m/s であ
る。 
 
表  3.3.1 ロームのデータ 
番号 層厚(m) 土　質
平均
N 値
区間Vs
(m/s)
1-3 4.95 ～ 6.6 1.65 ローム質粘土 1.2 160
1-7 0.9 ～ 4.6 3.7 ローム 4.2 130
1-8 0.3 ～ 3.9 3.6 ローム 3.6 165
3.9 ～ 4.4 0.5 ローム 2.7 165
1-9 0.7 ～ 2 1.3 ローム 3.6 110
2 ～ 4.7 2.7 ローム 4.3 140
1-23 1.5 ～ 2.7 1.2 ローム 4.7 155
2.7 ～ 3.6 0.9 粘土質ローム 1.6 135
2-3 0 ～ 0.7 0.7 砂質ローム --- ---
0.7 ～ 3.5 2.8 砂混じりローム 1.5 120
3.5 ～ 4 0.5 有機質ローム --- ---
4 ～ 7.8 3.8 ローム 1.4 120
140
2-5 0.5 ～ 2 1.5 ローム 4.5 110
2 ～ 5 3 ローム 1.8 140
2-6 3.5 ～ 5.25 1.75 ローム 1 300
2-7 0 ～ 2.5 2.5 ローム --- 120
3-5 1.15 ～ 2.2 1.05 ローム 0.9 160
2.6 ～ 3.7 1.1 凝灰粘土 2.2 160
3-6 0.3 ～ 3.8 3.5 ローム 1.4 130
3.8 ～ 6.25 2.45 凝灰シルト 1 130
139
重み付平均（全体） 141.8
深度
(GL-m)
千葉市内平均
千葉市外平均
 
 
（２） Vs－N 関係、Vs－H 関係 
 ロームのデータも、他の土質と同様に柱状図の区間平均で整理した。図  3.3.1 に、Vs－
N、Vs－H の関係を示す。これによると、N 値にも深度（H）にも相関は認められない。
柱状図の層区分において、ロームは表層の 1 層か 2 層であり、深度の相関をとることは困
難である。1m 間隔でデータが得られるサスペンション法のデータでは深度に対して正の
相関、N 値に対しては負の相関が見られるが、データ数が非常に少ないため信頼性が低い。
既往の研究 3.3)でロームとシラスの近似式を求めている例があり、これは N 値に対して正
の相関が見られるが、相関係数は 0.3 と非常に低い。 
 ロームは概ね地表近くであることから、かく乱などを受けやすく、現在の土地利用など
によって S 波速度も影響を受けていると考えられる。このため、他の土質と異なり、N 値
や深度に対して相関が認められないと考えられる。 
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図  3.3.1 ロームの Vs－N 関係、Vs－H 関係 
 
3.3.2  腐植土の S 波速度 
 沖積低地に分布する腐植土の PS 検層データは非常に少ない。今回入手できたデータは
表  3.3.2 に示す 5 データ（千葉市内 2 箇所、野田市内 3 箇所）である。このうち 3 箇所は
層厚 1m 程度であり、N 値も不明である。また、S 波速度の区分が腐植土層単独となって
いるのは千葉市の 1 箇所（2-3）のみであり、それ以外は他の層と分けられていない。この
データがもっとも信頼性が高いが、他の値と比べかなり低い値である。表  3.3.2 のデータ
に対して層厚による重み付き平均を行うと Vs は 63m/s となる。 
 
表  3.3.2 腐植土のデータ 
番号 層厚(m) 層平均N 値 Vs (m/s)
2-3 2.8 ～ 6.6 3.8 0.1 40
1-5 2.8 ～ 3.9 1.1 --- 90
3-7 2.4 ～ 3.3 0.9 --- 60
3-8 5.6 ～ 7.6 2.0 2.7 70
3-9 2.1 ～ 2.8 0.7 --- 130
深度(GL-ｍ)
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3.4  一軸圧縮強度と S 波速度の関係 
 PS 検層実施孔において、一軸圧縮強度(qU)を測定している 65 データに対して、一軸圧
縮強度(qU)と VS の関係について整理を行った。その結果、 
432.05.19 US qV = )/:( 2mkNqU                       (3.4) 
432.08.142 US qV = （qU：kgf/cm2）                    (3.5) 
という結果が得られた。今井他の研究 3.3)では、式(3.6)の結果となっており、図  3.4.1 に
示すようにこれと近い結果となった。 
                               (3.6) 
 この結果から、一軸圧縮強度 qU と VS の関係は、N 値などと比較すると地域性や土質の
影響を受けにくい可能性がある。 
 
10
100
1000
10 100 1000 104
PS検層
近似式
今井他の式
S波
速
度
Vs
(m
/s
)
一軸圧縮強度qU(kN/m
2)
 
図  3.4.1 S 波速度と一軸圧縮強度ｑｕの関係 
 
 
443.0134 Us qV = （qU：kgf/cm2）  
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3.5  推定式の検証 
3.5.1  回帰式算出に用いていないデータによる検証 
（１） 検証方法 
 算出した S 波速度推定式が千葉市内だけではなく、千葉県北西部において適用可能であ
るか検証するために、回帰式に用いていない PS 検層データと推定式による S 波速度の比
較の誤差を算出し、回帰式算出に用いたデータとの比較を行った。回帰式に用いていない
データは、表 3.1.2 に示している千葉市内 3 箇所と千葉市以外の千葉県北西部のデータが
7 箇所である。誤差は回帰式を求めるために用いた常用対数による式(3.3)と、推定値と測
定値の間の比による式(3.7)により求めた。 
 
 
                                   (3.7) 
 
ここに、ｎ：データ個数である。 
 データ数が 5 個以下の土質については、検証結果の信頼性が低いため、誤差の計算を行
っていない。 
 
（２） 検証結果 
 各回帰式と対象データごとの誤差を表  3.5.1 に示した。式(3.3)による誤差を誤差σ、式
(3.7)によるものを誤差σ ’とした。Fc および Fs についてはデータ数が少ないため検証の対
象からはずしている。 
 
表  3.5.1 推定式算出に用いていないデータの誤差 
年代・土質 地域 算出式 データ数 誤差σ 誤差σ'
Fc 算出データ  16 0.075 0.175
全体 3 --- ---
千葉市 3 --- ---
千葉市外 0 --- ---
Fs 算出データ 29 0.112 0.256
全体 2 --- ---
千葉市 2 --- ---
千葉市外 0 --- ---
Ac 算出データ 39 0.088 0.209
全体 9 0.094 0.203
千葉市 2 --- ---
千葉市外 7 0.103 0.222
As 算出データ 80 0.071 0.168
全体 9 0.111 0.237
千葉市 0 --- ---
千葉市外 9 0.111 0.237
Dc 算出データ 61 0.089 0.210
全体 59 0.079 0.196
千葉市 13 0.057 0.148
千葉市外 46 0.084 0.209
Ds 算出データ 352 0.065 0.151
全体 194 0.076 0.157
千葉市 81 0.071 0.142
千葉市外 113 0.080 0.168
221.0211.02.81 HNVS =
178.08.93 NVS =
060.0208.06.116 HNVS =
175.0085.05.99 HNVS =
137.0145.05.125 HNVS =
029.0183.04.163 HNVS =
 
( )
1
1'
2'
−
−∑=
n
VV SSσ
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 沖積層の Ac，As については、千葉市内の追加データが少ないため市外のデータのみで
あるが、回帰式で用いたデータの誤差と比較するとやや精度は下がるものの、概ね誤差σ ’
は 20％(0.2)程度となっており、千葉市以外の千葉県北西部に対して適用可能と考えられる。
洪積層の Dcは千葉市内、千葉市外とも検証データの誤差が回帰式算出データより小さく、
Ds についても誤差σ ’は 15％程度であり、推定式は妥当であると考えられる。 
 
3.5.2 既往の推定式との比較 
 千葉市のデータに基づく本研究の推定式と、他の地域のデータに基づく既往の研究の推
定式を比較した。既往の式は太田・後藤 3.2)による関東を中心に全国のデータを用いた推定
式、田村・山崎 3.4)の横浜市地震ネットワークの地盤調査データによる推定式と、今井・殿
内 3.3) の全国のデータを用いた推定式を用いた。太田・後藤 3.2)は土質を６区分しているが、
本研究の粘性土(c)に対応する土質は clay とし、また砂質土(s)については、本研究の回帰
式において砂質土の多くが細砂であることから fine sand とした。同様に田村・山崎 3.4)
は 10 区分であるが、c は粘土(C)、s は細砂(SF)の値で計算を行った。また Fc、Fs の提案
式があるのは今井・殿内 3.3)のみである。本研究の式、太田他 3.2)、田村他 3.4)の式の説明変
数は N、H であるため、2 深度を抽出して比較を行った。それぞれの式を以下に示す。 
【太田・後藤 3.2)：全国（関東中心）】 
 
(3.8) 
      
【田村・山崎 3.4)：横浜】 
 
(3.9) 
      
【今井・殿内 3.3)：全国 2】 
 [Fc] 
(3.10) 
 [Fs] 
(3.11) 
 [Ac] 
(3.12) 
 [As] 
(3.13) 
 [Dc] 
(3.14) 
 [Ds] 
(3.15) 
 
 図  3.5.1 に、本研究による推定式と、既往の式の VS －N 関係を示す。今井・殿内 3.3)
の式は H がパラメータとなっていないため N 値による変化が大きく現れていると考えら
れる。埋土地盤はもっとも新しい地盤であり、地域性が現れることを予測していたが、今
井・殿内 3.3)の式とかなり近い結果となった。沖積層では本研究（千葉）の VS が高く、特
に N 値が小さい範囲でその傾向が顕著である。この原因として、上流に山地を抱えておら
ず、河川による堆積物が少ないという千葉の特徴が反映している可能性がある。洪積層は、
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛=
D
A
clay
finesandHNVs
303.1
000.1
000.1
086.1
79.68 199.0171.0
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛=
D
A
C
SFHNVs
37.1
00.1
00.1
95.0
3.79 090.0238.0
248.04.98 NVs =
257.07.91 NVs =
274.0107 NVs =
292.08.87 NVs =
257.0128NVs =
285.0110NVs =
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全国を対象とした今井・殿内 3.3)の結果と較べ、本研究を含む 3 式の VS は概ね高い結果と
なっている。この 3 式は対象とするエリアが関東地方中心であることが影響していること
が考えられる。 
 
埋土(粘性土)Fc
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図  3.5.1 推定式と既往の式の比較 
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3.6  第３章のまとめ 
 本章では，千葉市を中心に千葉県北西部の PS 検層データを入手し，その範囲での土質
ごとの S 波速度について検討を行った。その結果，以下に示す N 値と深度を説明変数とす
る推定式および標準的な S 波速度を提案する。 
【提案式および提案値】 
[埋土(粘性土)：Fc]    221.0211.02.81 HNVS =  (m/s)  
[埋土(砂質土)：Fs]   178.08.93 NVS =       (m/s) 
[沖積粘性土：Ac]     060.0208.06.116 HNVS =   (m/s) 
[沖積砂質土：As]     175.0085.05.99 HNVS =  (m/s) 
[洪積粘性土：Dc]     137.0145.05.125 HNVS =   (m/s) 
[洪積砂質土：Ds]     029.0183.04.163 HNVS =  (m/s) 
[ローム]             140=SV             (m/s) 
[腐植土]             60=SV              (m/s) 
 
 以降の章の解析では、ここで算出した推定式を用いて地盤震動特性について検討を行う。 
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4． 地震動観測と常時微動計測による斜面近傍地盤の震動特性の検討 
 2008 年 7 月に岩手県沿岸北部で発生した地震では、当初震度 6 強と発表されていたが
後に 6 弱に訂正された 4.1)。この原因は、地震計の設置位置が斜面近くで地盤が緩く、地盤
が不均質であったことにより、過大なゆれを記録していたことにある 4.2)。このように、斜
面近くでは地震動が増幅すると言われているが、その震動特性には不明な点が多い。 
 本章では、斜面上端及び下端、斜面から離れた台地に設置された地震計の観測データと、
斜面周辺で密に計測した常時微動計測結果から、斜面近くの地盤震動特性について検討を
行っている。本章で取り扱った常時微動の計測結果の多くは文献 4.3,4,5)による。対象地の
地形・地質や現況については、2 章でとりまとめている。 
 本章の内容は、地震工学シンポジウム（2006 年）4.6)、地盤工学研究発表会発表講演集
(2008 年) 4.7,8)、8th Pacific Conference on Earthquake Engineering(2007 年) 4.9)、日本地
震工学会論文集第 8 巻第 4 号(2008 年) 4.10)おいて発表した論文に加筆をしたものである。 
 
4.1  地震観測 
4.1.1  地震動観測の概要 
（１） 計器設置位置 
 地震計設置位置は、2 章で説明した小仲台地区に当たる。図  4.1.1 に地震計配置平面図、
図  4.1.2 に地震計配置断面図を示す。地震計 S1 は東京ガスのガバナに設置された地震計
4.11)であり、斜面下端位置に設置されている。S1 地点の地盤調査結果はないが、斜面を切
り込んで設置されていることから、低地に分布している極めて軟質な沖積層の上ではなく、
斜面や台地を構成している更新統の地盤に設置されていると考えられる。S2 位置は千葉大
学西宿舎の駐車場敷地内で、台地と斜面の境界位置（斜面上端）である。この位置につい
ては、2 章で説明したように調査ボーリング、PS 検層、表面波探査等の地盤調査により、
地盤性状が明らかとなっている。この位置は台地とほぼ同一のレベルにあるが、腐植土が
混入した軟質なロームが堆積しており、台地の内部とは地盤性状が異なっている。S3 位置
は千葉大学国際交流会館の建物内部で斜面から約 140m 離れた台地上である。 
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図  4.1.1 地震計配置平面図 
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図  4.1.2 地震計配置断面図 
  
    (a)地震計 S1（東京ガスガバナ）                (b)地震計 S2 
写真  4.1.1 地震計設置状況 
 
（２） 測定仕様 
 当地区の地震計（S1～S3）は SI センサーであり、S2、S3 については型番 SES60AV320
を設置している。SES60AV320 は、加速度計測範囲±2200Gal で計測加速度分解能は 1Gal
である。計測は、XYZ 方向で、時間間隔 0.01 秒の仕様で行った。 
 
 
写真  4.1.2 SI センサー 
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4.1.2  観測した地震動と最大加速度 
 図  4.1.1、図  4.1.2 に示した斜面下部(S1)、斜面上端部(S2)、台地上(S3)の 3 地点に設置
された地震計のうち、2 箇所以上で記録が得られ、かつその最大地動加速度 (PGA)が
0.1m/s2 以上となる地震について抽出し、表  4.1.1 にその地震の主な諸元と各地点の最大
地動加速度を示す。 
 地震計 S2 の最大加速度は S1、S3 と比較して、2 倍以上を示しているものが多く、NS
方向(斜面直交方向)の最大加速度が EW 方向(斜面平行方向)より大きい場合が多い。他の
地震計については方向による違いは認められない。 
 
表  4.1.1 観測した地震動と最大地動加速度（PGA） 
日 時 マグニチュード 震源 S1 S2 S3 S1 S2 S3
2005/2/16 4:47 5.3 茨城県南部 0.27 0.78 --- 0.34 0.66 ---
2005/4/11 7:23 6.1 千葉県北東部 0.34 0.73 --- 0.21 0.57 ---
2005/6/9 9:30 4.5 千葉県北西部 0.26 0.71 --- 0.32 0.49 ---
2005/6/20 1:16 5.6 千葉県北東部 0.19 0.71 --- 0.21 0.45 ---
2005/7/23 16:36 6.0 千葉県北西部 1.30 2.86 --- 1.31 2.01 ---
2005/8/16 11:49 7.2 宮城県沖 0.19 0.36 --- 0.19 0.41 ---
2005/10/16 16:06 5.1 茨城県南部 0.21 0.33 --- 0.16 0.24 ---
2005/10/19 20:46 6.3 茨城県沖 0.21 0.54 --- 0.26 0.54 ---
2007/8/16 4:15 5.3 千葉県東方沖 --- 0.94 0.41 --- 0.63 0.47
2007/8/16 8:20 4.9 千葉県東方沖 --- 0.49 0.19 --- 0.27 0.15
2007/8/16 8:32 4.4 千葉県東方沖 --- 0.26 0.14 --- 0.22 0.07
2007/8/16 9:22 4.7 千葉県東方沖 --- 0.32 0.08 --- 0.29 0.10
2007/8/18 4:14 4.8 千葉県南部 --- 0.73 0.28 --- 0.78 0.29
2007/8/18 13:36 4.5 千葉県北東部 --- 0.23 0.10 --- 0.27 0.12
2007/8/18 16:55 5.2 千葉県南部 --- 0.98 0.41 --- 0.77 0.38
2007/8/18 23:16 4.0 千葉県北東部 --- 0.25 0.09 --- 0.21 0.10
PGA（NS方向）(m/s2) PGA（EW方向）(m/s2)諸　　元
 
 
4.1.3  2 点間のフーリエスペクトル比 
 S2 を分子とした S1、S3 との方向別の地震記録のフーリエスペクトル振幅比を図  4.1.3
に示す。表  4.1.1 の観測地震動のうち震源が遠方である 2005 年 8 月 16 日の記録は除いた。
また、図中に赤色で示した 2005 年 7 月 23 日の記録は、観測した中で最大の加速度を記録
した地震動である。 
 スペクトル比は、ほとんどの振動数で 1 を超えており、S2 は S1、S3 と比較して、フー
リエスペクトル振幅が大きいことがわかる。いずれのスペクトル比も、異なる地震である
にも関わらず、5Hz付近にピークが見られるなど、その周波数特性は比較的安定している。
S2/S1 は、NS 方向と EW 方向のスペクトル比の傾向が異なっているが、S2/S3 について
は NS、EW 方向とも同様の傾向を示しており、S1 と S3 の地形の違いが影響していると
考えられる。全体的な傾向では、S2/S1 は S2/S3 よりスペクトル比が高く、NS 方向は EW
方向より高い。S1 と S3 は同時に観測ができていないが、S3 の振幅が S1 より大きいこと
が予測される。NS 方向が EW 方向より高いことは、観測された加速度記録と整合する。 
 図中に赤色で示した 2005 年 7 月 23 日の地震では、S1 で 1.30m/s2、S2 では 2.86m/s2
の加速度を記録しているが、他の日の記録とスペクトル比の周波数特性に大きな違いはな
く、顕著な地盤の非線形化は発生していないと考えられる。  
 
第４章 地震動観測と常時微動計測による斜面近傍地盤の震動特性の検討 
 64
1
10
(a) S2/S1 NS方向
フ
ー
リ
エ
ス
ペ
ク
ト
ル
比
地震動観測結果
平均（7波）
50
0.5
(b) S2/S1 EW方向
地震動観測結果
平均（7波）  
1
10
0 5 10 15
(c) S2/S3 NS方向
周波数(Hz)
フ
ー
リ
エ
ス
ペ
ク
ト
ル
比
地震動観測結果
平均（8波）
50
0.5
0 5 10 15
(d) S2/S3 EW方向
周波数(Hz)
地震動観測結果
平均（8波）
 
図  4.1.3 2 点間のフーリエスペクトル比 
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4.2  常時微動計測の概要 
4.2.1  計測箇所 
 今回とりまとめた常時微動計測結果は、千葉大学中井研究室において 2004 年から 2008
年に計測を行ったものである。計測位置は以下の 6 箇所（台地 5 箇所、低地 1 箇所）であ
り、台地 5 箇所については、隣接する斜面の性状により以下のように分けられる。 
【台地：自然斜面】 
・ 小仲台(A)地区：2005 年計測 4.4) 
・ 小仲台(B)地区：2006 年計測 4.5) 
・ 亥鼻(B)地区：2006 年計測 4.5) 
【台地：切土斜面】 
・ 松戸地区：2008 年計測 4.7) 
・ 亥鼻(A)地区：2004 年計測 4.3) 
【低地】 
・ 小仲台（C）地区：2005 年計測 4.4) 
 計測位置とその周辺の地形地質については、2 章にまとめた。 
 
4.2.2  計測方法 
 松戸地区以外の常時微動計測には、サーボ型微動計（SPC-35N、(株)東京測振製：写真 
 4.2.1(a)）を使用した。松戸地区は微動計 GEODAQS（写真  4.2.1(b)）を用いた。サンプ
リング振動数は 100Hz または 200Hz とし、各地点 10～20 分間の計測を行った。 
 台地での計測では、斜面上端位置を 0m、低地では斜面下端位置を 0m として、数メー
トル間隔で計測を行った。斜面近くでは出来るだけ密に計測し、斜面から 40～60m まで
の計測を行った。 
 
  
        (a)サーボ型微動計          (b)GEODAQS と収録装置 
写真  4.2.1 微動計 
 
第４章 地震動観測と常時微動計測による斜面近傍地盤の震動特性の検討 
 66
4.2.3  データ整理の方法 
 本研究では以下の手順で波形解析を行った。 
・ Step1：計測で収録したデジタルデータを元にして、サンプリング振動数 100Hz の
原波形を作成する。 
・ Step2：エイリアジングをチェックする。 
・ Step3：帯域フィルタをかける。 
・ Step4：外部の振動源によるノイズの影響が大きい場合は、ノイズの影響を受けな
いように非定常なノイズを切り取る。 
・ Step5：定常で良好なデータを用いて、波形をいくつかのサンプルに分割し、それ
らを個別に高速フーリエ変換してアンサンブル平均をとり、平均フーリエス
ペクトルを求める。 
・ Step6：H/V スペクトルを計算する。 
・ Step7：Parzen ウィンドウ（バンド幅 0.2）をかける。 
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4.3  自然斜面近傍における常時微動計測 
4.3.1  小仲台(A)地区の常時微動計測結果 
（１） 計測位置及び計測方法 
 小仲台(A)地区の常時微動計測位置を図  4.3.1 に示す。当地区では斜面上端部から 1m 地
点から 40m 地点までを 1～3m 間隔で常時微動の 1 点計測を行った。計測にはサーボ型微
動計を用いた。 
 
微動計測地点
斜面上端
低地
台地
0 10m
地震計
斜面下端
斜面
 
図  4.3.1 常時微動計測位置(小仲台(A)地区) 
 
（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.3.2に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.3.2(a)
は、常時微動 H/V スペクトル比の強度を色で表したもので、H/V スペクトル比の斜面から
の距離による変化を示したものである。図  4.3.2(b)は、計測したうちの 5 点の H/V スペク
トル比で、図  4.3.2(c)は、1Hz の区間の H/V スペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V
スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表したものである。 
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図  4.3.2 小仲台(A)地区の常時微動 H/V スペクトル比 
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 図  4.3.2(a)より、斜面から 10m までの範囲と、それより離れた範囲ではスペクトルの傾
向が異なっている。ピーク振動数は、4.5Hz 付近から 6Hz 付近に変化するが、これは不連
続な変化である。 
 図  4.3.2(b)を見ると、斜面直上では 4.5Hz 付近に高いピークがあり、斜面から 10m 離
れた地点では 4Hz、6.5Hz 付近の 2 つピークを持つ。その後もピーク振動数は少しずつ移
動し、6～7Hz 付近となる。H/V スペクトルは測定位置により、ピーク振動数やスペクト
ル比の強度の違いが大きく複雑に変化していることがわかる。 
 図  4.3.2 (c)により、振動数ごとの傾向を見ると、7Hz 以下の振動数では、斜面直上の
H/V スペクトルが高い。低振動数では斜面からの距離の変化があまり見られないが、4～
7Hz では、斜面からの距離によりスペクトル比は大きく上下し、その傾向は振動数によっ
て異なる。8Hz 以上の振動数でもスペクトル比の上下が見られるがその範囲は狭い。この
スペクトル比の高低のパターンは振動数により傾向があるように見えるが、これを考察す
るためには、さらに多くのデータが必要と考えられる。 
 
（３） 地盤調査結果との比較 
 斜面近傍の地盤状況把握のために、小仲台(A)地区の斜面上端部付近で調査ボーリング、
表面波探査、スウェーデン式サウンディングを実施した（第 2 章参照）。その結果、斜面
近くで軟質な層が厚くなっており、その影響は斜面から 8～10m くらいの範囲に渡ってい
ることが判明した。この結果と常時微動 H/V スペクトル比のピーク振動数の傾向に関連が
あると考えられる。 
 
 
図  4.3.3 地盤調査結果断面図（2.4.3 項） 
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4.3.2  小仲台(B)地区の常時微動計測結果 
（１） 計測位置及び計測方法 
 小仲台(B)地区の常時微動計測位置を図  4.3.4 に示す。常時微動計測は、斜面上端部から
0m 地点から 60m 地点までを 2～5m 間隔で、斜面から 20m 位置を固定点として 2 点同時
観測を行った。計測にはサーボ型微動計を用いた。 
 
0m
60m
微動
計測
位置
小仲台 (A)
小仲台 (C)
小仲台 (B)
低地
台地
斜
面
上
端
0 50ｍ
 
図  4.3.4 常時微動計測位置 
 
（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.3.5に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.3.5(a)
は、常時微動 H/V スペクトル比の強度を色で表したもので、スペクトル比の斜面からの距
離による変化を示している。図  4.3.5 (b)は、計測した地点のうち 7 箇所のデータについて、
振動数と H/V スペクトル比の関係を示したもので、図  4.3.5 (c)は、1Hz の区間の H/V ス
ペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表
したものである。 
 図  4.3.5(a)は小仲台(A)地区と異なり、H/V スペクトル比の値の大きな変化はなく、斜面
際で H/V スペクトル比が特に大きくなる傾向も見られない。しかし、ピーク振動数の変化
の傾向は小仲台(A)地区と似ており、斜面近くでは 3.5Hz 付近の振動数のピークが 1 つで
あり、斜面から 10m 程度離れた位置から 5.5Hz 付近のピークが出現する。 
 図  4.3.5(b)によると、斜面直上では 3.5Hz 付近にピークがあるが、小仲台(A)地区のよ
うな、特に高いピークではない。斜面から 18m 付近では 3.5Hz のピークとともに、5.5Hz
付近にもピークが現れる。途中で 2 つのピークとなる点は小仲台(A)地区と同様である。そ
の後、3.5Hz 付近のピークがなくなり、5Hz 付近の 1 つのピークとなる。 
 図  4.3.5(c)により、振動数ごとの傾向を見ると、斜面からの距離による大きな変化は見
られないが、スペクトル比の高低を繰り返していることがわかる。 
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         (b)全振動数                   (c)1Hz ごとの平均 H/V スペクトル 
図  4.3.5 小仲台(B)地区の常時微動 H/V スペクトル比 
 
4.3.3  亥鼻(B)地区の常時微動計測結果 
（１） 計測位置及び計測方法 
 亥鼻(B)地区の常時微動計測位置を図  4.3.6 に示す。常時微動計測は斜面上端部から 0m
地点から 40m 地点までを 2～5m 間隔で実施し、斜面から 40m 位置を固定点として 2 点同
時観測を行った。計測にはサーボ型微動計を用いた。 
都川
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図  4.3.6 常時微動計測位置（亥鼻(B)地区） 
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（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.3.7に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.3.7(a)
は、常時微動 H/V スペクトルの強度を色で表したもので、スペクトル比の斜面からの距離
による変化を示している。図  4.3.7(b)は、計測した地点のうち 6 箇所のデータについて、
振動数と H/V スペクトル比の関係を示したもので、図  4.3.7(c)は、1Hz の区間の H/V ス
ペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表
したものである。 
10
 8
 6
 4
 2
 0
0   10   20   30   40
斜面からの距離（ｍ）
周
波
数
（
Hz
)
H/V
6
5
4
3
2
1
0
H/
Vス
ペ
ク
ト
ル
比
斜面からの距離（ｍ）
 8
 6
 4
 2
 0
0    2    4    6    8 10
周波数（Hz）
0   10   20   30  40
0m
4m
10m
20m
30m
40m
斜面上端からの距離 1～2Hz
2～3Hz
3～4Hz
4～5Hz
5～6Hz
6～7Hz
7～8Hz
8～9Hz
9～10Hz
 
         (a)全振動数           (b)1 点ごとのスペクトル比     (c)1Hz ごとの平均 
                                 H/V スペクトル 
図  4.3.7 亥鼻(B)地区の常時微動 H/V スペクトル比 
 
 図  4.3.7(a)を見ると、斜面から 10m までの範囲では 4.5Hz 付近にピークがあり、6Hz
付近にピークは見られない。しかし、斜面からの距離が 10m を超えると、6Hz 付近にピ
ークが移り、4.5Hz 付近のピークは徐々に低下し、20m 付近ではほとんど見られない。10m
以降のピーク振動数は、6Hz 付近から少しずつ高い振動数に変化し、40m 地点では 7～8Hz
となる。 
 図  4.3.7(b)によると、斜面直上では 4.5Hz 付近に高いピークがあり、斜面から 10m 付
近では 4.5Hz のピークとともに、6Hz 付近にもピークが現れる。その後、4.5Hz 付近のピ
ークがなくなり、6～7Hz 付近の 1 つのピークとなる。 
 図  4.3.7(c)により、振動数ごとの傾向を見ると、5Hz 以下の振動数では斜面直上の H/V
スペクトル比が高く、斜面から離れると低くなる。6Hz 以上の振動数のスペクトル比は、
斜面直上で小さく、斜面から離れると高くなる。 
 亥鼻(B)地区と小仲台(A)地区は、直線距離で約 5km 離れているが、斜面からの距離とス
ペクトル比の関係は非常に良く似た傾向を示している。 
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4.4  切土斜面近傍における常時微動計測 
4.4.1  新しい切土斜面近傍の常時微動計測結果（松戸地区） 
（１） 計測位置及び計測方法 
 松戸地区の常時微動計測位置を図  4.4.1 に示す。当地区では斜面上端部から 0m 地点か
ら 40m 地点までの常時微動計測を行った。計測は斜面から 0m 位置を固定点として 2 点同
時観測を行った。 
 
図  4.4.1 常時微動計測位置 
 
（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.4.2に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.4.2(a)
は、常時微動 H/V スペクトルの強度を色で表したもので、スペクトル比の斜面からの距離
による変化を示している。図  4.4.2(b)は、計測した地点のうち 6 箇所のデータについて、
振動数と H/V スペクトル比の関係を示したもので、図  4.4.2(c)は、1Hz の区間の H/V ス
ペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表
したものである。 
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 図  4.4.2(a)を見ると、自然斜面のときに見られた斜面近くの低振動数のピークやピーク
振動数の不連続な変化は見られないことがわかる。 
 図  4.4.2(b)から、斜面直上では 6Hz 付近に高く鋭いピークがあり、斜面から離れるにつ
れてピーク振動数の幅が広くなり、5.5～7.5Hz の幅をとるようになっている。 
 図  4.4.2(c)により振動数ごとの傾向を見ると、4～5Hz を除くと斜面近くの H/V スペク
トル比が高くなっている振動数はなく、それ以下の振動数ではほぼ変化がない。ピーク振
動数付近である 5～8Hz では斜面から離れると H/V スペクトル比が高くなり、斜面から
20m 付近で最も高い。それより高い振動数ではわずかであるが、斜面から離れるとスペク
トル比が高くなっている。 
 
4.4.2  古い切土斜面における常時微動計測 
（１） 計測位置及び計測方法 
 亥鼻(A)地区の常時微動計測位置を図  4.4.1 に示す。常時微動計測は、斜面上端部から
1m 地点から 40m 地点までを 1.5～5m 間隔で計測を行った。計測にはサーボ型微動計を用
いた。 
 
100
m
微動計測位置
斜面上端
台 地
台 地
低 地
斜面下端
 
図  4.4.3 常時微動計測位置 
 
（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.4.4に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.4.4(a)
は、常時微動 H/V スペクトル比の強度を色で表したもので、スペクトル比の斜面からの距
離による変化を示している。図  4.4.4(b)は、計測した地点のうち 6 箇所のデータについて、
振動数と H/V スペクトル比の関係を示したもので、図  4.4.4 (c)は、1Hz の区間の H/V ス
ペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表
したものである。 
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        (a)全振動数             (b)1 点ごとのスペクトル比    (c)1Hz ごとの平均 
                                                    H/V スペクトル 
図  4.4.4 亥鼻(A)地区の常時微動 H/V スペクトル比 
 
 図  4.4.4(a)を見ると、H/V スペクトル比が高いのは、斜面上端から 1m、2.5m のときの
みである。また、それより離れた位置のピーク振動数は、斜面から離れるほど少しずつ振
動数が高くなる傾向が見られる。 
 図  4.4.4(b)から、斜面直上の 1m 地点のスペクトル比が全体的に高いが、自然斜面のよ
うな低い振動数のピークはない。 
 図  4.4.4(c)により、振動数ごとの傾向を見ると、4～5Hz を除くと斜面近くの H/V スペ
クトル比が高くなっている振動数はなく、それ以下の振動数ではほぼ変化がない。ピーク
振動数付近である 5～8Hz では斜面から離れると H/V スペクトル比が高くなり、斜面から
20m 付近で最も高い。それより高い振動数ではわずかであるが、斜面から離れるとスペク
トル比が高くなっている。 
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4.5  低地における常時微動計測 
（１） 計測位置及び計測方法 
 小仲台(C)地区の常時微動計測位置を図  4.5.1 に示す。当地区は、斜面下端から 0m 地点
から 41m 地点までを 0.4～6m 間隔で常時微動の 1 点計測を行った。計測にはサーボ型微
動計を用いた。 
 
図  4.5.1 常時微動計測位置 
 
（２） 斜面からの距離と常時微動 H/V スペクトル比の傾向 
 図  4.5.2に、斜面上端からの距離と常時微動 H/Vスペクトル比の関係を示す。図  4.5.2(a)
は、常時微動 H/V スペクトルの強度を色で表したもので、斜面からの距離によるスペクト
ル比の変化を示している。図  4.5.2(b)は、計測した地点のうち 6 箇所のデータについて、
振動数と H/V スペクトル比の関係を示したもので、図  4.5.2(c)は、1Hz の区間の H/V ス
ペクトル比を平均し、同じ振動数帯の H/V スペクトルの強度と斜面からの距離の関係を表
したものである。 
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図  4.5.2 小仲台(C)地区の常時微動 H/V スペクトル比 
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 斜面直下では、卓越する振動数の幅が広く、斜面から遠ざかると卓越する振動数の幅が
狭くなり、ピーク振動数も 4Hz から 1.5Hz 付近に変化する。また、斜面から遠ざかると
H/V スペクトルが高くなる傾向にある。計測地点は、非常に軟質な沖積低地（谷底平野）
であり、その沖積層の分布の厚さと常時微動 H/V スペクトルの傾向と対応していると考え
られる。 
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4.6  第 4 章のまとめ 
 斜面上端、下端、台地の 3 箇所で地震観測を行った結果、斜面上端では斜面下端や台地
の内部と比較すると非常に大きな地震動が観測された。 
 また、斜面近傍で高密度な常時微動計測を行い、斜面からの距離と常時微動 H/V スペク
トル比の傾向について検討を行い、以下のような結果が得られた。 
 
・ 隣接する斜面が、自然斜面か切土斜面であるかの違いにより、微動 H/V スペクトル比
のピーク振動数の傾向が異なっている。 
・ 自然斜面では、斜面近く(10m くらい)まで、ピーク振動数が低く（4Hz 程度）、少し斜
面から離れるとピーク振動数が高くなる(6Hz 程度)。この変化は不連続に起きている。 
・ 自然斜面の斜面近くに現れるピーク振動数の不連続な変化には、斜面近くの軟弱な層
の存在が影響している可能性がある。 
・ 切土斜面では、自然斜面で見られるような、不連続なピーク振動数の変化は見られな
かった。 
・ 台地では、斜面から遠ざかるとピーク振動数がわずかに高くなり、低地では斜面から
遠ざかるとピーク振動数が低くなる傾向がある。 
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5．自然斜面と切土斜面近傍地盤の震動特性の比較 
 前章では、常時微動計測、地震動観測結果から、地盤の震動特性について検討をおこな
った。本章では、常時微動計測を計測した 6 箇所のうち 3 箇所について、2 次元有限要素
法により、地盤震動特性の検討を行った。解析の対象は、自然斜面、新しい切土斜面、古
い切土斜面近傍地盤である。 
 本章の内容は、地震工学シンポジウム(2006 年)5.1)、地震工学会論文集（2008 年）5.2)に
おいて発表した論文に加筆したものである。 
 
5.1  解析方法 
解析手法と解析条件 
 解析は 2 次元有限要素解析（解析コード：DINAS5.3)）の複素応答（周波数応答）解析
を用いた。4 章の地震観測結果には地盤の非線形化の影響がほとんどないと判断されたこ
とから、解析は線形計算を行った。解析モデルの境界条件は、側方はエネルギー伝達境界、
底面は粘性境界とし、計算振動数は、伝達関数の計算では 0.1Hz 間隔、最大加速度応答計
算では 0.0244Hz 間隔で 15Hz までとした。 
 
入力地震動 
 入力地震動は、周波数特性が異なる建築基準法施行令第 81 条の 2 に則った模擬地震動
（以降、告示波）と（財）日本建築センターの八戸 1968NS 波（以降、八戸波）の最大加
速度を、単位加速度である 1.0m/s2 になるように調節したものを用い、モデル底面から面
内方向（SV 波）に時間間隔 0.01 秒で入力した。入力地震動の加速度応答スペクトルを図 
 5.1.1 と時刻歴波形を図  5.1.2 に示す。 
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図  5.1.1 入力波の応答スペクトル 
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図  5.1.2 入力波の時刻歴波形 
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5.2  詳細な地盤調査に基づく解析モデルを用いた検討 
5.2.1  解析モデル 
 小仲台(A)地区で地盤調査を行った結果、斜面に沿って軟弱な層（ゆるみ層）が分布して
いることを確認した（第 2 章）。このゆるみ層が地盤震動特性に与える影響を確認するた
めに、以下の 2 ケースについて 2 次元の地盤モデルを作成した。 
○ゆるみ層モデル（図  5.2.1）：小仲台(A)地区の地盤調査結果（第 2 章）及び測量に基
づいたモデルで、斜面沿いのゆるみ層を有する 
○成層モデル（図  5.2.2）：地形はゆるみ層モデルと同一であるが、斜面沿いのゆるみ
層がなく台地側の層が成層に斜面まで届いていると仮定したモデル 
 地盤の S 波速度や土の単位体積重量等の物性値は、PS 検層、表面波探査及び地盤調査
結果等を参考に決定した。 
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図  5.2.1  2 次元 FEM モデル（ゆるみ層モデル）と物性値 
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図  5.2.2  2 次元 FEM モデル（成層モデル）と物性値 
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5.2.2  ゆるみ層の影響 
 ゆるみ層モデルと成層モデルから求めた伝達関数を、斜面からの距離により整理したも
のを図  5.2.3 に示す。横軸は斜面上端からの距離、縦軸は振動数、色の変化は伝達関数の
絶対値（増幅率）を表している。伝達関数は斜面上端を 0m とした-80～110m では 5m 間
隔で、110～150m では 10m 間隔で抽出した。 
 ゆるみ層モデルは斜面内及び斜面直上の 5Hz 付近の増幅が大きい。ゆるみ層モデルは斜
面上端部に明瞭なピークがあるのに対し、成層モデルでは斜面上端部と台地内部の増幅に
大きな違いは見られない。成層地盤モデルでは、斜面および斜面直下の、特に高振動数の
増幅率が非常に小さくなっている。 
 図  5.2.4 に最大加速度分布を示す。ゆるみ層モデルでは、ゆるみ層内、特にゆるみ層の
上部の加速度が大きくなった。成層地盤モデルでも斜面近くの加速度が大きいが、斜面直
上ではなく、やや離れた位置が大きくなっている。 
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        （a）ゆるみ層モデル               (b)成層モデル 
図  5.2.3 伝達関数の斜面からの距離による変化 
 
 
     
          (a)ゆるみ層モデル：告示波              (b)成層モデル：告示波 
 
     
          (c)ゆるみ層モデル：八戸波               (d)成層モデル：八戸波 
図  5.2.4 最大加速度の分布 
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5.2.3  斜面直上の震動特性 
 ゆるみ層が分布している斜面直上の地盤震動特性について検討を行った。ゆるみ層は斜
面上端から 10m の範囲に分布していることから、斜面上端（0m）から 20m の範囲につい
て 5m 間隔で抽出した伝達関数を図  5.2.5 に示す。また比較のため成層モデルについても
同じ位置のデータを抽出した。 
 ゆるみ層モデルでは、斜面上端部の伝達関数は、極めて明瞭で高いピークを持ち、斜面
から遠ざかると急速にピークが低くなる。斜面から 10m 以降にはゆるみ層の分布はないが
伝達関数の変化は継続している。一方、成層モデルは、7Hz 以上の振動数では増幅率にや
や違いは見られるものの、振動数による変化はもっとも台地側の 150m 位置の伝達関数と
大きな違いは見られない。 
 図  5.2.5 は、地点ごとのゆるみ層モデルと成層モデルの、1 次元解析と 2 次元解析結果
を比較したものである。ここで 1 次元解析とは、解析地点の土質の深度分布が水平成層で
あると仮定したときの伝達関数を表している。ゆるみ層モデルでは、1 次元解析と 2 次元
解析のピーク振動数が異なり、不整形性の影響が強く現れている。斜面から 20m 離れた位
置では、両モデルとも同じ地盤であるが、伝達関数の形状は異なっており、ゆるみ層の影
響が及んでいることがわかる。特に、斜面上端部（図  5.2.6 (a)）では、成層モデルの 1 次
元と 2 次元解析の伝達関数の差がわずかであるのに対し、ゆるみ層モデルでは大きく異な
っている。1 次元解析と 2 次元解析では土質構成が同じであり、ゆるみ層モデルと成層モ
デルでは地表の地形は同じであることから、この結果は地中の不整形性の影響が考えられ
る。すなわち、ゆるみ層モデルでは、軟弱な土質そのものの増幅のみではなく、ゆるみ層
自体の形状が斜面上端部の地盤増幅の効果を有していることが考えられる。 
 図  5.2.7 に地表面の最大加速度分布を示す。ゆるみ層モデルでは告示波、八戸波とも斜
面上端から水平距離で 5m 位置の斜面で最大値を示し、斜面上端でも大きな加速度となっ
ている。成層モデルでは、斜面上端部付近に顕著な変化は認められない。 
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図  5.2.5 ゆるみ層の有無による伝達関数の違い（斜面上部） 
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図  5.2.6 1 次元解析との比較（斜面上部） 
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図  5.2.7 地表面の最大加速度（斜面上端付近） 
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5.2.4  斜面直下の震動特性 
 図  5.2.8 に斜面からの距離による伝達関数の変化を、図  5.2.9 に、1 次元解析と 2 次元
解析の伝達関数の比較を示す。斜面下部の低地には、極めて軟質な沖積層が堆積しており、
斜面から離れるほどその層厚は厚くなる。そのため、斜面から離れるほど伝達関数のピー
ク振動数が低くなり、増幅率が高くなる傾向にある。これは、地形と関係しない 1 次元解
析でも同様の結果となる。斜面直下(図  5.2.9 (a))では、1 次元解析と 2 次元解析の増幅率
には大きな違いがないが、ピーク振動数がやや異なっている。斜面下端から離れると(図 
 5.2.9(b)～(d))、振動数は 1 次元と 2 次元で大きな違いはないが、増幅率が 2 次元解析では
低くなっている。これは地盤の不整形性の影響と考えられるが、斜面の影響とともに軟質
な沖積層基底の傾斜による影響が考えられる。斜面下端から 10m 位置の 2 次元の伝達関
数がかなり低く抑えられているが、沖積層基底の勾配が大きい位置であることから、その
影響が強く現れているものと考えられる。 
 地表面の最大加速度についても、図  5.2.10 に示すように、斜面下端付近でもっとも小
さくなり、斜面から離れると大きくなる傾向にある。 
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図  5.2.8 斜面からの距離による伝達関数の違い（斜面下部） 
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図  5.2.9 斜面下部の伝達関数 
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図  5.2.10 地表面の最大加速度（低地） 
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5.2.5  大地震時の検討 
 地盤が非線形化するような大地震時を想定し、ゆるみ層の影響が線形時とどのように異
なるか、等価線形解析により検討を行った。解析モデル、解析条件は前節までの検討と同
一とし、G/G0～γ（剛性低下率～せん断ひずみ）関係は今津・福武の式 5.4)を、h～γ（減
衰～せん断ひずみ）関係は双曲線モデルを用いた。今津・福武式の係数がないローム、腐
植土については粘土の値を使用した。また、入力地震動は限界耐力計算で極めてまれに発
生する地震の加速度応答スペクトルを参考にして、最大加速度 3.2m/s2 の告示波と八戸波
とした。 
 ゆるみ層モデルと成層モデルの地表面の最大加速度応答を図  5.2.11 に示す。等価線形
解析の最大加速度応答は、斜面から斜面上端部付近ではゆるみ層モデル、成層モデルとも、
線形解析より小さくなっているが、その傾向はゆるみ層モデルで顕著である。大地震時に
おけるゆるみ層モデルの斜面上端部の応答最大加速度は、その差は小さくなるものの、依
然として成層モデルの斜面上端部や台地中央部と比較すると非常に大きな値を示している。 
 さらに、図  5.2.12 に示すとおり、非線形性を考慮するとゆるみ層内のせん断ひずみが
大きくなり、成層モデルとの差は明瞭である。ゆるみ層がある場合は、大地震時には崩壊
や地盤の沈下の危険性が高くなると考えられる。 
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図  5.2.11 地表面の最大加速度(線形解析と等価線形解析の比較) 
 
  
      (a)ゆるみ層モデル：線形             (b)成層モデル：線形 
  
     (c)ゆるみ層モデル：等価線形           (d)成層モデル：等価線形 
図  5.2.12 最大せん断ひずみ分布（告示波） 
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5.2.6  地震観測結果との比較 
 図  5.2.13 に示す通り、地盤調査に基づく解析（ゆるみ層モデル）では、地震動観測結
果と同様に斜面上端部の加速度が斜面直下の 2 倍以上となった。しかし、斜面上端部（S2）
と台地側の地震計(S3)位置との比は、地震動の比と較べるとやや低くなっている。斜面直
下、斜面上端部の地震計が地盤に設置されているのに対し、台地側の地震計は室内に設置
されており、この設置条件の違いが観測地震動に影響している可能性がある。成層モデル
の場合は、斜面下端と上端の最大加速度比の S2/S1 の値は 1.6～1.8 程度となり、観測加速
度の比の傾向およびゆるみ層モデルの斜面内及び斜面上端付近の応答と大きく異なる結果
となった。 
 図  5.2.14(a)、(b)は、3 章に示した地震動による 2 点間のフーリエスペクトル比の平均
値と共に地震計位置の 2 次元 FEM による伝達関数の比を合わせて示したものである。伝
達関数比は地震動のフーリエスペクトル比と同様に、ほとんどの振動数で 1 を超えており、
斜面上端部(S2 位置)の増幅が大きいことを示している。図  5.2.14(c)は、地震計位置 3 箇
所の常時微動 H/V スペクトル比である。斜面上端部の S2 には 5Hz 付近にするどいピーク
が表れているが、S1、S3 にはこのようなピークがなく、5Hz の高いピークはゆるみ層の
影響と考えられる。図  5.2.14(a)、(b)のゆるみ層モデルの伝達関数比は、5Hz 付近にピー
クが見られ、観測記録の傾向及び常時微動 H/V スペクトル比と調和的である。成層モデル
では、ゆるみ層モデルのような鋭いピークは見られない。 
 これらの結果から、ゆるみ層の有無は斜面上部の震動特性に大きな影響を与え、今回観
測した斜面上端部の地震動の大きな増幅はこのゆるみ層の存在に起因していると言える。 
 
0
1
2
3
4
-80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100 120 140
ゆるみ層モデル(告示波)
ゆるみ層モデル(八戸波)
成層モデル(告示波)
成層モデル(八戸波)
最
大
加
速
度
(m
/s
2 )
斜面上端からの距離（ｍ）
地震計S1 地震計S2
地震計S3
地表面
地表面
 
図  5.2.13 地表面の最大加速度（モデル全体） 
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図  5.2.14 地震動の 2 点間のフーリエスペクトル比と FEM の 2 点間の伝達関数比と 
地震計位置の常時微動 H/V スペクトル比 
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5.2.7  微動計測結果との比較 
 図  5.2.15 に小仲台(A)地区の常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数を示
す。どちらも、斜面直上から 10m の範囲では 4.5Hz 付近に高いピークを持ち、それより
離れると 4.5Hz 付近のピークは不明瞭となり、かわりに 6Hz 付近にピークが表れている。
ピーク振動数の変化の仕方も整合的である。 
 図  5.2.3 に示しているように、ゆるみ層のないモデルでは、この斜面直上の 4.5Hz 付近
のピークは見られない。したがって、常時微動 H/V スペクトル比に見られる、この 4.5Hz
付近の高いピークは、ゆるみ層の影響で表れていると考えられる。 
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    (a)常時微動 H/V スペクトル比         (b)2 次元 FEM の伝達関数の比較 
図  5.2.15 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較 
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5.3  新しい切土斜面の検討 
5.3.1  解析モデル 
 数年前に切土を行い、ゆるみ層のほとんどが除去されている松戸地区の 2 次元地盤モデ
ルを作成した。断面形状および斜面の地盤構造は、2 章で説明した崩壊調査を行ったとき
の報告書 5.5)を参考にした。 
 地盤の S 波速度は、第 3 章で決定した N 値と深度による推定式等により決定し、土の単
位体積重量等の物性値は、周辺の地盤調査結果等を参考に決定した。 
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図  5.3.1 2 次元 FEM モデルと物性値（松戸地区） 
 
5.3.2  解析結果 
（１） 伝達関数 
 伝達関数を斜面からの距離により整理したものを図  5.3.4 に示す。横軸は斜面上端から
の距離、縦軸は振動数、色の変化は伝達関数の絶対値（増幅率）を表している。伝達関数
は斜面上端を 0m とした 0～100m は 2m 間隔で抽出した。図  5.3.2 のモデルは、斜面近傍
では水平成層地盤ではないが、斜面上端部 0m から台地側は水平成層地盤となっている。
従って、台地の地表面全体における鉛直下方の土質条件は同一であり、その条件を用いて
行った 1 次元解析結果を右端に示す。 
 伝達関数は、斜面からの距離により増幅率の変化が見られるが、ピーク振動数はほぼ 6
～7Hz付近であり、自然斜面の解析のような斜面近傍の低い振動数のピークは見られない。
伝達関数を抽出した範囲では、増幅率の最大値は斜面上端から 88m、90m 位置で、6.3Hz、
6.2Hz に表れており、1 次元解析の増幅率よりかなり大きい。このことにより、斜面の影
響はかなり遠方に及ぶことが考えられる。 
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図  5.3.2 伝達関数の斜面からの距離による変化（松戸地区） 
 
（２） 最大加速度 
 地表面の応答最大加速度を図  5.3.3 に示す。最大加速度は 1m ごとに抽出した。台地面
である斜面上端から 0～100m の範囲の最大値は、自由地盤の地表面の最大加速度に対し、
告示波で 1.18 倍、八戸波では 1.28 倍となった。斜面上端での応答加速度が告示波のほう
が八戸波より大きい、告示波では斜面から 10m、八戸波は 20m 付近で最大値となるなど
全体的な傾向は、5.2 節で検討した成層地盤モデルに似ている。しかし、次に最大加速度
が大きくなる距離は異なっており、地盤性状や斜面形状などが影響していることが考えら
れる。 
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図  5.3.3 地表面の最大加速度（松戸地区） 
 
5.3.3  常時微動計測結果との比較 
 図  5.3.4 に松戸地区の常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数を示す。ど
ちらも、6Hz 付近にピークを持ち、ピークの高さの変動はあるが、ピーク振動数の変化は
小さい。解析では 55m 付近からピーク振動数が高くなっている。また、常時微動 H/V ス
ペクトル比は、20m 付近が最も大きな値を示し、解析も 16m、18m の伝達関数が最も大
きく、両者の傾向は整合的であると言える。 
 切土斜面上部の松戸地区では、斜面近傍のピーク振動数の不連続性が見られなかった。 
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        (a)常時微動 H/V スペクトル比        (b)2 次元 FEM の伝達関数の比較 
図  5.3.4 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較(松戸地区) 
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5.4  古い切土斜面の検討 
5.4.1  成層地盤モデルによる解析 
（１） 解析モデル 
 古くから切土斜面となっている亥鼻(A)地区の 2 次元地盤モデルを作成した。断面形状は
千葉市都市計画図(1:2500)から読み取り、斜面の地盤構造は既往のボーリング資料を参考
にした。 
 地盤の S 波速度は、第 3 章で決定した N 値と深度による推定式等により決定し、土の単
位体積重量等の物性値は、周辺の地盤調査結果等を参考に決定した。 
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図  5.4.1 2 次元 FEM モデルと物性値（亥鼻(A)地区） 
 
（２） 常時微動計測結果との比較 
 図  5.4.2 に亥鼻(A)地区の常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数を示す。
常時微動 H/V スペクトル比は、斜面直上で高いピークを持ち、斜面から離れるとピークが
低くなる。また、卓越している振動数の幅が高振動数側に広くなっている。それに対し、
伝達関数は松戸地区と同様に、斜面直上のピークが低く、斜面から 20m 程度離れた位置の
ピークが高くなっている。また斜面直上の増幅の裾野は広いが増幅率は低い。 
 図  5.4.3 は斜面近傍の常時微動 H/V スペクトル比と FEM の伝達関数を比較したもので
ある。常時微動が斜面に近いほどスペクトル比が高くなっているのに対し、伝達関数はわ
ずかであるが、斜面に近いほど低くなっており、常時微動と伝達関数は異なる傾向を示し
ている。 
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      (a)常時微動 H/V スペクトル比        (b)2 次元 FEM の伝達関数の比較 
図  5.4.2 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較(亥鼻(A)地区) 
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         (a)常時微動 H/V スペクトル比       (b)2 次元 FEM の伝達関数 
図  5.4.3 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較(箇所ごと) 
 
5.4.2  薄いゆるみ層を考慮したモデルによる解析 
（１） 解析モデル 
 亥鼻(A)地区は非常に古い切土斜面であり、斜面の表層は切土当初より風化や草根の侵入
等により、剛性が低下していることが考えられる。その影響を検討するために、図  5.4.4
に示す、斜面表層の剛性を低下させたモデルを作成し解析を行った。 
 常時微動計測で斜面から 2.5m までの H/V スペクトル比が高いことから、斜面から 3m
の範囲の剛性を低下させた。斜面から 1m の常時微動 H/V スペクトル比は、2.5m 位置よ
りさらに大きいことから、剛性もさらに低下させている。 
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図  5.4.4 薄いゆるみ層を考慮した 2 次元 FEM モデルと物性値（亥鼻(A)地区） 
 
（２） 常時微動計測結果との比較 
 常時微動 H/V スペクトルと斜面からの距離の関係を図  5.4.5(a)に、薄いゆるみ層を考慮
した 2 次元 FEM モデルによる伝達関数と斜面からの距離の関係を図  5.4.5(b)に示す。ま
た、斜面近くの常時微動と伝達関数を図  5.4.6 に示す。成層のモデルによる解析と異なり、
ゆるみを考慮したモデルによる解析では、斜面近くの増幅率が高くなっており、特に高振
動数側にその傾向が強い。図  5.4.3、図  5.4.6 に示すように、斜面から 0～10m の範囲で
は、常時微動 H/V スペクトル比が斜面から 1m、2.5m で高い値を示し、それより離れると
ほぼ一定の値となる。この傾向は成層モデルには見られないが、ゆるみを考慮したモデル
では同様の傾向が認められる。したがって、亥鼻(A)地区の斜面際の高い常時微動 H/V ス
ペクトル比は、斜面沿いのゆるみが影響していることが考えられる。 
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図  5.4.5 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較(周波数-距離関係) 
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図  5.4.6 常時微動 H/V スペクトル比と 2 次元 FEM の伝達関数の比較(箇所ごと) 
 
（３） 成層地盤モデルとの比較 
 図  5.4.6 は、成層地盤モデルと薄いゆるみ層モデルによる伝達関数を 2m 間隔で抽出し、
斜面からの距離で整理したものである。各グラフの右端は 1 次元解析の伝達関数である。
全区間にわたって卓越する振動数はほぼ同じであるが増幅率は増減し、成層地盤モデルで
は、斜面から 90～100m 付近の増幅率がもっとも高くなっており、斜面の影響が及んでい
ることが考えられる。このモデルによる解析範囲は斜面から 100m までであり、さらに遠
方まで斜面の影響が及んでいる可能性がある。成層地盤モデルと薄いゆるみ層のモデルは、
斜面から 3m の範囲の地盤条件が異なるのみであるが、両者の伝達関数の違いは、その範
囲にとどまらない。 
 図  5.4.8 は最大加速度分布を示したものである。成層地盤モデルの台地での最大加速度
は、斜面から 15m 程度離れた位置であるが、ゆるみ層モデルでは斜面際となっている。小
仲台(A)地区では、ゆるみ層は斜面から 10m 程度であるのに対し、このモデルではゆるみ
層は薄いため、斜面のごく近傍のみが非常に高い値を示している。また、小段や小段の下
側斜面の表層も深さ 1m の範囲の剛性を低下させているが、この影響はほとんど現れてい
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図  5.4.7 伝達関数の斜面からの距離による変化（亥鼻地区） 
 
 
図  5.4.8 最大加速度分布（亥鼻(A)地区） 
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5.5  第５章のまとめ 
 常時微動計測を行った台地のうち、自然斜面に面した台地、新しい切土斜面に面した台
地、古い切土斜面に面した台地の 3 箇所について、地盤モデルを作成し、2 次元有限要素
法による解析を行った。このうち軟弱な層（ゆるみ層）が厚く堆積している自然斜面につ
いては、地盤調査結果に忠実なゆるみ層のある地盤モデルと共に、このモデルと同じ地形
でゆるみ層がないモデルを作成し、両者の解析結果の比較を行った。これらの解析により、
以下の結果が得られた。 
 
・ 斜面による地形効果には、形状の効果と斜面沿いの軟弱層の影響に分けられる。この
斜面沿いの軟弱層による地盤増幅は、自然斜面のみではなく、古い切盛土斜面につい
ても考慮する必要がある。 
・ 同じ地形でゆるみ層のあるモデルとゆるみ層がないモデルおよび自然斜面と切土斜面
のモデルによる解析結果により、斜面直上の地震動増幅の主たる要因は、ゆるみ層の
存在にあり、地形のみの影響は軽微であると考えられる。 
・ 斜面の影響は遠方に及ぶ。斜面際のみではなく、斜面から離れた台地でも斜面の影響
により地震動が増幅する可能性がある。 
・ 斜面からの距離による常時微動 H/V スペクトル比の変化とゆるみ層の分布範囲に関連
性が見られる。斜面のゆるみ領域の特定は困難であるが、常時微動計測により範囲の
特定につながる可能性がある。 
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6． 斜面形状の違いが地盤震動特性に与える影響 
 5 章で斜面の成因と地盤震動特性の関係について検討を行った結果、自然斜面の場合に
は斜面沿いの軟弱な層（ゆるみ層）が地盤震動特性に大きな影響を与えていることが判明
した。本章では、単純な形状の 2 次元地盤モデルを作成し、斜面の高さ・勾配、また斜面
に沿ったゆるみ層といった斜面形状の違いが地盤震動特性に与える影響をより詳細に検討
する。本章の 2 節( 6.2 )の内容は 5 章と同様に、地震工学会論文集（2008 年）6.1)において
発表した論文に加筆したものである。 
 
6.1  既往の研究における地盤モデルについて 
 台地を対象とした既往の研究では、小林ら 6.2)（設計用入力地震動研究委員会）の解析は
図  6.1.1 に示す斜面高さ 30m、斜面勾配 30°のモデルが用いられている。また、建設省総
合技術開発プロジェクトにおける解析例えば 6.3)では、図  6.1.2 に示す斜面高さ 16m のモデ
ルにより、斜面高さを固定し、斜面勾配を変化させた検討が行われている。建設省総合技
術開発プロジェクトの一環として行われた西川 6.4)の研究によると、入射波を 4Hz の
Ricker Wavelet(SH 波)として、5～60°の範囲で斜面勾配を変えて伝達関数比を計算した
結果、一様地盤では 35°で最大値となっている。本研究では、これら既往の研究を参考に、
検討する解析モデルや解析条件を決定した。 
 
 
図  6.1.1 設計用入力地震動研究委員会 6.2)で用いられた解析モデルの例 
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図  6.1.2 建設省総合技術開発プロジェクト 6.3)における解析モデルの例 
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6.2  一様地盤モデルによる斜面の影響の検討 
6.2.1  地表面の応答に対する斜面の影響 
（１） 解析モデルと解析条件 
 本節は、一様地盤モデルにより、斜面上部地盤の震動特性に対する斜面形状の影響につ
いて検討を行ったものである。斜面があることによる地表面の応答の変化を確認するため
に、図  6.2.1 に示す斜面勾配 1：1.5（33.7°）、斜面高さ H が 10m の一様地盤（半無限地
盤）のモデルを用いて線形解析による検討を行った。要素は 2.5m×2.5m を基本サイズと
し、前章と同様に、解析は 2 次元有限要素解析（解析コード：DINAS6.5)）の複素応答（周
波数応答）解析の線形計算を行った。解析モデルの境界条件は、側方はエネルギー伝達境
界、底面は粘性境界とし、計算振動数は、伝達関数の計算では 0.1Hz 間隔で 15Hz までと
した。 
 伝達関数は斜面上端を 0m として、−20～50m の範囲では 5m 間隔、その他の範囲では
10m 間隔で抽出した。地表面の最大加速度応答は 2.5m 間隔で抽出した。 
 このモデルは台地を想定しているため、以降の説明等には、図  6.2.1 の緑字で示す「低
地」、「台地」などの用語を用いている。 
 
 
図  6.2.1  解析モデルの模式図(地表面の応答) 
 
 
（２） 解析結果 
 図  6.2.2 (a)に斜面上端からの距離と伝達関数の関係を示す。モデルが一様地盤であり、
地盤材料に減衰があるため、伝達関数は振動数が高くなるほど低下する。台地側の斜面近
くの伝達関数は、水平一様地盤（1 次元解析：図中 1D）と比較して値が大きくなる傾向が
見られるが、振動数により最大値を示す距離が異なっている。また、斜面から離れること
により伝達関数は低くなるものの、その変化は線形的ではなく複雑な傾向を示している。
特定の振動数、特に高振動数に着目すると、伝達関数が増減を繰り返していることがわか
る。また、斜面及び斜面直下の高振動数の伝達関数はかなり低くなっている。 
 図  6.2.2 (b)は(a)の伝達関数と水平一様地盤の伝達関数の比（伝達関数比）、図  6.2.2 (c)
は両者の差を示したものである（以降、伝達関数差）。比、差とも最大値は斜面から 10m
の 15Hz であるが、比では 1.35、差では 0.14 となっている。伝達関数値（絶対値）は 0.54、
1 次元解析では 0.4 であり、この場合、伝達関数比は 1 次元解析結果が小さいことによる
過大評価であると言える。図  6.2.2 (b)(c)から、1 次元解析と 2 次元解析の伝達関数を比較
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すると、低地側の低振動数では 1 次元解析の値が大きく、また斜面直下ではほぼ全ての振
動数で 1 次元解析が大きい。一方、台地側では低振動数では 2 次元解析が大きく、斜面直
上ではほぼ全ての振動数で 2 次元解析が大きいことが判る。 
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(b)一次元解析との比(2D-FEM/1D)   (c)一次元解析との差(2D-FEM－1D) 
図  6.2.2  斜面からの距離による伝達関数の変化 
 
 これらの図から、斜面上部の台地では、斜面の影響はかなり遠方に及ぶが、水平一様地
盤の伝達関数値に対して 1.1 倍以上の値を示す範囲は、斜面から 50m 程度、1.05 倍以上
では 150m 程度までであり、それより離れると影響はかなり小さくなる。文献 6.6)によると、
最大振幅で検討した斜面の影響範囲は、斜面勾配による差はあまりなく、SH 波と SV 波
か、また Vs 比（表層地盤と基盤のせん断波速度 Vs の比）によって異なっている。Vs 比
1 である一様地盤の SV 波では 60m 程度とあり、今回の検討結果の 50m 程度と近い結果
となっている。 
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6.2.2  斜面高さの違いによる影響 
（１） 解析モデルと解析条件 
 斜面高さの違いが震動特性に与える影響を検討するために、斜面高さ 5ｍ、10m、20m、
30m の 4 種類の地盤モデルにより解析を行った。解析モデルの模式図を図  6.2.3 に示す。
斜面高さ以外の解析条件は前項と同様である。計算振動数は、伝達関数の計算では 0.1Hz
間隔、最大加速度応答計算では 0.0244Hz 間隔で 15Hz までとした。 
 入力地震動は、前章と同様に告示波と八戸波の最大加速度を、単位加速度である 1.0m/s2
になるように調節したものを用い、モデル底面から面内方向（SV 波）に時間間隔 0.01 秒
で入力した。 
 
図  6.2.3 解析モデルの模式図（高さの検討） 
 
（２） 斜面による地震動増幅と斜面からの距離の関係 
 図  6.2.4 は、伝達関数の斜面からの距離による分布の比較を、図  6.2.5 は図  6.2.4 の伝
達関数差（伝達関数と水平一様地盤の伝達関数との差）を示したものである。斜面の高さ
が異なっても、振動数特性や斜面からの距離の傾向に大きな違いはないが、斜面が高くな
るほど伝達関数の絶対値も大きくなる傾向があり、斜面及び斜面直下では増幅が小さくな
っていることが判る。斜面の影響範囲も斜面が高いほど広がる傾向にある。 
 図  6.2.6 に地表面最大加速度比と伝達関数の差の最大値分布を示す。斜面が高いほど斜
面直下の最大加速度比が低く台地の最大加速度比が高い。最大加速度比の最大値を示す位
置は入射波により異なるが、斜面上端から離れた位置に現れている。Ricker wavelet の SH
波入力で検討した既往の研究 6.7)でも、最大振幅は斜面上端部から少し離れた位置で発生し
ており、今回の検討結果と整合する。 
 今回の解析では、入力地震動が八戸波の場合、最大加速度比の最大値は斜面から約 50m
位置であり、斜面高さが 30m の場合には最大加速度比が 1.2 を超えている。これは、斜面
直近というにはやや離れた位置であり、斜面からやや離れた位置についても斜面による地
震動の大きな増幅が発生する恐れがある。 
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図  6.2.4  伝達関数の斜面からの距離による分布の比較 
 
 
 
図  6.2.5  1 次元解析と 2 次元解析の伝達関数の差 
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図  6.2.6  地表面最大加速度比と伝達関数差の最大値の分布 
 
6.2.3  斜面勾配の違いによる影響 
（１） 解析モデルと解析条件 
 斜面勾配の違いが震動特性に与える影響を検討するために、斜面勾配 1：2.0（27°）、1：
1.5（34°）、1：1.0（45°）、1：0.5（63°）の 4 種類について検討を行った。解析モデ
ルの模式図を図  6.2.7 に示す。斜面勾配以外の解析条件は 6.2.1 、 6.2.2 と同様である。 
 
 
図  6.2.7 解析モデルの模式図（勾配の検討） 
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（２） 斜面による地震動増幅と斜面からの距離の関係 
 図  6.2.8 は、伝達関数の斜面からの距離による分布の比較を、図  6.2.9 は図  6.2.8 の伝
達関数差（伝達関数と水平一様地盤の伝達関数との差）を示したものである。斜面の勾配
の変化により、伝達関数や伝達関数差の大きさに変化は見られない。しかし、勾配が急に
なるほど、斜面直上の伝達関数が高くなる傾向が見られる。斜面勾配 1：2.0 では斜面上端
から数 10m 離れた位置の伝達関数が高いが、1:0.5 では斜面直上の伝達関数が高い。しか
し、斜面勾配の影響は斜面直近に留まっている。 
 図  6.2.10 に地表面最大加速度比と伝達関数の差の最大値分布を示す。最大加速度比も
伝達関数と同様に斜面直近では勾配の変化により最大加速度比の分布も異なっているが、
斜面から離れると影響は見られない。 
 
   
  
図  6.2.8  伝達関数の斜面からの距離による分布の比較 
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図  6.2.9 1 次元解析と 2 次元解析の伝達関数の差 
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図  6.2.10 1 次元解析に対する最大加速度と伝達関数の差の比 
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6.2.4  地盤の S 波速度の違いによる影響 
（１） 解析モデルと解析条件 
 地盤の S 波速度の違いが震動特性に与える影響を検討するために、斜面高さ 10m、勾配
1：1.5（34°）のモデルを用い、S 波速度（Vs）が 200m/s、300m/s、400m/s の 3 種類に
ついて検討を行った。解析モデルの模式図を図  6.2.11 に示す。S 波速度以外の解析条件は
 6.2.1 、 6.2.2 と同様である。 
 
図  6.2.11 解析モデルの模式図（S 波速度の検討） 
 
（２） 斜面による地震動増幅と斜面からの距離の関係 
 図  6.2.12 に地表面最大加速度比と斜面上端からの距離の関係を示す。S 波速度が遅いと
き最大加速度比が高く、最大値位置が斜面近くになる傾向が見られる。斜面高さや斜面勾
配の検討では、入力地震動が同じであれば、最大加速度比の最大値の出現位置はほぼ同じ
であったが、S 波速度が異なると最大値の位置が異なっている。 
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図  6.2.12 1 次元解析に対する最大加速度(S 波速度の違い) 
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6.2.5  斜面形状と台地の増幅 
  6.2.2 項から 6.2.4 項の検討のように、斜面形状や地盤物性により斜面上部の台地の震
動特性に変化が見られた。この斜面形状および地盤物性と台地の増幅の関係について、最
大加速度比により検討を行った。 
 図  6.2.13 に最大加速度比の最大値と斜面高さの関係を示す。これまでの検討結果のよ
うに、最大加速度の最大値は斜面高さの影響と地盤の S 波速度の影響を受け、斜面勾配の
影響をほとんど受けない。したがって、図  6.2.13 は、斜面勾配は一定（1：1.5）として
計算を行っている。最大加速度比の最大値は入力波や地盤の S 波速度により異なるが、斜
面が低い範囲ではほぼ線形的に斜面高さと比例している。今回解析した範囲では、斜面高
さ 10m あたり 5～10％最大加速度比が高くなっている。 
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図  6.2.13 最大加速度の最大値と斜面高さの関係 
 
6.2.6  反射波の影響 
 斜面で発生する反射波については、文献 6.6)で詳細な検討が行われており、水平成層地盤
の重複反射波と斜面で生成される反射波が重なり合う波動モデルから、伝達関数の空間変
化をモデル化している。また文献 6.8)は、波動伝播メカニズムの観点から、斜面勾配の変化
による反射波の特性の違いと地盤震動特性について考察を行い、斜面勾配が急な場合は表
面波（レイリー波）の発生が顕著であること、斜面の影響は斜面高さの 10 倍以上の範囲
に及び、その範囲は振動数により変化することを明らかにしている。本研究では、文献 6.8)
と同様の手法を用い、斜面で生成される反射波が地盤震動に与える影響の大きさとその範
囲について、前項と同様に高さ 10m のモデルを用いて検討を行った。 
 図  6.2.14 は断面内の反射波の水平(x)方向位相分布を、図  6.2.15 は鉛直(y)方向位相分
布を示したものである。また、水平(x)方向の鉛直断面の変位分布及び半無限地盤のレイリ
ー波モードを図  6.2.16 に、鉛直(y)方向を図  6.2.17 に示す。振動数の違いによる分布の差
を比較するために、低振動数の 3Hz、高振動数の 9Hz とその中間の 6Hz について計算を
行った。図  6.2.14、図  6.2.15 の位相分布は 2 次元 FEM の周波数応答関数（加速度）の
位相を断面上のそれぞれの位置で周波数ごとに計算したものであり、図  6.2.16、図  6.2.17
は周波数応答関数（変位）の振幅とレイリー波のモード振幅と比較したものである。これ
らの図の解析結果は、入射波の影響を排除するために、水平(x)方向変位については、2 次
元解析の結果から 1 次元解析（水平一様地盤）の結果を引いたものを用いている。 
 今回検討したモデルでは、斜面で生成される反射波として、反射 SV 波、レイリー波、
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境界面波が考えられる。斜面勾配が急であることから反射 P 波は発生せず、境界面波とし
て伝わる。図  6.2.14、図  6.2.15 の斜面から斜め下方に向かう反射波は位相速度が 300m
程度であることから、反射 SV 波であると考えられる。特に鉛直(y)方向変位（図  6.2.15(b)、
(c)）に顕著であるが、地表面に鉛直に同位相の波が見てとれる。これは、図  6.2.17(b)、
(c)でレイリー波の基本モードと深度方向の変位分布が概ね対応し、位相速度が 300m 程度
であることから、レイリー波であると考えられる。図  6.2.14 についても、6Hz、9Hz の
地表面付近にはレイリー波が認められる。図  6.2.14(b)のレイリー波より深部に見られる
波は位相速度がほぼ P 波速度に対応するが、境界面波であるか、他の波であるか今後の検
討が必要である。 
 これらの図から、3Hz ではほとんどレイリー波を確認できないが、6Hz、9Hz では斜面
から 100～200m 離れるとレイリー波が確認できる。レイリー波が確認できる距離は、図 
 6.2.2(c)で水平一様地盤との差がほとんどなくなる（±0.03～0.04 程度）距離にほぼ対応
していると考えられる。 
 したがって、斜面により表面波が生成されることが、斜面の影響が遠方に及ぶ原因と考
えられるが、ある程度斜面から離れて、反射した実体波が減衰し表面波が優勢となると増
幅は数％のレベルとなることがわかる。 
 
 
 
 
図  6.2.14  反射波の位相分布（水平(ｘ)方向） 
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図  6.2.15 反射波の位相分布（鉛直(y)方向） 
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             (a)3Hz        (b)6Hz     (c)9Hz 
図  6.2.16 鉛直断面の変位分布及び半無限地盤のレイリー波モード（水平(x)方向） 
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             (a)3Hz             (b)6Hz        (c)9Hz 
図  6.2.17  鉛直断面の変位分布及び半無限地盤のレイリー波モード（鉛直(ｙ)方向） 
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6.3  2 層地盤モデルによる斜面の影響の検討 
6.3.1  解析モデルと解析条件 
 実際の千葉市周辺の台地に近い 2 層地盤モデルにより、斜面の形状の違いが周辺地盤の
斜面震動特性に与える影響の検討を行った。解析モデルの模式図を図  6.3.1 に示す。基盤
層、表層の 2 層からなる地盤モデルを想定し、台地の地表面から GL-35m までを表層、そ
れ以深を基盤層として深さ 10m の層を設けた。底面は基盤層と同じ物性値を持つ粘性境界
とし、側方は伝達境界とした。モデルの幅は、斜面上端から 400m、斜面下端から 40m 以
上となるようにした。 
 解析ケースを表  6.3.1 に示す。斜面高さの影響を検討する場合には、斜面勾配は 1：1.5
に固定し、斜面勾配の影響を検討する場合には、斜面高さ 10m に固定した。また、表層と
基盤のインピーダンス比の影響を検討するモデルは、斜面高さ 10m、斜面勾配 1：1.5 と
した。 
 図  6.3.2(a)～(c)に解析モデルの有限要素メッシュ図を示す。斜面沿いは、 6.4 節でゆる
み層の有無の影響を検討するために、小さなせん断波速度でも十分な精度が確保できるよ
うに 0.5m 間隔としている。図  6.3.2 は斜面勾配が 1：1.5 の例であり、斜面沿いの濃い茶
色の部分は、ゆるみ層の幅が 10m のときのゆるみ層位置を示している。地盤モデルは、斜
面勾配により斜面下端位置が異なる地盤モデルとなっている。 
 伝達関数の計算は、複素応答（周波数応答）解析の線形計算で、計算振動数は 0.1Hz 間
隔で 15Hz までとした。最大加速度応答の計算は、第 5 章と同様に告示波及び八戸波を用
いた。 
 
斜面形状
斜面高さ H 5ｍ 10ｍ 20ｍ
1：2.0 1：1.5 1：1.0 1：0.5
26.6° 33.7° 45.0° 63.4°
物性値
S波速度 P波速度 密度
(m/s) (m/s) (×103kg/m3)
150 497 1.8 0.02
200 663 1.8 0.02
300 995 1.8 0.02
400 1327 1.8 0.02
表層
解析条件
斜面勾配 θ
減衰
基盤層  
図  6.3.1 解析モデルの模式図 
 
表  6.3.1 解析ケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最大加速度
高さH 表層Vs 表層Vs 表層Vs 表層Vs
(m) 150(m/s) 200(m/s) 300(m/s) 200(m/s)
5 1:2.0 ○ ○ ○ －
1:1.5 ○ ○ ○ ○
1:1.0 ○ ○ ○ －
1:0.5 ○ ○ ○ －
10 1:2.0 ○ ○ ○ ○
1:1.5 ○ ○ ○ ○
1:1.0 ○ ○ ○ ○
1:0.5 ○ ○ ○ ○
20 1:2.0 ○ ○ ○ －
1:1.5 ○ ○ ○ ○
1:1.0 ○ ○ ○ －
1:0.5 ○ ○ ○ －
伝達関数斜面形状
勾配θ
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(a) H=5m モデル 
 
(b) H=10m モデル 
 
(c) H=20m モデル 
図  6.3.2 有限要素メッシュ図 
 
6.3.2  斜面からの距離と伝達関数最大値の関係 
 斜面高さや斜面勾配、せん断波速度の条件による斜面を含む地盤における震動特性の変
化について検討を行うために、4m 間隔で伝達関数を計算し、0～15Hz 間の最大値（最大
増幅率）を抽出した。また、図  6.3.3 に示すように、1 次元の伝達関数を求め、その最大
値と比較した。 
 FEM による最大増幅率と斜面からの距離の関係を、図  6.3.4、図  6.3.5、図  6.3.6 に示
す。台地では、前節の検討と同様に、斜面が高いと全体的に最大増幅率が高くなり、勾配
が大きいと斜面上端の最大増幅率が高くなる。また、斜面から斜面下端にかけて最大増幅
率が小さい値となる。低地側では、斜面高さ 20m の場合は斜面下端の最大増幅率が小さい
が、下端から急激に大きな値をとり、1 次元伝達関数最大値より大きくなる。しかし斜面
高さ 10m、5m の場合には、下端から 40～60m の範囲では 1 次元最大増幅率より小さな
値で推移している。 
 台地側の最大増幅率は、1 次元最大増幅率をはさむように上下し、斜面から離れると 1
次元の最大値に近づいてゆく形状を示している。この形状は、表層のせん断波速度（基盤
とのインピーダンス比）により変化し、表層のせん断波速度が大きい（基盤とのインピー
ダンス比が小さい）と、1 次元最大増幅率の値に早く収束する。1 次元伝達関数をはさむ
振幅は、斜面の高さが高いと大きくなっている。 
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図  6.3.3 1 次元伝達関数と FEM による 2 次元伝達関数 
(Vs=200m/s の場合) 
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図  6.3.4 伝達関数最大値と斜面からの距離の関係(表層 Vs=150m/s) 
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図  6.3.5 伝達関数最大値と斜面からの距離の関係(表層 Vs=200m/s) 
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図  6.3.6 伝達関数最大値と斜面からの距離の関係(表層 Vs=300m/s) 
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6.3.3  斜面からの距離と最大加速度の関係 
 最大加速度は、表層のせん断波速度 200m/s の条件で、斜面高さの影響については斜面
勾配が 1：1.5 のケース、斜面勾配の影響については斜面高さ 10m のケースについて解析
を行った。斜面からの距離と最大加速度の関係を図  6.3.7 に示す。最大加速度についても、
伝達関数と同様に斜面高さは斜面から離れても影響し、斜面勾配については斜面近傍のみ
に影響している。また斜面が高い場合に、最大加速度も大きな値を示し、斜面勾配が大き
な場合には斜面上端部の最大加速度が大きくなっている。一方で伝達関数では斜面上端か
ら 50~100m 付近で伝達関数が大きくなっているが、最大加速度ではそれより斜面よりの
10~30m 付近の値が大きくなっている。 
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図  6.3.7 斜面からの距離と最大加速度の関係（全体） 
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図  6.3.8 斜面からの距離と最大加速度の関係（斜面近く） 
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6.3.4  斜面上端部の震動特性の検討 
 斜面上端では斜面勾配が大きい場合に、最大増幅率および最大加速度が大きくなる傾向
が見られた。斜面勾配（°）と 2 次元最大増幅率の 1 次元最大増幅率に対する比（以降、
最大増幅率比）の関係を図  6.3.9 に示す。斜面高さ 10m のケースでは、最大加速度の自由
地盤応答に対する比（以降、最大加速度比）もあわせて示す。この結果を整理すると以下
のようになる。 
・ 斜面勾配が大きいと最大増幅率比（最大加速度比）が高くなり、その傾向は斜面が
高いほど顕著 
・ 表層のせん断波速度が大きいほど最大増幅率比が高いが、これも斜面が高いときに
顕著である。斜面が低いと差は小さい。 
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図  6.3.9 斜面高さごとの斜面上端部の伝達関数比と斜面勾配の関係 
 
6.3.5  台地の最大増幅率 
 台地の最大増幅率が現れる位置は、図  6.3.4～図  6.3.6 に示すように、斜面勾配が大き
い場合には斜面上端であるが、概ね斜面上端から 50～100m 程度離れた位置である。斜面
が高いほど、また表層地盤のせん断波速度が低いほど、最大増幅率は高い傾向にある。一
方で斜面から離れた位置の最大増幅率に対し、斜面勾配はほとんど影響していないことが
わかる。 
 図  6.3.10 に、斜面勾配ごとの最大増幅率比（2 次元最大増幅率/1 次元最大増幅率）と斜
面高さの関係を示す。斜面高さ 20m、表層のせん断波速度が 300m/s のケースでは、高い
最大増幅率比を示しているが、これは他のケースと異なり斜面近くの高振動数である。こ
のデータを除くと、最大増幅率比については、以下のようにまとめられる。 
・ 斜面高さが高いと最大増幅率比も高い 
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・ 斜面勾配はほとんど関係しない 
・ 表層のせん断波速度の違いにより、伝達関数は大きく異なるが、1 次元解析最大値
に対する比とすると、違いは数％程度である 
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図  6.3.10 斜面勾配ごとの台地の最大増幅率比と斜面高さの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６章 斜面形状の違いが地盤震動特性に与える影響 
 116
6.4  ゆるみ層のある地盤モデルによる斜面の影響の検討 
6.4.1  解析モデルと解析条件 
 斜面沿いに分布するゆるみ層の影響の検討を行うために、斜面沿いにせん断波速度が低
い層を設けたモデルにより解析を行った。解析モデルの模式図を図  6.4.1 に示す。地盤の
S 波速度は、ゆるみ層で 100m/s とし、S 波速度が 300m/s の一様地盤にゆるみ層を設けた
モデルと、前節の 2 層地盤にゆるみ層を設けたモデルについて検討を行った。ゆるみ層の
幅は上端から水平方向の長さで表している。有限要素のメッシュは、図  6.3.2 と同様であ
る。また、解析振動数や入射した地震動についても前節と同じ条件とした。表  6.4.1 に解
析ケースを示す。伝達関数最大値は全条件で計算を行い、高さや勾配の影響については、
表中で○の条件について検討を行った。 
 
 
斜面形状
斜面高さ H 5ｍ 10ｍ 20ｍ
1：2.0 1：1.5 1：1.0 1：0.5
26.6° 33.7° 45.0° 63.4°
物性値
S波速度 P波速度 密度
(m/s) (m/s) (×103kg/m3)
150 497 1.8 0.02
200 663 1.8 0.02
300 995 1.8 0.02
300 995 1.8 0.02
400 1327 1.8 0.02
表層
解析条件
斜面勾配 θ
減衰
基盤層
 
図  6.4.1 解析モデルの模式図 
 
表  6.4.1 解析ケース 
ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅 ゆるみ幅
0ｍ 5ｍ 10ｍ 0ｍ 5ｍ 10ｍ 0ｍ 5ｍ 10ｍ 0ｍ 5ｍ 10ｍ 0ｍ 5ｍ 10ｍ
5 1:2.0 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
1:1.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －
1:1.0 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
1:0.5 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
10 1:2.0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －
1:1.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1:1.0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －
1:0.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －
20 1:2.0 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
1:1.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1:1.0 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
1:0.5 △ △ △ △ △ △ △ △ △ － － － － － －
△：伝達関数最大値の計算のみ
○：伝達関数最大値、高さ・勾配の影響の解析
表層Vs=300m/s
基盤Vs=300(m/s)
最大加速度斜面形状
高さH
(m) 勾配θ
表層Vs=150m/s
基盤Vs=400m/s
伝達関数
表層Vs=200m/s
基盤Vs=400m/s
表層Vs=200m/s
基盤Vs=400m/s
表層Vs=300m/s
基盤Vs=400(m/s)
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6.4.2  一様地盤にゆるみ層を設けたモデルによる検討 
 実際の地盤は複数の層を有し、地表で観測される地震波はそれらの影響を受けている。
一様地盤は現実には存在しないが、ゆるみ層が与える影響を把握するために、一様地盤モ
デル（表層 Vs=300m/s、基盤 Vs=300m/s）にゆるみ層を設けた地盤モデルを作成して解
析を行った。 
 図  6.4.2 に最大加速度比と斜面からの距離の関係を示す。ゆるみ層のある斜面から 10m
の範囲の最大加速度比が非常に高くなっている。しかし、斜面から 10m 以上離れると最大
加速度比はゆるみ層がない場合とほとんど変わらないことから、ゆるみ層の影響は非常に
限定された範囲のみであることがわかる。 
 斜面上端位置の伝達関数を図  6.4.3 に示す。今回の解析モデルでは斜面上端部の鉛直方
向の地盤物性が同じであり、この地盤物性を用いた 1 次元解析も合わせて示した。2 次元
解析は 1 次元解析より増幅率が高く、卓越する振動数も多く複雑な形状を呈する。2 章の
検討では、斜面が高いほど最大加速度比が高くなっていたが、図  6.4.2 では、高さ 20m（告
示波）より高さ 10m（告示波）の最大加速度比が高くなっている。これは、図  6.4.3 のよ
うに斜面上端位置の振動特性が複雑であることが影響していると考えられる。 
 図   6.4.4 に斜面高さ 10m のときの斜面からの距離による伝達関数の変化を示す。図 
 6.4.2 と同様にゆるみ層のある斜面上端(0m)と斜面から 5m 位置の伝達関数は大きいが、
ゆるみ層のない斜面から 10m 以降では増幅が小さい。 
 以上の解析から、ゆるみ層により斜面上端付近で非常に大きな地震動の増幅が見られる
が、影響範囲は限定的であることが判明した。さらにゆるみ層による増幅は比較的高い振
動数で顕著であることが確認できた。 
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図  6.4.2 最大加速度比と斜面からの距離 
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図  6.4.3 斜面上端位置の伝達関数 
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図  6.4.4 斜面からの距離による伝達関数の変化 
 
6.4.3  ゆるみ層の影響範囲 
 最大増幅率比（2 次元 FEM による最大増幅率/1 次元解析による最大増幅率）と斜面か
らの距離から、ゆるみ層の影響範囲の検討を行った。図  6.4.5 は検討したケースのうち表
層 Vｓ=200m/s、基盤 Vs=400m/s とき、斜面高さ H が 10m と 20m で、ゆるみ層の有無
による違いを比較したものである。最大増幅率比を計算した位置にはゆるみ層は分布して
いないが、ゆるみ層に近い（斜面に近い）位置では最大増幅率比が大きくなっている。斜
面が高い、また勾配が急な場合にはゆるみ層が影響する範囲が広くなっている。ただし、
ゆるみ層の層厚は今回等厚のみの検討であることから、影響しているのが地表面の傾斜か
地中の層界にあるかは不明である。 
 また、図  6.4.6 は、斜面高さ 10m、斜面勾配 1：1.0、表層のせん断波速度が 200m/s の
ケースの最大加速度を示したものである。この図はゆるみ層の範囲も含まれている。伝達
関数と同様に、最大加速度についてもゆるみ層の影響は斜面近くのみである。 
 今回の解析は斜面から 400m までを対象としているが、この範囲ではまだ斜面の影響が
現れているのに対し、ゆるみ層の影響は最大で斜面から 100m 程度までと限定的である。 
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図  6.4.5 最大増幅率比と斜面からの距離の関係 
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図  6.4.6 最大加速度と斜面からの距離の関係 
 
6.4.4  斜面近くの地盤震動特性 
（１） 斜面高さの影響 
 斜面高さの変化とゆるみ層の幅の違いによる伝達関数の変化を図  6.4.7 に示す。ここで
は斜面上端をはさんだ-50～20m の範囲について、1m 間隔で伝達関数を抽出した。低地側
の伝達関数は、斜面下端付近で小さく斜面下端から離れると大きくなる傾向にある。ゆる
み層がない場合の斜面の伝達関数は台地側、低地側と比較して小さく、それは特に高振動
数で顕著である。台地側（斜面上端から 20m まで）の 1 次元的な地盤構造は、ゆるみな
しとゆるみ幅 5m のケースでは同じである。また、ゆるみ幅 10m のケースでも斜面高さ
10m、20m では同じであるが、卓越する振動数や増幅率が斜面高さにより異なっている。
台地側で大きく増幅している範囲にはゆるみ層が分布しており、ゆるみ層のないところに
は大きな影響は及んでいない。 
 図  6.4.8～図  6.4.10 に斜面上部の伝達関数を示す。ここに 1 次元解析は、斜面上端部の
鉛直方向の地盤構造を用いて行った 1 次元解析であり、ゆるみ層についても考慮している。
今回の解析に用いた斜面勾配 1：1.5 の場合、ゆるみ幅が 10m のとき斜面上端におけるゆ
るみ層厚は 7m であるため、斜面高さ 5m の場合にはゆるみ層厚も 5m となることから、2
種類の 1 次元解析となっている。 
 図  6.4.8 は斜面上端部の伝達関数である。ゆるみなしの場合は、斜面高さの違いや 1 次
元解析との違いが小さい。それに対し、ゆるみ層がある場合には斜面高さの影響が大きく
現れている。特に 1 次元解析のピーク振動数より高い振動数で増幅が大きい。 
 図  6.4.9、図  6.4.10 は斜面上端から 10m、20m 離れた位置の伝達関数である。ゆるみ
なしの場合は斜面上端よりむしろ 1 次元解析に対してばらつきが見られるが、ゆるみがあ
る場合の伝達関数でも比較的 1 次元解析に近い傾向となっている。斜面上端で顕著である
高振動数の増幅も特に見られない。しかし、鉛直下方の地盤構造は同一であるが、斜面の
低いほうが 1 次元解析に近い傾向を示しており、斜面近くの震動特性に対しても斜面高さ
が影響しているといえる。 
 図  6.4.11 に斜面上端を挟んだ-40～60m の最大加速度を示す。抽出した最大加速度はこ
の範囲の地表面の全節点である。斜面勾配は 1：1.5 であることから、斜面末端位置は斜面
高さ 5m のとき-7.5m、高さ 10m のとき-15m、高さ 20m のとき-30m である。グラフの左
端の○印は自由地盤応答の値であるが、斜面下端ではいずれも自由地盤応答より小さく、
斜面から離れると加速度が大きくなっている。斜面から台地にかけては、斜面高さが高い
場合は加速度も大きい。 
告示波はゆるみ層により斜面上端付近の加速度が大きくなっているが、八戸波ではゆるみ
層の幅が 5m のときにはあまり影響がない。しかし、告示波ではゆるみ層の分布する範囲
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のみで、ほぼゆるみ層の影響がなくなるが、八戸波はゆるみ層の分布しない台地側への影
響する範囲が少し広くなっている。 
 
 
 
(a)H5m、1:1.5、ゆるみなし (b)H5m、1：1.5、ゆるみ幅 5m (c)H5m、1：1.5、ゆるみ幅 10m 
   
 
(d)H10m、1:1.5、ゆるみなし (e)H10m、1：1.5、ゆるみ幅 5m (f)H10m、1：1.5、ゆるみ幅 10m 
   
 
(g)H20m、1:1.5、ゆるみなし (h)H20m、1：1.5、ゆるみ幅 5m (i)H20m、1：1.5、ゆるみ幅 10m 
図  6.4.7 斜面近くの伝達関数（斜面高さの影響） 
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図  6.4.8 斜面上端(x=0m)の伝達関数 
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図  6.4.9 斜面上端から 5m(x=5m)位置の伝達関数 
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図  6.4.10 斜面上端から 10m(x=10m)位置の伝達関数 
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図  6.4.11 斜面近くの最大加速度（斜面高さの影響） 
 
（２） 斜面勾配の影響 
 図  6.4.12 に斜面近くの伝達関数と斜面からの距離の関係を示す。また、図  6.4.13～図 
 6.4.15 に斜面上部の伝達関数を示す。5Hz 以下の振動数では、斜面が急になるほど伝達関
数が大きくなる傾向が見られ、この傾向はゆるみ層があるときに顕著である。ゆるみ層が
ある場合の 1 次元伝達関数の卓越振動数は概ね 5Hz 以下であるが、2 次元伝達関数では 6
～10Hz がもっとも卓越する振動数であり、異なる傾向を示している。2 次元の卓越振動数
付近の伝達関数の大きさと勾配には特に関連性は認められない。 
 図  6.4.16 に斜面近くの最大加速度を示す。ゆるみ層がない場合には斜面直上の加速度
に対して斜面勾配の影響はほとんどないが、斜面勾配が 1：0.5 になると斜面上端の加速度
が大きくなる。ゆるみ層がある場合には、勾配 1:2.0～1:1.0 でも斜面勾配が大きくなると
加速度もわずかに大きくなる。 
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図  6.4.12 斜面近くの伝達関数（斜面勾配の影響） 
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(b)H10, 1:2.0,ゆるみ 5m (c)H10, 1:2.0,ゆるみ 10m 
(d)H10, 1:1.5,ゆるみなし (e)H10, 1:1.5,ゆるみ 5m (f)H10, 1:1.5,ゆるみ 10m 
(g)H10, 1:1.0,ゆるみなし (h)H10, 1:1.0,ゆるみ 5m (i)H10, 1:1.0,ゆるみ 10m 
(j)H10, 1:0.5,ゆるみなし (k)H10, 1:0.5,ゆるみなし (l)H10, 1:0.5,ゆるみなし 
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図  6.4.13 斜面上端(x=0m)位置の伝達関数 
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図  6.4.14 斜面上端から 5m(x=5m)位置の伝達関数 
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図  6.4.15 斜面上端から 10m(x=10m)位置の伝達関数 
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図  6.4.16 斜面近くの最大加速度（斜面勾配の影響） 
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6.5  第６章のまとめ 
 斜面上部の震動特性において、斜面形状の影響のみを考慮した場合は、斜面高さの影響
が大きく、斜面勾配の影響は限定的で小さい。ただし、今回検討した範囲では、斜面形状
の影響による地震動の増幅は 1.2 倍程度である。 
 斜面に沿ってある程度の深さのあるゆるみ層を想定すると、斜面上端部において地震動
が非常に大きく増幅する。地盤の物性や斜面形状などの条件により増幅は 2 倍を超える場
合がある。しかし、このゆるみ層の影響はゆるみ層が分布している範囲にほぼ限定される。
また、ゆるみ層は地表近くに分布するため、それによる地震動の増幅は高振動数成分が多
くなる。したがって地震時に危険性が高い木造住宅の固有振動数とは異なっており、直接
的な建物の被災には結びつきにくいと考えられる。ゆるみ層がある場合は局所的に地震動
が増幅するため、地中のひずみや斜面に大きな応力が発生することによる斜面崩壊や擁壁
の損傷が懸念される。 
 以下に、本章で検討した比較的単純な 2 次元地盤モデルによる斜面形状の違いが斜面付
近の地盤震動特性に与える影響をまとめる。 
 
[形状のみの影響（ゆるみ層のないモデルによる検討）] 
・ 斜面上部の台地の震動特性に対する斜面高さの影響は大きく、今回の検討では、一様
地盤による解析の最大値は斜面が 10m 高くなるごとに、最大加速度、伝達関数とも 1
次元解析より 5～7％程度高くなった。この加速度や伝達関数の最大値は、斜面直近で
はなく、10~60m 程度斜面上端から離れた位置に現れている。また、斜面高さの影響
は広範囲に及んでおり、一様地盤の解析では斜面高さの 5 倍程度離れた位置でも 1 次
元解析と比較して 10％程度増幅している。 
・ 斜面勾配の影響範囲は斜面直近（斜面上端~20m 程度）に限られる。一様地盤による解
析では、検討したなかで最も緩い勾配である 1：2.0 と比較して、斜面勾配の変化によ
る伝達関数や最大加速度の増幅は 1：1.0（45°）以下の勾配ではほとんど見られない
が、急勾配（1：0.5）になると斜面直上の増幅がやや大きい。 
・ 斜面上部の地震動の増幅には斜面での反射波が影響している。反射波には実体波と表
面波があり、主に実体波により地盤が増幅するが、実体波は減衰が大きい。斜面の影
響が遠方に及ぶ原因は斜面での反射で発生する表面波の影響と考えられる。 
・ 2 層地盤モデルによる検討によると、斜面が高くかつ勾配が急であるときの斜面直上の
地盤増幅が大きく、斜面高さ・勾配は相乗する効果を示している。 
[ゆるみ層の影響] 
・ ゆるみ層による地震動増幅の効果は非常に大きいものの、影響する範囲は非常に限定
されている。ゆるみ層の影響で大きな増幅が認められる範囲は、ゆるみ層が分布して
いる範囲であり、その以外では影響はかなり小さくなる。 
・ ゆるみ層の影響を受ける範囲は、斜面高さや斜面勾配に影響を受ける。 
・ 斜面直上における地震動増幅の主な原因はゆるみ層にあると考えられる。しかし、急
勾配ではゆるみ層がない場合でも斜面直上の増幅が大きくなっており、岩盤斜面のよ
うなケースではゆるみ層に関係なく地震動が大きく増幅する可能性が考えられる。 
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7． 地震時の斜面の挙動とゆるみ層の影響 
 前章までの検討により，斜面の影響で周辺地盤に局所的な地震動の増幅が発生し，その
増幅に対して，斜面沿いに分布するゆるみ層の影響が大きいことが推定された。 
 本章においては，非線形有限要素解析により，大地震時における斜面崩壊の危険性とそ
れに対するゆるみ層の影響について検討を行った。 
 
7.1  解析方法と解析モデル 
7.1.1  解析方法 
（１） 解析条件 
 2 次元非線形全応力有限要素解析により解析を行った。解析は直接積分法による時刻歴
応答解析で積分法は Newmark-β法を用いた。また，境界条件は，底面はダンパー（粘性
境界），側面についてもダンパー（粘性境界）として、自由地盤と連結した。減衰はレーリ
ー減衰とした。 
 斜面崩壊の検討には有効応力解析を行う場合が多いが，地震時の検討であることから間
隙水圧の影響を考慮しない全応力解析とした。 
 
（２） 地盤の非線形性と拘束圧依存性の考慮 7.1), 7.2) 
 斜面崩壊を想定した大地震時の地盤の挙動を扱うために地盤の非線形性を考慮する。繰
り返し三軸試験などの結果から、地盤の剛性（G）や減衰(h)はせん断ひずみおよび上載圧
（拘束圧）によりその値が変化することが知られており、また微小なひずみレベルでも非
線形性を示しており、明確な線形領域は見られない。 
 このような動的な地盤の非線形性をあらわす構成則は多くあり、ここでは、有限要素法
の非線形解析でよく用いられている修正 Ramberg-Osgood モデルにより解析を行った。修
正 Ramberg-Osgood モデルの骨格曲線は以下の式で表される。 
( )βτατγ += 1
0G
                          (7.1) 
max
max
2
2
h
h
π
πβ −=                            (7.2) 
β
γα ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛=
05.0
2
G
                           (7.3) 
 
ここで、γ： せん断ひずみ 
τ： せん断応力 
G0： 初期せん断剛性 
α、β： 修正 Ramberg-Osgood モデルのパラメータ 
ｈmax： 最大減衰定数 
γ0.5： 規準ひずみ 
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 自重解析による初期応力を用いて，初期せん断弾性係数 G0，基準ひずみγ0.5 を，以下
の式を用いて有効拘束圧（σm）の依存性を考慮した。 
1
00
n
mi
m
iGG ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
′
′= σ
σ
                          (7.4) 
2
5.05.0
n
mi
m
i ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
′
′= σ
σγγ                           (7.5) 
ここに，ｎ1＝ｎ2 で有効拘束圧依存パラメータであり通常は 0.5，σ ’mi は単位平均応力で，
G0i，γ0.5i はこのときの値である。 
 
7.1.2  解析モデル 
（１） 解析モデルと物性値 
 解析モデルの模式図を図  7.1.1 に示す。斜面高さ 10m のとき，斜面勾配 1：2.0、1：1.5、
1：1.0 について，ゆるみなし，ゆるみ幅 10m（以降ゆるみあり）のモデルにより解析を行
った。また、高さ 20m、斜面勾配 1:2.0 のモデルについても同様に解析を行った。 
 解析物性値を表 7.1.1 に示す。ゆるみ層および表層は非線形，基盤は線形材料として設
定した。ゆるみ層は層の中点で初期せん断波速度 Vs0 が 100m/s，表層は台地側（右側）自
由地盤の GL-17.5m の Vs0 が 200m/s となるように G0 を調整した。基盤は拘束圧依存の考
慮はしていないため一律の剛性である。最大減衰定数ｈmax，基準ひずみγ0.5i は対象地盤
を砂質土と考え，文献 7.1，7.2 により決定した。ｎ1，ｎ2 は式(7.4)，(7.5)のパラメータで
あり，通常に用いられている 0.5 とした。解析対象の周波数が 0～15Hz であることから、
レーリー減衰は 1～7.5Hz の減衰が 2％以下、1～15Hz では 1～4％程度となるように、図 
 7.1.2 に示すように決定した。 
 解析メッシュ図を図  7.1.3 に示す。メッシュのサイズは，斜面（ゆるみ層）付近では 0.5m
×0.5m 以下，表層は 1.0m×1.0m 以下，基盤は 2.0m×2.0m 以下とした。 
 解析には，前章までと同様に告示波と八戸波を用いた。今回の検討では，大地震を想定
して最大加速度を 3.2m/s に調整した。また，地震動の継続時間は告示波 60 秒、八戸波 36
秒であり、その時間内の最大応答及び 5 秒ごとの瞬間値を抽出した。 
 
斜面高さ
10m,20m
X(斜面からの距離）
45
m
220m
100m
下端
斜面
低地
台地
上端
粘性境界
ゆるみ幅0m､10m
基盤層
表 層
ゆるみ層
10
m
35
m
自
由
地
盤
自由地盤
粘性境界
1:2.0
1:1.5
1:1.0
勾配
 
図  7.1.1 解析モデルの模式図 
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表  7.1.1 解析物性値  
表層 基盤 備　考
高さ(m) 10 10 10 20
勾配 1:2.0 1:1.5 1:1.0 1:2.0
86,980 88,470 75,720 81,650 13,455 288,000
---　
---　 σ'm=1tf/m2のときの値
0
0
α
β 0.22176
0.45
0.24
1.158E-03
0.5
0.5
1.8
0.000749
ゆるみ層
条件 共通 共通
解析物性値
レーリー減衰
最大減衰定数（ｈmax）
ポアソン比(ν）
基準ひずみ（γ0.5i)
ｎ1
ｎ2
土の密度(×103kg/m3)
初期せん断弾性係数(G0i)
 
 
 
図  7.1.2 レーリー減衰 
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XZ
要素サイズ0.5×0.5m以下
要素サイズ2.0×2.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下(a)斜面高さ10m、1：2.0
 
      
X
Y
Z
要素サイズ0.5×0.5m以下
要素サイズ2.0×2.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下(b)斜面高さ10m、1：1.5
 
      
X
Y
Z
要素サイズ0.5×0.5m以下
要素サイズ2.0×2.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下(c)斜面高さ10m、1：1.0
 
X
Y
Z
要素サイズ0.5×0.5m以下
要素サイズ2.0×2.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下
要素サイズ1.0×1.0m以下(d)斜面高さ20m、1：2.0
 
図  7.1.3 解析メッシュ図 
 
（２） 初期せん断波速度の分布 
 自重解析および式(7.4)により求めた初期せん断弾性係数 G0 から求めた初期せん断波速
度(Vs0)分布を図  7.1.4，図  7.1.5 に示す。基盤は拘束圧依存ではないため、一様にせん断
波速度 400m/s である。ゆるみ層および表層は拘束圧依存であるため，拘束圧が低い地表
面近くではせん断波速度が遅く、深い深度では拘束圧が高いためせん断波速度が早くなっ
ている。したがって、ゆるみ層と表層の剛性の変化は小さくなっており，隣接する要素の
せん断波速度の違いは数十 m/s 程度となっている。 
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図  7.1.4 初期せん断波速度分布（全体） 
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図  7.1.5 初期せん断波速度分布（斜面近傍） 
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7.2  加速度分布による検討 
 各モデルで計算した最大加速度分布を図  7.2.1～図  7.2.4 および巻末付図に示す。また、
高さ 10m、勾配 1:1.5 のモデルについては、5 秒ごとの時刻の加速度分布を巻末付図に示
す。 
 斜面モデルや入力地震動の違いによる最大加速度分布の違いを以下にまとめる。 
 
・ ゆるみ層の有無による違い：ゆるみがあると斜面に沿って加速度が大きい。特に鉛直(ｙ)
方向が顕著。 
・ 斜面形状による違い：顕著な違いは見られない。斜面が高いケースのゆるみ層内部、特
に鉛直(y)方向加速度がやや大きい傾向にある。 
・ 入力地震波の違い：水平(x)方向加速度は、告示波入力ではおおむね標高が高いところで
加速度が大きい。一方、八戸波はゆるみがないケースでも斜面沿い（地
表）の加速度が大きい。ゆるみ層がある場合の鉛直(ｙ)方向加速度は、
八戸波が地表のごく浅いところのみ加速度が大きくなっているケース
が多いが、告示波ではやや深いところまで加速度が大きい。 
 
(d-2) H20m,1:2.0, ゆるみあり
(a-1) H10m,1:2.0, ゆるみなし
-30  -20　 -10    0　　10　 20     -20　 -10    0　　10　 20     -20　 -10    0　　10　 20
50
40
30
20
40
30
20
斜面上端からの距離 (m) 斜面上端からの距離 (m) 斜面上端からの距離 (m)
(a-2) H10m,1:2.0, ゆるみあり
-50   -40  -30   -20　 -10    0　　10   20　
斜面上端からの距離 (m)斜面上端からの距離 (m)
-50   -40  -30   -20　 -10    0　　10　
50
40
30
20
10
3.8
3.4
3.0
2.6
2.2
1.8
1.4
1.0
0.6
0.2
最大
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図  7.2.1 最大加速度分布（告示波入力：水平(x)方向） 
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図  7.2.2 最大加速度分布（告示波入力：鉛直(ｙ)方向） 
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-30  -20　 -10    0　　10　 20     -20　 -10    0　　10　 20     -20　 -10    0　　10　 20
50
40
30
20
40
30
20
斜面上端からの距離 (m) 斜面上端からの距離 (m) 斜面上端からの距離 (m)
(a-2) H10m,1:2.0, ゆるみあり
-50   -40  -30   -20　 -10    0　　10   20　
斜面上端からの距離 (m)斜面上端からの距離 (m)
-50   -40  -30   -20　 -10    0　　10　
50
40
30
20
10
3.8
3.4
3.0
2.6
2.2
1.8
1.4
1.0
0.6
0.2
最大
加速度
(m/s2)
(b-1) H10m,1:1.5, ゆるみなし
(b-2) H10m,1:1.5, ゆるみあり
(c-1) H10m,1:1.0, ゆるみなし
(c-2) H10m,1:1.0, ゆるみあり
(d-1) H20m,1:2.0, ゆるみなし (d-2) H20m,1:2.0, ゆるみあり
 
図  7.2.3 最大加速度分布（八戸波入力：水平(ｘ)方向） 
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図  7.2.4 最大加速度分布（八戸波入力：鉛直(ｙ)方向） 
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7.3  速度分布による検討 
 各モデルで計算した最大速度分布を図  7.3.1～図  7.3.4 および巻末付図に示す。また、
鉛直(y)方向分布は値が非常に小さいため、斜面勾配 1：1.5 のケースについて図  7.3.5 に値
の差を強調するために凡例を変えた分布図を示した。 
加速度分布では、斜面際の鉛直(y)方向加速度が大きく、特にゆるみ層があるケースでは、
水平(x)方向加速度に匹敵する大きさの最大加速度が現れている。速度分布では鉛直(y)方向
は水平(x)方向の十分の 1 程度のレベルとなっている。高振動数の卓越した震動では、加速
度が大きくても速度が小さいことがあり、斜面際で鉛直（y）方向の加速度を増幅させて
いる震動の成分が高振動数である可能性を示している。また、速度分布ではゆるみ層の有
無や斜面形状による傾向の差があまり見られず、さらに、八戸波入射の場合では、斜面に
沿って加速度が大きい傾向を示しているが、速度分布は逆に斜面近くで速度が遅くなる傾
向がある。これらもまた斜面近く、特にゆるみ層内で卓越する加速度成分が高振動数であ
る可能性を示している。 
 これらの速度分布の傾向をまとめると以下のようになる。 
 
・ ゆるみ層の有無による違い：ゆるみの有無による速度分布の差は小さい。水平(ｘ)方向
では告示波入力のケースで斜面際の速度が少し大きくなっている程度
である。鉛直(ｙ)方向は、ゆるみ層があると斜面際の速度が大きくな
り、台地側の速度は小さくなる（図  7.3.5）。これは、斜面の影響によ
り増幅した地震動は、ゆるみと表層との層境で反射するため、台地側
には伝わるにくいことを示していると考えられる。 
・ 斜面形状による違い：斜面勾配の違いによる速度分布の傾向には顕著な差が見られない。
斜面高さが 10m と 20m のケースを比較すると、水平(x)方向の速度分
布は標高にほぼ対応しており、両モデルの斜面上端における水平(x)方
向の速度は高さ 20m のモデルで大きいが 1 割程度の違いである。 
・ 入力地震波の違い：水平(x)方向は、告示波入力ではおおむね標高が高いところで速度が
大きい。これは加速度分布と同様の傾向である。一方、八戸波は斜面
沿いで速度が小さく、加速度と異なる傾向である。 
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図  7.3.1 最大速度分布（告示波入力：水平(x)方向） 
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図  7.3.2 最大速度分布（告示波入力：鉛直(ｙ)方向） 
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図  7.3.3 最大速度分布（八戸波入力：水平(x)方向） 
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図  7.3.4 最大速度分布（八戸波入力：鉛直(ｙ)方向） 
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図  7.3.5 最大速度分布（高さ 10m、勾配 1:1.5 モデル、鉛直(ｙ)方向） 
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7.4  最大せん断ひずみ（γmax）による検討 
7.4.1  最大せん断ひずみ分布 
 最大せん断ひずみ（γmax）を以下の式を用いて計算をし、ゆるみ層の有無によるひずみ
分布の違いについて検討を行った。 
( ) 22max xyyx γεεγ +−=                        (7.6) 
5 秒ごとの各時刻の分布図は巻末付図に示す。図  7.4.1～図  7.4.4 に各モデルのせん断
ひずみ分布のうち、代表する時刻について示す。 
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図  7.4.1 最大せん断ひずみの分布(高さ 10m、1：2.0) 
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図  7.4.2 最大せん断ひずみの分布(高さ 10m、1：1.5) 
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図  7.4.3 最大せん断ひずみの分布(高さ 10m、1：1.0) 
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図  7.4.4 最大せん断ひずみの分布(高さ 20m、1：2.0) 
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7.4.2  斜面形状及びゆるみ層の有無によるひずみ分布の違い 
 本検討は、拘束圧依存の物性値を用いていることから、ゆるみ層がない場合でも斜面近
くでは初期剛性（初期せん断波速度）は小さく、ゆるみ層がある場合でも、ゆるみ層と表
層の層界の剛性の差は小さい。しかし、図  7.4.5(a)に示すように告示波入力の場合では、
ゆるみ層がないと連続するひずみ発生はほとんど見られない。また、八戸波入力の場合に
は、ゆるみ層があるとゆるみ層の層界付近に連続するひずみ発生が見られる。 
ゆるみ層がない場合には、八戸波入力の斜面勾配 1：1.5、1：1.0 のケースで、図  7.4.5(b)
のように円弧状のひずみが発生している。この円弧状のひずみは分布図を出力した全時刻
で見られる。しかし、これ以外のケースでは、連続するひずみの発生は見られない。 
 ゆるみ層があるケースでは、図  7.4.1～図  7.4.4 と図  7.4.6 に示すように、ゆるみ層内
でひずみ量が大きなひずみが連続して発生している。発生する円弧の大きさは、告示波で
斜面上端付近の小さな円弧、八戸波では斜面下端に抜けるゆるみ層全体のやや大きな円弧
である。八戸波入力のゆるみ層がない場合に見られる大きな円弧状のひずみは、ゆるみ層
がある場合にはひずみ量が小さくなる。発生したひずみは小さくなるが、地震動が終了し
ても残留している。 
 前節までに示したように、速度分布はゆるみ層の有無があまり影響しないが、加速度分
布は加速度の有無が影響する。これは、ゆるみ層や斜面近くで卓越する振動数の違いが影
響することが考えられるが、ひずみ分布はゆるみ層の有無が大きく影響しており、速度よ
り加速度の分布と同じ傾向である。 
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図  7.4.5 斜面高さ 10m、1：1.5、ゆるみなしの場合のひずみ分布の例 
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(a) 告示波 (10m,1:2.0)
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図  7.4.6 ゆるみ層がある場合のひずみ分布の例 
 
7.4.3  入力地震動の特性の比較 
 図  7.4.5、図  7.4.6 に示したように、入力地震動が告示波である場合と八戸波である場
合には、ひずみ分布の傾向が異なっている。 
告示波入力による最大加速度、最大速度分布では、標高が高いところで応答が大きく、
ほぼ成層の分布である。告示波のケースで斜面上端付近の小さな円弧状のひずみが発生す
ることと、最大加速度、最大速度がほぼ成層の分布をすることは対応していると考えられ
る。 
八戸波では、斜面下端付近の加速度も大きく、特にゆるみ層がある場合にこの傾向が顕
著である。ゆるみ層ありで八戸波入力のケースでは斜面末端を含むやや大きな円弧状のひ
ずみが発生することと対応すると考えられる。八戸波の場合は斜面沿いより、台地側で最
大速度が大きく、これがゆるみ層のない場合に見られる大きな円弧状のひずみと対応して
いることが考えられる。 
入力地震動の特性がひずみ分布に影響を及ぼしていると考えられるため、今回の解析に
使用した 2つの地震動の特性を確認した。加速度と速度の時刻歴地震動を図  7.4.7に示す。
告示波は 60 秒、八戸波は 36 秒の地震動である。速度の計算に当たっては長周期の(20 秒)
のカットオフを行った。また、八戸波で見られる大きな円弧状のひずみは、はじめの 5 秒
目のデータですでに顕著である。したがって、早い段階の地震動が影響していると考えら
れることから、0 から 10 秒について拡大した時刻歴図を図  7.4.8 に示す。また、同様に 0
～10 秒の加速度応答スペクトルと速度応答スペクトルを図  7.4.9 に示す。 
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図  7.4.7 入力地震動（時刻歴） 
 
-3.5
-3
-2.5
-2
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
加
速
度
(m
/s
^2
)
告示波（加速度）
八戸波（加速度）
 
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0
0.2
0.4
0.6
0.8
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
時刻（秒）
速
度
(m
/s
)
告示波（速度）
八戸波（速度）
 
図  7.4.8 入力地震動（時刻歴：0～10 秒） 
(a)時刻歴加速度 
(b)時刻歴速度 
(a)時刻歴加速度 
(b)時刻歴速度 
第７章 地震時の斜面の挙動とゆるみ層の影響 
 150
 
0.01
0.1
1
101
102
0.01 0.1 1 10
応答スペクトル
加速度応答スペクトル(告示波）
加速度応答スペクトル（八戸波）
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
周期（秒）    
0.001
0.01
0.1
1
101
0.01 0.1 1 10
応答スペクトル
速度応答スペクトル(告示波）
速度応答スペクトル（八戸波）
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
周期（秒）  
(a)加速度応答スペクトル        (b)速度応答スペクトル 
図  7.4.9 入力地震動の応答スペクトル（0～10 秒） 
 
0～5 秒の加速度の最大値（絶対値）は、告示波が 1.63m/s2(3.46 秒 )、八戸波が
3.20m/s2(4.16 秒)と八戸波が大きい。しかし、告示波でも 7 秒付近にそれにほぼ匹敵する
加速度があり、また、今回の解析では、斜面がすべる方向はマイナス方向であるが、前述
の加速度最大値はいずれもプラス方向の値であるため、これが分布の特徴を決める要因と
は考えがたい。 
一方速度では、八戸波は、3.85 秒に-0.56m/s の速度を示している。マイナス方向の速
度では、告示波はこれに匹敵する速度はなく、これがひずみ分布に影響している可能性が
ある。 
応答スペクトルは、0.2 秒より短周期では告示波、0.2 秒より長周期では八戸波のスペク
トルが高くなっている。ゆるみ層がある場合のひずみ分布は、告示波では小さい円弧、八
戸波では大きめの円弧状のひずみが見られ、これは各入力地震動の周波数特性に関係して
いる可能性がある。また、八戸波で大きい円弧状のひずみが見られることも、これに対応
している可能性がある。 
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7.5  7 章のまとめ 
 非線形有限要素解析により，大地震時における斜面崩壊の危険性とそれに対するゆるみ
層の影響について検討を行った。以下に考察をまとめる。 
 
・ 最大せん断ひずみ分布を見ると、ゆるみ層がある場合には、ゆるみ層内に連続する
大きなひずみが発生する。ゆるみ層がない場合には、連続するひずみが発生しても、
比較的ひずみが小さい。ゆるみ層があることにより、ゆるみ層内での崩壊の可能性
が高いことが言える。発生したゆるみは、地震動終了後にも残留している。 
・ 最大加速度、最大せん断ひずみ分布には、ゆるみ層の有無の影響が大きいが、速度
分布ではその差が小さい。これは、ゆるみ層で増幅する加速度成分が高振動数であ
る可能性を示している。ゆるみ層内で発生している連続する最大せん断ひずみに対
して、加速度と同様に高振動数が影響している、もしくは、加速度の大きさがゆる
み層のひずみ発生に影響している可能性も考えられる。 
・ 最大加速度分布、最大速度分布、最大せん断ひずみ分布とも、斜面の形状やゆるみ
層の有無より、入力する地震動の影響が大きい。最大せん断ひずみ分布では、告示
波はゆるみ層内の小さな円弧状、八戸波ではゆるみ層があるとゆるみ層の層界の大
きな円弧状、ゆるみ層がない場合はさらに大きな円弧状のひずみが発生している。
このひずみの傾向は、最大加速度分布や最大速度分布の傾向とある程度対応してい
ると考えられる。 
・ 入力地震動の特性と応答の関係を把握することにより、想定される地震に対する斜
面の危険度を判定できる可能性がある。また、斜面の危険度を安全率のような指標
で判定する手法が確立すれば、対策のあり方の検討に非常に有用である。 
 
[参考文献] 
 
7.1) CRC ソリューションズ：DINAS Users Manual 使用説明書、VER7.1、2003 
7.2) 吉見吉昭、福武毅芳：地盤液状化の物理と評価・対策技術、技報堂出版、2005 
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8． 結論 
8.1  本研究の要約 
本研究は、斜面が周辺地盤の震動特性に与える影響および斜面の震動特性を明らかにし、
それが地盤災害に及ぼす影響を検討することを目的に、関東地方南部の地形・地質を想定
した研究を行ったものである。検討には地震動観測，常時微動計測，有限要素解析を用い、
特に自然斜面の斜面沿いに分布する軟弱な層（ゆるみ層）が自然斜面上部の地盤震動特性
に与える影響を把握することと、斜面形状の違いが周辺地盤の震動特性に与える影響につ
いて検討を行った。 
第 2 章では研究対象地の地形・地質などの概要を示した。主な研究対象地である千葉市
内の台地に隣接する自然斜面とその周辺に対してボーリング調査や物理探査などの地盤調
査を行い、ゆるみ層の確認ならびに、ゆるみ層とその周辺地盤の S 波速度構造を把握した。
また、それ以外の調査地についても既往の調査結果の整理を行った結果をまとめた。 
第 3 章では千葉県北西部で行われた PS 検層データを分析し、S 波速度を N 値と深度か
ら求める推定式の提案を行った。第 5 章で行った有限要素法による解析では、PS 検層結
果が得られていない地区について、この式を用いてせん断波速度の推定を行い、解析に用
いた。 
第 4 章では対象地で行った地震観測、常時微動計測結果を取りまとめた。斜面直下、斜
面直上、台地内部で行った地震動観測では、斜面直上で最大加速度が大きな地震動が観測
された。また、斜面上端部から台地にかけて高密度に行った常時微動計測では、隣接する
斜面が自然斜面の場合では微動の H/V スペクトルの卓越振動数が斜面からの距離により
変化し(図 8.1.1 (a))、切土斜面では卓越振動数はあまり変化しない(図 8.1.1(b)、(c))という
結果となった。自然斜面上部で観測された地震動の最大加速度が大きいこと、常時微動
H/V スペクトル比の隣接斜面による卓越振動数の傾向の違いは、地盤調査で見られた斜面
沿いのゆるみ層の影響が考えられる。 
そのため、第 5 章では研究対象地を地盤調査結果に基づいてモデル化し、2 次元有限要
素解析により地盤震動特性について検討を行った。地盤モデルは自然斜面、新しい切土斜
面、古い切土斜面の 3 種類作成した。それらの地盤モデルによる解析結果から、地震動の
斜面上端部付近の増幅に対して、ゆるみ層の影響が非常に大きいことが判明し、常時微動
H/V スペクトル比に現れる自然斜面上部と切土斜面上部の違いはゆるみ層の有無により説
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明することができた。したがって、斜面上端付近が増幅する主たる原因は，「ゆるみ層」の
存在にあり，「斜面の形状」の効果は小さいと考えられる。また、常時微動 H/V スペクト
ル比の卓越振動数の変化やピークの高さの変化から、ゆるみ層の分布範囲や切土斜面の表
層の緩んだ範囲が推定できる可能性を示した。 
第 6 章では、単純化した地盤モデルにより、斜面が近傍地盤に及ぼす影響について検討
を行った。図 8.1.2 に示すように、斜面があることにより，かなり広域にわたって，地震
動の増幅やピーク振動数の変化がおきている。ただし，ゆるみ層がない場合には，1 次元
解析に対して 2 割程度の増幅であり，また斜面からやや離れた位置で増幅しているケース
が多い。一方，ゆるみ層があると，ケースによっては数倍の増幅となるが，ほとんどゆる
み層がある範囲に限定される。斜面形状のパラメータでは，勾配より高さの影響が大きい。
また地盤の物性値も影響する。高さが変化すると，全体的に増幅が大きくなるが，勾配は
斜面直近のみに影響するという結果となった。 
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図 8.1.2 地表面最大加速度比と伝達関数差の最大値の分布（図 6.2.6(b)再掲） 
 
第 7 章では、ゆるみ層のある斜面とゆるみ層のない斜面のモデルを作成し、非線形解析
により斜面近傍地盤のせん断ひずみの大きさや発生位置の確認を行った。図 8.1.3 に示す
ように、ゆるみ層があるとゆるみ層内で連続した大きなひずみが発生し、崩壊の危険性が
高いことが判明した。また、ひずみの発生位置や想定される崩壊規模は、ゆるみ層の有無
に次いで、入力する地震動の特性に影響されることが推定される。ゆるみ層がない解析ケ
ースでも、斜面形状や入力する地震動により、連続する円弧状のひずみが発生することが
あるが、ゆるみ層があるケースと比較するとひずみ量が小さく、円弧の大きなひずみです
べり面が長くなるため、崩壊に至る可能性はゆるみ層がある場合と比較するとかなり低い
ものと考えられる。 
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図  8.1.3 最大せん断ひずみ分布の例 
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8.2  斜面の地震防災上の問題点 
 本研究結果による台地に隣接する斜面の地震防災上の問題点は以下のとおりである。 
・ 斜面上部の台地において地震動が増幅する。これには、斜面の形状による増幅とゆる
み層の影響があり、斜面の形状のみによる場合は増幅の割合が小さいが、ゆるみ層の
影響によるものは数倍に及ぶ増幅となる場合が考えられる。しかし、ゆるみ層による
増幅は、ほぼゆるみ層の分布する範囲に限定される。 
・ そのため、ゆるみ層の分布する範囲を特定することは非常に重要である。ボーリング
調査や表面波探査が有望な手段であるが、微動の 1 点観測によって確認できる可能性
がある。 
・ ゆるみ層があることによる地震動の増幅は非常に大きいが、ゆるみ層は地表近くに分
布するため、それによる増幅は高振動数成分が多くなる。したがって地震時に危険性
が高い木造住宅の固有振動数とは異なっており、直接的な建物の被災には結びつきに
くいと考えられる。 
・ ゆるみ層がない場合には、崩壊に結びつくような大きなひずみの発生は見られない。
やや大きな円弧状のひずみが見られるケースがあるが、ゆるみ層がある場合と比較す
るとひずみ量が小さく、また円弧が大きくすべり面が長いため、崩壊に至る可能性が
低いと考えられる。 
・ ゆるみ層がある場合には、連続する大きなひずみが発生しており、大地震時には崩壊
する危険性が高い。ひずみが発生する範囲はゆるみ層内にほぼ限定されているため、
地震動の増幅と同様に、斜面上部ではゆるみ層がある範囲について警戒が必要である。
ただし、崩壊の場合は斜面下部での被害が予測され、対応が必要である。 
 
8.3  今後の課題 
 本研究では、斜面近傍地盤における地震時の危険性について検討を行った。この結果を
斜面と斜面近傍地盤の地震時危険度評価と被害低減のための対策に結び付ける必要がある
が、そのためには多くの課題が残っている。 
 現在一般的に用いられている地震時斜面の安定解析手法は、震度法と呼ばれるものであ
るが、これは地震時にどのようなすべりが発生するか解析できず、また地震動の増幅を考
慮することができない。そのため、地震動の特性を考慮し、また地震時に発生するすべり
面が解析できる実用的な安定解析手法の確立が望まれる。さらに、地震時の斜面崩壊の発
生には、先行降雨や地下水の存在が大きく影響すると考えられる。これについても今後検
討すべき課題である。 
 地震時斜面ハザードマップの作成のためには、全斜面に対して安定解析は困難であるこ
とから、斜面形状（ゆるみ層を含む）と斜面危険度の関係や想定される地震動の特性と斜
面崩壊への影響の把握をすることが重要であると考えられる。また、斜面崩壊による被害
の範囲の想定が必要となる。 
 本研究は、関東南部、特に千葉市周辺の斜面を対象とした。他地域の斜面や丘陵型の斜
面についても今後検討が必要であると考えられる。 
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条件 ゆるみなし ゆるみあり 
告示
波 
 
水平 
(x) 
方向 
 巻末-14
告示
波 
 
鉛直 
(y) 
方向 
八戸
波 
 
水平 
(x) 
方向 
 
八戸
波 
 
鉛直 
(y) 
方向 
 
 
○凡例の変更（鉛直(y)方向） 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
告示
波 
 
H10 
1:2.0 
  
告示
波 
 
H10 
1:1.5 
   
告示
波 
 
H10 
1:1.0 
  
 
 巻末-15
ゆるみなし  
告示
波 
H20 
1:2.0 
 
ゆるみあり  
 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
八戸
波 
H10 
1:2.0 
 
  
八戸
波 
H10 
1:1.5 
 
  
八戸
波 
H10 
1:1.0 
 
八戸
波 
H20 
1:2.0 
ゆるみなし  
ゆるみあり  
 
 巻末-16
時刻歴速度分布 
○高さ 10m、1：2.0、ゆるみなし、告示波 
条件 水平(x)方向 鉛直(y)方向 凡例 
5 秒 
  
10 秒 
  
15 秒 
  
20 秒 
  
25 秒 
 
30 秒 
  
 巻末-17
35 秒 
  
40 秒 
  
45 秒 
  
50 秒 
  
55 秒 
  
60 秒 
 
 
 
 
 
 
 巻末-18
最大せん断ひずみ分布 
○高さ 10m、1：2.0、告示波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
15 秒 
 
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
 巻末-19
35 秒 
 
40 秒 
 
45 秒 
 
50 秒 
 
55 秒 
 
60 秒 
 
 
 
 巻末-20
○高さ 10m、1：2.0、八戸波 
条件 ゆるみなし 鉛直(y)方向 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
15 秒 
 
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
 巻末-21
35 秒 
 
40 秒 
 
50 秒 
 
60 秒 
 
 
○高さ 10m、1：1.5、告示波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
 巻末-22
15 秒 
 
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
35 秒 
 
40 秒 
 
 
45 秒 
 
 巻末-23
50 秒 
 
55 秒 
 
60 秒 
 
 
○高さ 10m、1：1.5、八戸波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
15 秒 
 
 巻末-24
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
35 秒 
 
40 秒 
 
 
45 秒 
 
 巻末-25
50 秒 
 
55 秒 
 
60 秒 
 
 
○高さ 10m、1：1.0、告示波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
15 秒 
 
 巻末-26
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
35 秒 
 
40 秒 
 
 
45 秒 
 
 巻末-27
50 秒 
 
55 秒 
 
60 秒 
 
 
○高さ 10m、1：1.0、八戸波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 凡例 
5 秒 
 
10 秒 
 
15 秒 
 
 巻末-28
20 秒 
 
25 秒 
 
30 秒 
 
35 秒 
 
40 秒 
 
 
50 秒 
 
60 秒 
 
 
 
 巻末-29
○高さ 20m、1：2.0、告示波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 
5 秒 
10 秒 
15 秒 
20 秒 
25 秒 
30 秒 
 巻末-30
35 秒 
40 秒 
 
45 秒 
50 秒 
55 秒 
60 秒 
 
 
 巻末-31
○高さ 20m、1：2.0、八戸波 
条件 ゆるみなし ゆるみあり 
5 秒 
10 秒 
15 秒 
20 秒 
25 秒 
30 秒 
 巻末-32
35 秒 
40 秒 
 
45 秒 
50 秒 
55 秒 
60 秒 
 
